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第１節 組織計画（危機管理防災課） 

  

１ 水俣市災害対策系統 

 （１）水俣市災害対策本部と主な防災関係機関等との協力系統 

    本市の地域に災害が発生し、又は災害発生のおそれがある場合、水俣市災害対策本部と水俣

市防災会議を構成する関係機関等は、市内における災害対策の総合的かつ計画的な推進を図る

ため、相互に緊密な連絡協調を図るとともに、積極的に応急対策活動等を実施するものとする。 

    協力系統は、次の図のとおりとする。 

 

関係機関・団体等名 窓口の電話番号 

                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消
防 

水俣芦北広域行政事務組

合消防本部 

６３—１１９１ 

（緊急１１９） 

警
察 

熊本県警察水俣警察署 ６２—０１１０ 

自
衛
隊 

陸上自衛隊（西部方面特科連

隊第１大隊第３係） 

０９６—３４３—３１４１ 

（内線３６４７） 

自衛隊熊本地方協力本部水

俣地域事務所 
６３—５８６３ 

水俣市災害対策本部 

災害対策班（総務企

画部危機管理防災課） 

 ６１－１６０４ 

指
定
地
方
行
政
機
関 

農林水産省九州農政局 ０９６—２１１—８７１５ 

林野庁熊本南部森林管理署水

俣森林事務所 
２３-３３１１ 

熊本河川国道事務所八代維持

出張所 
０９６５-３２-４２７１ 

八代河川国道事務所 ０９６５-３２-４１３５ 

海上保安庁八代海上保安署 ０９６５-３７-１４７７ 

気象庁熊本地方気象台 ０９６-３５２-０３４５ 

同 緊急時ホットライン ０９６-３５１-５６７０ 

ハローワーク水俣 ６２-８６０９ 

熊
本
県 

芦北地域振興局総務振興課 ８２-３１１１ 

同 保健福祉環境部 ６３-４１０４ 

同 土木部 ８２-３１１１ 

水俣港管理事務所 ６３-２４４９ 
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指
定
公
共
機
関 

日本郵便（株）水俣郵便局 ６３-３６１１ 

ＮＴＴ西日本（株）熊本支店 ０９６-３２１-３０８３ 

（株）ＮＴＴドコモ水俣店 ６３-８０２２ 

日本赤十字社熊本県支部 

（水俣市地区（福祉課）） 

０９６-３８４-２１００ 

（６１-１６４０） 

日本放送協会水俣支局 ６３-２８０２ 

九州電力送配電（株）熊本支

社八代配電事業所 
０１２０-９８６-６０６ 

九州旅客鉄道（株）新水俣駅 ６３-３６２１ 

指
定
地
方
公
共
機
関 

肥薩おれんじ鉄道（株） ０９６５-３２-５６７８ 

熊本日日新聞社水俣支局 ６３-３４４５ 

公益社団法人熊本県トラッ

ク協会城南支部 
０９６５-３７-３３１１ 

 一般社団法人熊本県ＬＰガ

ス協会水俣支部 
６３-７１１１ 

公
共
的
団
体
及
び
防
災
上
重
要
な
施
設
の
管
理
者
等 

水俣市芦北郡医師会 ６３-４１３８ 

 熊本県薬剤師会水俣支部 ６３-２４１７ 

水俣市社会福祉協議会 ６３-２０４７ 

 （株）ウェザーニューズ ０４３-２７４-３９３１ 

 水俣市建設業協会 ６２-２９２８ 

 ＪＡあしきた水俣基幹支所 ６３-２１４８ 

 水俣市漁業協同組合 ６３-３３５５ 

 水俣芦北森林組合 ６２-２０１４ 

 産交バス（株）水俣営業所 ６３-２１８５ 

 （有）水俣観光バス ６３-２７２７ 

 南国交通（株）水俣車庫 ６２-２０６１ 

 南九州センコー（株） ６３-４１１１ 

 （資）君島タクシー ６３-４１４１ 

 （有）大洋タクシー ６３-２１５１ 

 （有）水俣タクシー ６３-１２２８ 

（有）獅子島汽船 ６３-２２４８ 

水俣市商工会議所 ６３-２１２８ 

 ＪＮＣ（株）水俣製造所 ６３-２１１１ 
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第２節 災害対策本部等（危機管理防災課） 

   

 災害対策本部は、災害が発生し、又は発生するおそれのある場合において、防災活動の実施と他の

防災関係機関との調整を行うため、災害対策基本法及び水俣市災害対策本部設置条例に基づき、市長

が設置する。 

 なお、市長は、災害に対する警戒が必要な場合には、災害対策本部の設置以前に、災害警戒本部（本

部長：副市長）を設置することができる。 

 

１ 本部設置の基準 

  水俣市災害警戒本部、災害対策本部及び現地災害対策本部の設置の基準は、次のいずれかに該当 

する場合とするも、気象状況次第では、市長が臨機応変に判断、指示することができる。 

(１) 災害警戒本部 

① 本部長：副市長 

    ② 本部員：総務企画部長、福祉環境部長、産業建設部長、総合医療センター事務部長、 

上下水道局長、議会事務局長 

③ 防災関係機関の連絡調整要員（自衛隊：ＬＯ、その他の機関：リエゾン）が到着してい 

る場合は、必要に応じて会議への参加を 

依頼する。 

   ④ 設置場所 

水俣市役所３階市長会議室及び会議室Ａ、Ｂ、Ｃ（全ての可動間仕切りを開放） 

   ⑤ 設置基準 

     防災気象情報「警戒レベル４相当」が発表されたとき 

ア 土砂災害警戒情報が発表されたとき 

  土砂災害危険度分布「うす紫」（非常に危険） 

イ 河川水位情報がない場合 

洪水危険度分布「うす紫」（非常に危険） 

ウ 河川水位情報がある場合 

氾濫危険情報 

危険度分布「紫」 

氾濫危険水位超過相当 

水防警報：第４段階「警戒」 

エ 高潮警報（「警戒レベル４相当」）が発表されたとき 

オ 高潮特別警報（「警戒レベル４相当」）が発表されたとき 

カ ２４時間以内に台風の暴風域に入る恐れがある場合 

キ 水俣市の観測地点で、震度５弱の地震を観測したとき 

ク 地震が発生し、津波注意報が発表されたとき 
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ケ 上記のほか、市長が災害警戒本部の設置を指示したとき 

 （２）災害対策本部 

① 本部長：市長 

② 副本部長：副市長 

    ③ 本部員：教育長、総務企画部長、福祉環境部長、産業建設部長、総合医療センター事務 

部長、上下水道局長、議会事務局長、水俣消防署長、水俣市消防団長（オブザーバー） 

④ 防災関係機関の連絡調整要員（自衛隊：ＬＯ、その他の機関：リエゾン）が到着してい 

る場合は、会議への参加を依頼する。 

⑤ 設置場所 

水俣市役所３階市長会議室及び会議室Ａ、Ｂ、Ｃ（全ての可動間仕切りを開放） 

ただし、何らかの理由により上記会議室が使用できない場合は、もやい館、総合体育館

会議室の順に利用するものとし、いずれも使用できないときは、駐車場に設置する。 

なお、庁舎や他施設の被災状況に応じて、水俣警察署及び水俣芦北広域行政事務組合消

防本部との「大規模災害における施設の使用に関する協定」に基づき、警察署３階会議室

又は消防本部２階災害対策室の使用について要請を求めるものとする。 

⑥ 設置基準 

防災気象情報「警戒レベル５相当」が発表されたとき 

ア 大雨特別警報（土砂災害）発表されたとき 

土砂災害危険度分布「濃い紫」（極めて危険） 

イ 河川水位情報がない場合 

大雨特別警報（浸水害） 

洪水危険度分布「濃い紫」（極めて危険） 

ウ 河川水位情報がある場合 

氾濫発生情報 

危険度分布「黒」 

氾濫している可能性 

水防警報：第５段階「厳重警戒」 

エ 高潮氾濫発生情報（「警戒レベル５相当」）が発表されたとき 

オ １２時間以内に台風の暴風域に入る恐れがある場合 

カ 水俣市の観測地点で、震度５強以上の地震を観測したとき 

キ 地震が発生し、津波警報が発表されたとき 

ク 市内に災害が発生し、又は発生が予想され、その規模等から本部を設置して応急対 

策を実施する必要があるとき 

ケ 県災害対策本部又は芦北地方災害対策本部が設置され、本市の地域の一部又は全部

について特に応急対策を実施する必要があるとき 

コ 上記のほか、市長が災害警戒本部の設置を指示したとき 
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（３）現地災害対策本部 

    ① 設置場所 

災害現場から３００メートル内を原則とし、二次災害が発生しない安全な場所で、通信

機器等がそろった施設を確保するものとする。適当な施設がない場合には、現場と交通至

便な施設を確保するか、屋外にテントを設置し、通信機器についてはＮＴＴ西日本などの

協力を得て対応を行う。  

② 設置基準 

市長が必要と認めたとき。（被害規模が大きく、現地に対策本部を置くことが、円滑な救

助・救援活動に繋がる場合等） 

現地災害対策本部には、応急対策又は救助・救護を担当する者のほか、総務班又は情報 

班の中から、現地情報収集活動及び被害報告等並びに現地での防災関係機関との連絡調整 

を行う者を配置することができる。 

③ 現地災害対策本部長 

現地災害対策本部長は、災害対策本部長が災害対策副本部長、災害対策本部員、その他

の職員のうちから指名したものとする。 

なお、現地災害対策本部長は現地災害対策本部を掌理し、各防災関係機関や他自治体か

らの応援隊等の指揮を行う。 

 

※ 災害対策本部の設置、運営等については、「総務班災害対応マニュアル」「災害対策本

部設置運営マニュアル」に別途定める。 
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２ 災害対策本部組織 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                     

  
 
 
 
 

副本部長 

（副市長） 

災害対策班長（危機管理防災課長） 

避難所運営班長（地域振興課長） 

連絡班長（市長公室長兼務） 

総務対策部長 

（総務企画部長兼務） 

職員・受援班長（総務課長） 

財政班長（財政課長） 

調査班長（税務課長） 

広報班長（市長公室長兼務） 

情報班長（総務課長） 

応援班長（監査事務局長） 

福祉班長（福祉課長兼務） 

避難行動要支援者支援班長（福祉課長兼務） 

物資輸送班長（市民課長） 

給食班長（給食センター所長） 

保健班長（いきいき健康課長） 

環境対策班長（環境課長） 

災害対策部長 

（総務企画部長兼務） 

 

○本部員 

教 育 長          

※総務企画部長 

※福祉環境部長 

※産業建設部長 

※上下水道局長  

※総合医療センター事務部長 

※議会事務局長 

水俣消防署長 

水俣市消防団長（オブザーバー） 

 

（※は災害警戒本部員） 

副本部長 副市長 

（※災害警戒本部長） 

本部長 水俣市長 

本 部 会 議 

補佐機能 

危機管理監 

災害対策班 

現地災害対策本部 

市民対策部長 

（福祉環境部長） 

産業建設対策部長 

（産業建設部長） 

商工班長（経済観光課長） 

農林水産班長（農林水産課長） 

土木班長（土木課長） 

都市計画班長（都市計画課長） 

消防班（消防本部） 消防対策部長 

（水俣消防署長） 

議会班長（議会事務局主幹） 議会対策部長 

（議会事務局長） 

医療対策班長 

（総合医療センター総務課長） 

医療対策部長 

（事務部長） 

上下水道班長（上下水道工務課長） 上下水道対策部長 

（上下水道局長） 

教育班長（教育課長） 教育対策部長 

（教育長） 

本 部 長 

（水俣市長） 
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３ 災害対策（警戒）本部等の事務分掌 

部 班（担当課） 事  務  分  掌 

災
害
対
策
部 

災害対策班 

（危機管理防災

課） 

 

災害対策（警戒）本部の運営に関すること。 

災害対策（警戒）本部会議に関すること。 

避難所及び福祉避難所の開設及び閉鎖の判断に関すること。  

総合的災害対策の樹立及び連絡調整に関すること。 

災害記録・報告に関すること。 

気象情報の収集及び周知に関すること。 

災害情報の収集、整理及び報告に関すること。 

災害対策（警戒）本部通信施設及び無線連絡に関すること。 

防災関係機関との連絡調整に関すること。 

自衛隊災害派遣要請の要求に関すること。 

各部間の連絡調整に関すること。 

他班に属さない事項に関すること。 

避難所運営班 

（地域振興課） 

避難所開設担当職員への開設連絡に関すること。 

避難所の運営に関すること。 

避難所への交代職員及び応援職員の派遣に関すること。 

避難所への情報伝達・情報収集に関すること。 

他班の応援に関すること。 

連絡班 

（市長公室） 

 

災害対策（警戒）本部長の命令伝達に関すること。 

災害対策本部長等の災害状況視察に関すること。 

国及び県からの視察応対並びに陳情書の作成に関すること。 

り災見舞い及び災害視察者の応対に関すること。 

災害情報の収集及び整理に関すること。 

他班の応援に関すること。 

総
務
対
策
部 

職員・受援班 

（総務課） 

災害時における職員の配置及び動員に関すること。 

職員のり災状況調査、見舞金等の給付に関すること。 

職員の安否確認、健康状態に関すること。 

市外等からの応援職員の市への受け入れに関すること。 

支援が必要な業務・人数の把握及び職員派遣の調整に関すること。 

他班の応援に関すること。 

財政班 

（財政課） 

（会計課） 

災害対策に係る予算措置に関すること。 

災害応急対策等及び災害復旧に要する資金計画並びに斡旋に関すること。 

市有財産の被害調査及び応急対策に関すること。 

災害時の配車計画及び車両の確保に関すること。 

庁内電話の確保及び整備に関すること。 

来庁者の安全確認に関すること。 
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義援金等の保管に関すること。 

災害に関する支出に関すること。 

他班の応援に関すること。 

調査班 

（税務課） 

土地、家屋等の被害調査、情報収集に関すること。 

被災者に対する市税の減免、徴収猶予等に関すること。 

被災に係る証明に関すること。 

他班の応援に関すること。 

広報班 

（市長公室） 

 

災害に係る広報に関すること。 

災害写真の撮影収集及び記録に関すること。 

ホームページを使った情報伝達に関すること。 

他班の応援に関すること。 

情報班 

（総務課） 

情報伝達手段となる電算機器の保守に関すること。 

他班の応援に関すること。 

応援班 

（監査事務局） 

外部からの問合せ対応等に関すること。 

他班の応援に関すること。 

市
民
対
策
部 

福祉班 

（福祉課） 

（いきいき健康

課） 

災害救助法等に基づく申請の取りまとめに関すること。 

被服、寝具、その他生活必需品の支給等に関すること。 

義援金品等の受付配分に関すること。 

社会福祉施設等の被害状況の収集に関すること。 

他班の応援に関すること。 

避難行動要支援

者支援班 

（福祉課） 

（いきいき健康

課） 

避難行動要支援者の避難誘導・搬送に関すること。 

福祉避難所の運営に関すること。 

避難行動要支援者に係る施設の被害状況の調査及び収集に関すること。 

物資輸送班 

（市民課） 

備蓄物資の避難所への輸送に関すること。 

救援物資の手配、調達及び輸送に関すること。 

企業、団体との協定に基づく救援物資の調達、輸送に関すること。 

他班の応援に関すること。 

給食班 

（給食センタ

ー） 

被災者に対する炊き出し及び食品の給与に関すること。 

他班の応援に関すること。 

保健班 

（いきいき健康

課） 

保健衛生関係施設に係る被害状況の調査及び収集に関すること。 

医療、保健機関との連絡調整に関すること。 

災害時における食品等衛生管理に関すること。 

被災者のケアに関すること。 

他班の応援に関すること。 
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環境対策班 

（環境課） 

（水俣病資料

館） 

衛生関係施設に係る被害状況の調査及び収集に関すること。 

り災地区の防疫に関すること。 

災害時発生した廃棄物の処理に関すること。 

り災地区のし尿処理、簡易水道、専用水道及び飲料水供給施設に関するこ

と。 

遺体の埋葬等に関すること。 

他班の応援に関すること。 

産

業

建

設

対

策

部 

商工班 

（経済観光課） 

 

商工・観光業者の被災状況の調査に関すること。 

り災商工業者等に関する金融対策に関すること。 

災害時における輸送荷役業者等との連絡調整に関すること。 

その他商工観光関係機関との連絡調整に関すること。 

他班の応援に関すること。 

農林水産班 

（農林水産課） 

（農業委員会） 

農地農林水産関係の被害状況の調査に関すること。 

り災農林水産畜産業者の金融対策に関すること。 

農作物、農地及び農業用施設並びに林野、林道の災害対策に関すること。 

園芸農作物及び工芸作物、家畜及び家きんの災害対策に関すること。 

農業災害補償に関すること。 

漁港等の災害対策に関すること。 

災害時の舟艇の調達に関すること。 

他班の応援に関すること。 

土木班 

（土木課） 

 

公共土木関連施設の被害状況調査に関すること。 

土木施設災害復旧事業の総轄に関すること。 

水防法・洪水対策・高潮対策に関すること。 

道路及び橋梁、河川堤防等に関すること。 

緊急輸送道路（国道・県道・主要道路）の管理部署との連携に関すること。 

救出、救助機械の調達、労務の供給等に関すること。 

他班の応援に関すること。 

都市計画班 

（都市計画課） 

 

建築物の災害予防及び応急修理に関すること。 

建設型仮設住宅の設置等に関すること。 

建築物の応急危険度判定に関すること。 

救出、救助機械の調達、労務の供給等に関すること。 

災害建築資材の調達・斡旋に関すること。 

他班の応援に関すること。 
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部 班（担当課） 事  務  分  掌 

教
育
対
策
部 

教育班 

（教育課） 

（スポーツ交流

課） 

学校施設・教育施設の災害状況調査に関すること。 

学校施設の避難所運営に関すること。 

児童生徒等の応急教育対策に関すること。 

学校用教科書、学用品等のあっせん調達に関すること。 

児童生徒に対する心のケア等に関すること。 

他班の応援に関すること。 

社会教育施設（スポーツ施設・文化施設を含む）の災害状況調査に関

すること。 

文化財の被災状況調査に関すること。 

他班の応援に関すること。 

上
下
水
道
対
策
部 

上下水道班 

（上下水道総務

課、上下水道工務

課） 

（環境課） 

飲料水の確保、供給に関すること。 

雨水ポンプ場の運転に関すること。 

上下水道施設の被害状況調査・応急対策に関すること。 

他班の応援に関すること。 

医
療
対
策
部 

医療対策班 

（市総合医療セン

ター総務課） 

所管施設の被害調査及び応急復旧並びに報告に関すること。 

入院患者及び外来患者の安全確保と医療確保に関すること。 

災害対策本部との連絡調整に関すること。 

医療品の管理、配分及び調整に関すること。 

災害救助法に基づく医療及び助産に関すること。 

その他本部長の指示する事項に関すること。 

議
会
対
策
部 

議会班 

（議会事務局） 

議会事務局の事務分掌に係る災害対策に関すること。 

議会関係機関の視察等に関すること。 

他班の応援に関すること。 

   

消防機関 事  務  分  掌 

水俣消防署長 

消防機関の動員及び配置に関すること。 

気象情報及び災害情報の収集並びに通報に関すること。 

消防本部の分掌事務に係る災害対策に関すること。 

水俣市消防団長 

（オブザーバー） 

消防団の動員及び配置に関すること。 

避難勧告等の住民への周知に関すること。 

災害情報の収集及び通報に関すること。 
 



第３章 災害応急対策計画 

 

 - 63 - 

第３節 職員動員計画（危機管理防災課） 

 

１ 動員体制の整備 

関係機関並びに市の各所属長は、災害発生のおそれ又は発生した場合における災害応急措置を迅

速かつ確実に推進するため、所属職員の全部又は一部が直ちに応急措置に従事できるようあらかじ

め体制を定め、所属職員に周知徹底しておくとともに、相互に協力するよう努めるものとする。 

２ 市職員の動員体制 

 （１）注意警戒体制 

① 警報発表の可能性がある場合、又は、総務企画部長及び危機管理防災課長が必要と認め 

 た場合 

    ② 水防警報で、水防団待機水位（第１段階：待機）を超過した場合（ただし、大潮時を除 

く。） 

    ③ 河川水位情報で、氾濫注意水位を超過した場合（氾濫注意情報） 

防災に関する情報収集体制として、上記の基準に達した場合、総務企画部長及び危機管理防 

   災課長は、災害配備待機班の担当職員（総務班という。）を配置し、情報収集及び気象情報等の 

監視に当たらせるものとする。 

なお、配置する職員については、状況により増減させることができ、出動予定課に限らず、 

必要な部署の呼び出しを総務企画部長及び危機管理防災課長の判断で行うことができる。 

    ア 出動課 

総務班 

総務企画部危機管理防災課、総務企画部市長公室、総務企画部総務課、総務企画部地域 

振興課 

    イ 危機管理防災課勤務経験職員等の指定制度 

      総務企画部長及び危機管理防災課長は、危機管理防災課または災害待機時の総務班に従 

事した経験のある職員を、待機班等の編制（副班長等）に指定することができる。 

    ウ 勤務時間外における注意警戒体制の確立 

（ア）勤務時間外に、前記(１)の事態が発生したときは、熊本地方気象台の早期警戒情報の 

警報級の可能性「高」、ＮＨＫの警戒の時間帯「赤色表示」等の発表状況、熊本地方気象 

台、株式会社ウェザーニューズ等の雨量予測の状況を確認した上で、危機管理防災課長 

又は危機管理防災課職員に連絡し、必要な指示を受けるものとする。 

（イ）待機の指示を受けた職員は、注意警戒体制を確立するため、待機当番同士で連絡を取 

り合うものとする。 

    （ウ）出動した職員は、当番課長に連絡し、必要な指示を受けるとともに、関係機関との連 

絡調整、予警報の伝達、雨量・河川水位等の状況及び被害状況の収集に当たりつつ、庁 

舎３階市長会議室、会議室Ａ、会議室Ｂ及び会議室Ｃの可動間仕切りを開放し、「災害（警 

戒）対策本部室レイアウト」を参照し、第１号配備体制以上への体制移行を準備する。 
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災害（警戒）対策本部室レイアウト 

 

注：レイアウトは、可能な限り先行的に準備を進めるものとする。 
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    （エ）あらかじめ定めた待機当番職員は、日ごろから気象情報に注意し、実際の降雨状況等 

から、災害の発生が予見される場合には、伝達がなくても自主的に参集するものとする。    

（オ）総務班の対応の詳細については、「総務班災害対策マニュアル」に別途定める。 

（２）第１号配備体制 

    ① 大雨警報（土砂災害）、洪水警報、高潮警報に切り替える可能性に言及する高潮注意報、

大雪警報、暴風雪警報が熊本地方気象台から発表されたとき。 

    ② 河川水位情報で、避難判断水位超過相当になった場合（氾濫警戒情報）   

  ③ 水俣市の観測地点で震度４以上の地震に関する情報が発表されたとき。 

    ④ 台風の暴風域に入るおそれがあるとき。（２４時間以内） 

災害に対する調査体制として、上記の基準に達した場合、総務企画部長及び危機管理防災課

長は、担当職員（調査対策班という。）を配置し、本章第４節「気象予警報等伝達計画」に基づ

き、注意報、警報及び特別警報を伝達させるとともに、情報収集及び調査対策活動に当たらせ

るものとする。 

    なお、配置する職員については、状況により増減させることができ、出動予定課に限らず、

必要な職員の呼び出しを総務企画部長及び危機管理防災課長の判断で行うことができる。 

    ア 出動課 

（ア）総務班 

総務企画部危機管理防災課、総務企画部市長公室、総務企画部総務課、総務企画部地 

域振興課 

（イ）調査対策班 

産業建設部都市計画課、産業建設部土木課、産業建設部農林水産課、上下水道局上下 

水道総務課、上下水道局上下水道工務課 

イ 総務班の当番課長 

総務企画部の各課長（総務課長、地域振興課長、財政課長、税務課長）をもって充てる。 

ただし、全般的な指導・統制等を行う危機管理防災課長を除く。 

    ウ 勤務時間外における第１号配備体制の確立 

（ア）勤務時間外に、前記(２)の事態が発生したときは、注意警戒体制に配置された職員は

直ちに危機管理防災課長並びに第１号配備に係る災害配備待機班の担当職員に連絡する

ものとする。 

（イ）連絡を受けた職員は、第１号配備体制を確立するため、あらかじめ定めた職員に連絡

するものとする。 

（ウ）出動した職員は、当番課長に連絡し、必要な指示を受けるとともに、関係機関との連 

絡調整、予警報の伝達、雨量・河川水位等の状況及び被害状況の収集に当たる。 

（エ）今後の気象状況の悪化が予測される場合は、危機管理防災課長の指示の下、災害警戒 

本部体制への移行を見据えた準備を実施する。 

（オ）あらかじめ定められた第１号配備に係る災害配備待機班の担当職員は、警報等が発表
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された場合、あるいは災害の発生が予見される場合には、伝達がなくても自主的に参集

するものとする。 

（３）第２号配備体制（災害警戒本部） 

① 土砂災害警戒情報が発表されたとき 

② 洪水危険度分布で「紫」（危険）が出現した場合 

③ 河川水位情報で、氾濫危険水位超過相当になった場合（氾濫危険情報） 

④ 高潮警報（レベル４相当）、又は、高潮特別警報（レベル４相当）が発表された場合 

⑤ 台風の暴風域に入るおそれがあるとき。（１２時間以内） 

    ⑥ 水俣市の観測地点で震度５弱の地震情報が発表されたとき 

    ⑦ 津波注意報が発表された場合 

災害に対する警戒体制として、上記の基準に達した場合、総務企画部長及び危機管理防災課

長は、市長へ連絡を行い、指示を受けるとともに、副市長、幹部職員等に連絡を行い、災害警

戒本部を立ち上げるものとする。また、担当職員を配置し、本章第４節「気象予報等伝達計画」

に基づき、注意報、警報及び特別警報を伝達させるとともに、情報収集、調査対策活動、災害

応急活動、避難所対応等に当たらせるものとする。 

なお、配置する職員については、状況により増減させることができ、出動予定課に限らず、

必要な職員の呼び出しを総務企画部長及び危機管理防災課長の判断で行うことができる。 

ア 災害警戒本部 

（ア）本部長 

副市長 

（イ）本部員 

総務企画部長、福祉環境部長、産業建設部長、総合医療センター事務部長、上下水道 

局長、議会事務局長 

イ 出動課 

      第 1 号配備体制時に既に出動している課の職員のほか、総務企画部市長公室、総務企画 

部総務課、総務企画部地域振興課、産業建設部経済観光課、福祉環境部福祉課、福祉環境

部環境課、福祉環境部いきいき健康課、教育委員会教育課は、職員の新たな出動、又は、

増員を行う。なお、参集する職員の指定は、交代を考慮し、各課において日頃から計画し

ておくものとする。 

    ウ 勤務時間外における第２号配備体制の確立 

（ア）第１号配備体制出動の職員は、勤務時間外に(３)の事態が発生し、第２号配備体制の 

確立が必要と認めるときは、総務企画部長及び危機管理防災課長に連絡するものとする。 

（イ）総務企画部長及び危機管理防災課長は、直ちに市長に連絡し、その指示により災害警 

戒本部を設置し、幹部職員に連絡し、所属職員の配置を指示するものとする。 

（ウ）各班長は、必要とする職員に連絡し、第２号配備体制の確立を図るとともに、各所属 

職員の登庁後は、各課長等が招集状況について危機管理防災課長に連絡するものとする。 
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（エ）今後の象状況の悪化が予測される場合は、災害警戒本部長の指示の下、災害対策本部 

体制への移行を見据えた準備を実施する。 

（４）第３号配備体制（災害対策本部） 

  ① 人命に係る災害が発生した場合 

（土砂災害等による生き埋め、行方不明者、河川氾濫による孤立者の発生など） 

  ② 特別警報が発表された場合 

大雨特別警報（土砂災害）、大雨特別警報（浸水害）、氾濫発生情報、津波警報、大雪特

別警報、暴風特別警報、暴風雪特別警報、波浪特別警報が発表された場合 

③ 水俣市の観測地点で震度５強以上の地震が発生したとき 

④ 物的被害が広域かつ甚大で、全市的対応が必要な場合 

⑤ 災害対策本部長（市長）が、災害対策本部の設置が必要と判断した場合 

災害に対する全市的対応として、上記の基準に達した場合、市長は災害対策本部を設置し、

全職員に出動を指示した上で、災害の防止、救助等の災害対応を行う。 

ア 災害対策本部 

（ア）本部長 

市長、副本部長：副市長 

（イ）本部員 

教育長、総務企画部長、福祉環境部長、産業建設部長、総合医療センター事務部長、 

上下水道局長、議会事務局長、水俣消防署長、水俣市消防団長（オブザーバー） 

イ 出動課 

全部課室 

参集する職員の指定は、交代を考慮し、各課において日頃から計画しておくものとする。 

※ ただし、総合医療センターについては、「水俣市病院事業 事業継続計画書」に基づ

く体制とする。 

    ウ 勤務時間外における第３号配備体制の確立 

（ア）第２号配備体制出動の職員は、勤務時間外に(４)の事態が発生し、第３号配備体制の

確立が必要と認めるときは、総務企画部長及び危機管理防災課長に連絡するものとする。 

（イ）総務企画部長及び危機管理防災課長は、直ちに市長に連絡し、その指示により災害対

策本部を設置し、幹部職員に連絡し、所属職員の配置を指示するものとする。 

（ウ）各班長は、必要とする職員に連絡し、第３号配備体制の確立を図るとともに、各所属

職員の登庁後は、各班長が各対策部長へ連絡し、各対策部長は職員・受援班に連絡する

ものとする。 

（エ）幹部職員を招集し、災害対策本部を設置し、災害警戒・対応の情報共有、指示の一元

化を行う。 
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（オ）第３号配備体制により出動する職員は、次の腕章又は名札を着けるものとする。 

       (腕 章)               （名 札）  

 

 

 

               ＊大きさ・材質は任意 

（５）災害時の職務分担 

   ア 本章第２節「災害対策本部等」の事務分掌のとおりとし、市長及び各命令権者が登庁でき

ない場合には、災害対策本部組織の上席命令権者が指示を行うものとする。 

   イ 第３号配備体制までの段階において、総務班及び調査対策班が既に設置されている場合、

総務班及び調査対策班の編成解除及び本章第２節「災害対策本部等」の事務分掌への移行に

ついては、災害対策本部長が指示する。 

 （６）応援職員 

総務企画部長又は危機管理防災課長は、災害の状況により必要と思われるときは、配備体制

を移行させることなく、災害対応に必要とする班を配備体制にかかわらず出動させ、活動を行

わせることができる。 

（７）動員解除 

    応急措置の動員体制は、次の場合、解除するものとする。 

    ① 災害発生の恐れのある注意報、警報等が解除されたとき。 

※ ただし、大雨注意報については、降雨の実況がない場合等においては、注意報の解 

除前でも体制の解除ができるものとする。 

    ② 災害発生の危険性が去り、各配備に対する判断基準値を下回ったとき。 

    ③ り災を受けた場所の被害が拡大しないと、公の機関により確認され、復旧が軌道に乗り

始めたとき。 

    ④ その他市長が解除の指示をしたとき。 

３ 消防団員等の動員体制 

 （１）第１号配備体制のときは、各分団長及び各部長は、各地域の実情に応じ活動を行うことがで

きるものとする。 

 （２）消防団の活動を行う場合には、消防団長又は危機管理防災課長に連絡を行うものとする。 

 （３）第２号配備体制発動のときは、消防団長の指揮により、災害活動に従事するため、消防団各

分団長は、あらかじめ消防団員の動員及び待機の体制を整えておくものとする。 

４ 他機関への出動並びに応援要請 

災害発生のおそれがあり、または災害が発生したとき、災害対策本部長は関係機関の長に対して

災害応急措置について協力及び応援を要請するものとする。 

５ 職員配置体制の長期化への対応 

  職員の配置体制が長期化した場合は、災害の状況や所属の人員・体制等を踏まえ、各課長の判断

水  俣  市 
水俣市役所 

○○○ 
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において、災害対応に支障のない範囲で、夜間や週休日における自宅待機等、柔軟な体制をとるこ

とができるものとする。 

６ 職員の安否確認、健康管理等 

市は、大規模災害発生後速やかに災害対策本部体制を確立するため、発災時に職員の安否確認を

円滑かつ確実に実施することとする。 

また、災害対応を担う職員自身も被災者であることが多く、かつ、災害時対応の増大による精神

的・身体的負担が大きいことから、平時から職員の勤務状況や健康状態を把握するとともに、職員

が休養によって疲労回復を図れるよう、勤務時間や職員配置等について管理を徹底するものとする。 

特に、大規模災害の発生直後から復旧・復興に至る過程において、全庁的に業務が増加すること

から、優先的に実施すべきものに絞って業務を実施するとともに、必要に応じ、全庁的な人員調整

を行うものとする。 

７ 職員動員体制基準 

  本市職員の動員体制の基準は次表のとおりとする。 

  なお、注意警戒体制（総務班）及び第１号配備体制（調査対策班）の編成表については、個人情 

報保護の観点から関係する職員にのみ別途配布するとともに、人事異動、その他必要の都度修正を 

おこない、常に最新の状態に整備しておくものとする。 
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令和４年度水俣市動員体制基準 

 （●）は状況により判断  

防災気象情報「警戒レベル相当情報」 ２相当 ３相当 ４相当又は５相当 

避難準備情報等 － 
高齢者等 

避  難 
避難指示 緊急安全確保 

待 機 基 準 
注意警戒 

体  制 

１号配備 

体  制 
２号配備 

災害警戒本部体制 
３号配備 

災害対策本部体制 

大
雨
等 

警報発表のおそれがあり、危機管理防災課長が

必要と認めた場合（気象庁の早期警戒情報（警報級

の可能性）、ＮＨＫの警戒時間帯（赤色表示）の情報

等を確認し、危機管理防災課長が指示する。） 

● － － － 

土
砂
災
害 

大雨警報（土砂災害） 

土砂災害危険度分布「赤」（警戒） 
● ● － － 

土砂災害警戒情報 

土砂災害危険度分布「紫」（危険） 
● ● ● （●） 

大雨特別警報（土砂災害） 

土砂災害危険度分布「黒」（災害切迫） 
● ● ● ● 

洪 
 

水 

河川水位情

報がない場

合 

洪水警報 

洪水危険度分布「赤」（警戒） 
● ● － － 

洪水危険度分布「紫」（危険）      ● ● ● （●） 

大雨特別警報（浸水害） 

洪水危険度分布「黒」（災害切迫） 
● ● ● ● 

河川水位情

報がある場

合 

 
〔水防警報〕 

水防団待機水位超過 

ただし、大潮時は除く。 

〔第１段階：待機〕 

（●） － － － 

氾濫注意情報 

危険度分布「黄」 

氾濫注意水位超過 

〔第２段階：準備〕 

● － － － 

氾濫警戒情報 

危険度分布「赤」 

避難判断水位超過相当 

〔第３段階：出動〕  

● ● － － 

氾濫危険情報 

危険度分布「紫」 

氾濫危険水位超過相当 
〔第４段階：警戒〕（ｻｲﾚﾝ60秒） 

● ● ● （●） 

氾濫発生情報 

危険度分布「黒」 

氾濫している可能性 
〔第５段階：厳重警戒〕（ｻｲﾚﾝ60秒） 

● ● ● ● 
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防災気象情報「警戒レベル相当情報」 ２相当 ３相当 ４相当又は５相当 

避難準備情報等 － 
高齢者等 

避  難 
避難指示 緊急安全確保 

待 機 基 準 
注意警戒 

体  制 

１号配備 

体  制 
２号配備 

災害警戒本部体制 
３号配備 

災害対策本部体制 

高 
 

潮 

高潮注意報 自宅待機 － － － 

高潮警報に切り換える可能性に言及する高潮注

意報 
● ● － － 

高潮警報（レベル４相当） ● ● ● － 

高潮特別警報（レベル４相当） ● ● ● （●） 

暴
風 

暴風警報 

ただし、海上暴風警報等の海上警報を除く。 
● ● － － 

台 

風 

暴風域に入

るおそれが

ある場合 

２４時間以内 ● ● － － 

１２時間以内 ● ● ● （●） 

地 

震 

市観測地点 

震度４ ● ● － － 

震度５弱 ● ● ● （●） 

震度５強以上 ● ● ● ● 

津 

波 
津波注意報 ● ● ● （●） 

津波警報 ● ● ● ● 

大 

雪 

大雪警報 ● ● － － 

暴風雪警報 ● ● － － 

特
別
警
報 

大雨、大雪、暴風、暴風雪、波浪の特別警報及

び高潮氾濫発生情報が発表されたとき 
● ● ● ● 

そ
の
他 

市長（災害対策本部長）が、災害対策本部の設

置が必要と判断した場合 
● ● ● ● 
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①注意警戒体制：総務班（危機管理防災課、市長公室、総務課、地域振興課及び危機管理防災課勤務経験 

者等のうち、特に指名を受けた職員（※）） 

            （※）市長公室 1名、税務課 1名、スポーツ交流課 1名、上下水道総務課１名 

②１号配備体制：総務班＋調査対策班（都市計画課、土木課、農林水産課、上下水道局上下水道総務課、   

上下水道局上下水道工務課） 

総務班の当番課長：総務課長、地域振興課長、財政課長、税務課長、市長公室長 

③２号配備体制：災害警戒本部体制（注１） 

        １号配備体制 ＋ 市長公室、総務課、地域振興課、経済観光課、福祉課、環境課、 

                 いきいき健康課、教育課 

【参集職員は交代等を考慮し各課で計画する。】 

（注１）災害警戒本部会議メンバー 

災害警戒本部長：副市長、各部長、上下水道局長、総合医療センター事務部長、 

議会事務局長 

防災関係機関等のＬＯ（リエゾン）〔市に派遣されている場合〕 

④３号配備体制：災害対策本部体制（注２） 

        全庁体制（全部課室）【参集職員は交代等を考慮し各課で計画する。】 

（注２）災害対策本部会議メンバー 

災害対策本部長：市長 

災害対策副本部長：副市長 

教育長、各部長、上下水道局長、総合医療センター事務部長、議会事務局長、 

水俣消防署長、水俣市消防団長（ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ） 

防災関係機関等のＬＯ（リエゾン）〔市に派遣されている場合〕 
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第４節 気象予報等伝達計画（危機管理防災課、消防本部） 

 

 本計画は、災害発生のおそれのある場合に行う気象業務法に基づく注意報、警報、特別警報、水防

法に基づく水防警報、消防法に基づく火災気象通報（以下「予警報」という。）等を関係機関や住民に

対し、迅速かつ確実に伝達するための通報系統、要領等を定めるものである。 

 

１ 予警報の定義 

この計画において、注意報、警報、特別警報、気象情報、地震情報、津波予報、水防警報、火災

気象通報及び火災警報の意義は、次に定めるところによる。 

 （１）気象等の注意報、警報及び特別警報 

    注意報とは、県内いずれかの地域において、災害が起こるおそれのある場合に、気象業務法

に基づき、熊本地方気象台が一般及び関係機関に対して、注意を喚起するための予報をいう。 

    警報とは、県内いずれかの地域において、重大な災害が起こるおそれのある場合に、気象業

務法に基づき、熊本地方気象台が一般及び関係機関に対して、警戒を喚起するために行う予報

をいう。 

    特別警報とは、県内のいずれかの地域において、警報の発表基準をはるかに超え、数十年に

一度の現象が予想され重大な災害が起こるおそれが著しく大きい場合に、気象業務法に基づき、

熊本地方気象台が一般及び関係機関に対して最大限の警戒を喚起するために行う予報をいう。 

    水俣市が対象となる区域は以下のとおり。 

 一次細分区域 市町村等をまとめた区域 市町村等 

熊本県 天草・芦北地方 芦北地方 水俣市 
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【熊本地方気象台が発表する注意報、警報及び特別警報の種類及び発表基準】 

種      類 発  表  基  準 

注 
 
 
 
 
 

意 
 
 
 
 
 

報 

大 雨 

大雨によって災害が起こるおそれがあると予想される場合 

具体的には、表面雨量指数基準が１４、土壌雨量指数基準１１８に

なると予想される場合 

洪 水 

洪水によって災害が起こるおそれがあると予想される場合 

具体的には、流域雨量指数基準が、水俣川流域で２１．３以上、湯

出川下流流域で１５．６、久木野川流域で１３．４以上になると予

想される場合 

また、水俣川流域で表面雨量指数１１かつ流域雨量指数１３．７、

久木野川流域で表面雨量指数１１かつ流域雨量指数１３．４以上に

なると予想される場合 

強 風 

強風によって災害が起こるおそれがあると予想される場合 

具体的には、陸上及び海上の平均風速が１０ｍ/s以上になると予想

される場合 

濃 霧 

濃霧によって交通機関等に著しい支障があると予想される場合 

具体的には、濃霧によって視程が陸上で１００ｍ以下、海上で５０

０ｍ以下になると予想される場合            

雷 落雷等によって被害が予想される場合 

乾 燥 

空気が乾燥し、火災の危険が大きいと予想される場合 

具体的には、実効湿度が６５％以下で、最小湿度が４０％以下にな

ると予想される場合 

風 雪 

風雪によって災害が起こるおそれがあると予想される場合 

具体的には、雪を伴い平均風速が１０ｍ/s 以上になると予想される

場合 

大 雪 

大雪によって災害が起こるおそれがあると予想される場合 

具体的には、１２時間の降雪の深さが、平地で３ｃｍ、山地で５ｃ

ｍ以上になると予想される場合 

霜 

早霜、晩霜等によって農作物に著しい被害が予想される場合 

具体的には１１月２０日までの早霜、３月２０日以降の晩霜で最低

気温が３℃以下になると予想される場合 
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注 
 

意 
 

報 

低 温 

低温によって農作物、水道管、道路等に凍結等の著しい被害が起こ

るおそれがあると予想される場合  

具体的には、 

冬季：平地で最低気温が－５℃以下になると予想される場合 

夏季：平年より平均気温が４℃以上低い日が３日続いた後さらに２

日以上続くと予想される場合 

着氷・着雪 大雪注意報、大雪警報の条件下で気温が－２℃から＋２℃の場合 

高 潮 

台風等による海面の異常上昇によって、災害が起こるおそれがある

と予想される場合 

具体的には、潮位が平均海面上２．０ｍ以上になると予想される場

合 

波 浪 

波浪、うねり等によって、災害が起こるおそれがあると予想される

場合 

具体的には有義波高が熊本、芦北地方で１．５ｍ以上になると予想

される場合 

なだれ 

なだれが発生して災害が起こるおそれがあると予想される場合 

具体的には、積雪の深さ１００ｃｍ以上で、気温３℃以上の好天、

低気圧等による降雨、降雪の深さが３０ｃｍ以上のいずれかが予想

される場合 

警 
 
 
 

報 

大 雨 

大雨によって重大な災害が起こるおそれがあると予想される場合 

具体的には、表面雨量指数基準が３５以上（浸水害）、土壌雨量指

数基準が１７２（土砂災害）になると予想される場合 

洪 水 

洪水によって重大な災害が起こるおそれがあると予想される場合 

具体的には、流域雨量指数基準が、水俣川流域で２６．７以上、湯

出川下流流域で１９．６、久木野川流域で１６．８以上になると予

想される場合 

また、水俣川流域で表面雨量指数１１かつ流域雨量指数２４、久木

野川流域で表面雨量指数１１かつ流域雨量指数１５．１以上になる

と予想される場合 

暴 風 
暴風によって重大な災害が起こるおそれがあると予想される場合 

具体的には、平均風速２０ｍ/s 以上になると予想される場合 

大 雪 

大雪によって重大な災害が起こるおそれがあると予想される場合 

具体的には、１２時間の降雪の深さが平地で１０ｃｍ以上、山地で

２０ｃｍ以上になると予想される場合 
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暴風雪 

暴風雪によって重大な災害が起こるおそれがあると予想される場

合 

具体的には、雪を伴い、平均風速が２０ｍ/s以上になると予想され

る場合 

高 潮 

台風等による海面の異常上昇によって重大な被害が起こるおそれ

があると予想される場合 

具体的には、潮位が平均海面上２．４ｍ以上になると予想される場

合 

波 浪 

風浪、うねり等によって重大な災害が起こるおそれがあると予想さ

れる場合 

具体的には、有義波高が、熊本、芦北地方で２．５ｍ以上になると

予想される場合 

特 

 

別 

 

警 

 

報 

大雨特別警報 

台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が予想さ

れ、又は数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により大

雨になると予想される場合 

大雪特別警報 数十年に一度の降雪量となる大雪が予想される場合 

暴風特別警報 
数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により暴風が吹

くと予想される場合 

暴風雪特別警報 
数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により雷を伴う

暴風が吹くと予想される場合 

波浪特別警報 
数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により高波にな

ると予想される場合 

高潮特別警報 
数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により高潮にな

ると予想される場合 

   ※ 特別警報の発表に当たっては、降水量、積雪量、台風の中心気圧、最大風速等について、過

去の災害事例に照らして算出した客観的指標で判断される。 

（２）気象情報 

気象情報は、気象業務法に基づき、観測の成果の発表や予報事項に関する情報を一般及び関

係機関に対し、円滑な防災活動ができるように支援するもので、その情報は、次のとおりであ

る。 

① 気象情報（予告的情報） 

災害に結びつくような顕著な状況が予想される２４時間から３日前にかけて発表される

気象等の注意報、警報及び特別警報の発表に先立って現象を予告し、注意を呼びかけるた

めの情報 
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    ② 気象情報（補完的内容） 

顕著な現象が切迫している場合又は発現して気象等の注意報、警報及び特別警報を行っ

ている場合等に、気象等の注意報、警報及び特別警報を補完するための情報。実況の経過

や見通しなどが図や文により適時発表される。 

③ 『記録的短時間大雨情報』 

大雨情報を発表中に、数年に一度しか起こらないような短時間の激しい雨に関する情報、

熊本県においては、１時間雨量が１１０ミリ以上を観測又は解析した場合に、さらに強く

警戒を呼びかけるために発表する情報 

④ 『土砂災害警戒情報』 

土砂災害警戒情報とは、熊本県と熊本地方気象台が共同で発表する情報で、大雨警報（土

砂災害）発表中に、大雨による土砂災害発生の危険度が更に高まった時、市長が避難勧告

等を発表する際の判断や住民の自主避難の参考となるよう市町村毎に分割して発表する情

報 

（３）緊急地震速報（警戒） 

     気象庁は、震度５弱以上の揺れが予想された場合に、震度４以上が予想される地域に対し、 

緊急地震速報（警報）を発表する。日本放送協会（ＮＨＫ）は、テレビ及びラジオを通じて住

民に情報を提供する。 

なお、震度６弱以上の揺れを予想した緊急地震速報（警報）は、特別警報（地震動特別警報）

に位置づけられる。 

（４）津波注意報、津波警報及び大津波警報 

気象庁は、地震が発生した時は地震の規模や位置を即時に推定し、これらを基に沿岸で予想

される津波の高さを求め、津波による災害の発生が予想される場合には、地震が発生してから

約３分を目標に、大津波警報、津波警報又は津波注意報（以下これらを「津波警報等」という。）

を発表する。 

津波警報等とともに発表する予想される津波の高さは、通常は数値で発表する。ただし、地

震の規模（マグニチュード）が８を超えるような巨大地震は、地震の規模を数分内に精度よく

推定することが困難であることから、推定した地震の規模が過小に見積られているおそれがあ

る場合は、予想される津波の高さを定性的表現で発表する。予想される津波の高さを定性的表

現で発表した場合は、地震発生からおよそ１５分程度で求められる地震規模（モーメントマグ

ニチュード）を基に、予想される津波の高さを数値で示した更新情報を発表する。 

なお、大津波警報については、津波特別警報に位置づけられる。 
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種類 津波予報基準 

発表される津波の高さ 

数値での発表 

（津波の高さ予想の区分） 
巨大地震の場合の発表 

津波注意報 ２０ｃｍ以上１ｍ未満 
１ｍ 

(0.2ｍ≦予想高さ≦1ｍ) 
（表記しない） 

津波警報 １ｍ以上３ｍ未満 
３ｍ 

(1ｍ＜予想高さ≦3ｍ) 
高い 

大津波警報 

（津波特別警報） 
３ｍ以上 

５ｍ 

(3ｍ＜予想高さ≦5ｍ) 

巨大 
１０ｍ 

(5ｍ＜予想高さ≦10ｍ 

１０ｍ超 

(10ｍ＜予想高さ) 

注１）津波による災害のおそれがなくなったと認められる場合、「津波警報解除」又は｢津波

警報注意報解除｣として速やかに通知する。 

注２）｢津波の高さ｣とは、津波によって高くなった時点における潮位と、その時点に津波が

なかった場合の潮位との差であり、津波によって潮位が上昇した高さをいう。 

① 津波警報等の留意事項等 

・沿岸に近い海域で大きな地震が発生した場合、津波警報等の発表が津波の襲来に間に合

わない場合がある。 

・津波警報等は、最新の地震・津波データの解析結果に基づき内容を更新する場合がある。 

・津波による災害のおそれがなくなったと認められる場合、津波警報等の解除を行う。 

このうち、津波の観測状況等により、津波がさらに高くなる可能性は小さいと判断した

場合には、津波の高さが津波注意報の発表基準未満となる前に、海面変動が継続するこ

とや留意事項を付して解除を行う場合がある。 

② 津波予報海域区分図  
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（５）地震及び津波情報  

① 地震及び津波に関する情報 

地震及び津波に関する情報とは、地震や津波が発生した場合に気象業務法の定めにより、

気象庁が、防災対策上必要と認めるときに一般及び関係機関に対して発表する情報をいい、

その種類は次のとおりとする。 

情報の種類 発表内容 

震度速報 震度３以上を観測した地域名（全国を約１８８に区分、水

俣市は、「熊本県天草・芦北」に区分される）と震度、地

震の発生時刻を発表 

震源に関する情報 地震の発生場所（震源）やその規模（ﾏｸﾞﾆﾁｭ-ﾄﾞ）に「津波

の心配なし」、又は「若干の海面変動があるかもしれない

が被害の心配はなし」を付加して発表 

震源・震度に関する情報 地震の発生場所（震源）やその規模（ﾏｸﾞﾆﾁｭ-ﾄﾞ）、震度３

以上の地域名と市町村名を発表 

なお、震度５弱以上と考えられる地域で、震度を入手して

いない地点がある場合には、その市町村名を発表 

各地の震度に関する情報 震度１以上を観測した地点のほか、地震の発生場所（震源）

やその規模（ﾏｸﾞﾆﾁｭ-ﾄﾞ）を発表 

その他の情報 地震が多発した場合の震度１以上を観測した地震回数情

報や顕著な地震の震源要素更新のお知らせなどを発表 

② 津波に関する情報 

情報の種類 発表内容 

津波到達予想時刻・予想

される津波の高さに関す

る情報 

各津波予報区の津波の到達予測時刻や予想される津波の

高さをメートル単位で発表 

各地の満潮時刻・津波の

到達時刻に関する情報 

主な地点の満潮時刻・津波の到達予想時刻を発表 

 

津波観測に関する情報 実際に津波を観測した場合に、その時刻や高さを発表 

 

津波に関するその他の情

報 

津波に関するその他必要な事項を発表 

津波予報（津波の心配がない場合を除く）を含めて発表 

（６）水防警報（水防法第１６条） 

    水防警報とは、水防法に基づき河川管理者が発表するもので、水防団待機水位、氾濫注意水

位、避難判断水位、氾濫危険水位等に到達した際に、水位の上昇の見通しにあわせて、発表さ

れる。 
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（７）火災気象通報 

火災気象通報とは、消防法に基づいて熊本地方気象台が、気象の状況が火災の予防上危険で

あると認めるときに、その状況を直ちに知事に通報するものである。知事はこの通報を受けた

ときは、直ちにこれを市町村長に通報しなければならない。 

火災気象通報を行う場合の基準は、実効湿度６５％以下又は最低湿度が４０％以下で、熊本の

最大風速が７ｍを越える見込みのとき。 

２ 予警報の伝達系統 

（１）気象等の注意報、警報及び特別警報は、次の系統図により迅速に伝達し、一般に周知させる

ものとする。ただし、注意報については、関係機関が注意報の種類又は時期により、下部機関

に伝達を必要としないと認めるものについては、この限りではない。 

    ① 気象等の注意報、警報及び特別警報(津波警報等を除く) の伝達系統は、【表４－１】の

とおりとする。 

② 津波警報等の伝達系統は、【表４－２】のとおりとする。 

③ 火災気象通報及び火災警報の伝達系統は、【表４－３】のとおりとする。 

④ 地震・津波に関する情報の伝達系統は、【表４－４】のとおりとする。 

３ 予警報の取り扱い 

（１）市における取り扱い 

    ① 気象情報の収集 

      ア 気象業務法に基づく熊本地方気象台が発表する気象情報については、勤務時間中に

おいては、危機管理防災課において収集しなければならない。 

      イ ア以外の時間においては、宿日直者が収集するものとする。 

      ウ 消防本部は、関係機関等との連携により、気象情報の収集に努めるものとする。 

      エ 注意警戒体制、第１号配備体制、災害警戒本部体制においては、総務班が気象情報

の収集に当たるものとする。 

    ② 気象等の注意報、警報及び特別警報の伝達及び通報 

勤務時間中に、伝達を受けた気象等の注意報、警報及び特別警報については、総務企画

部長又は危機管理防災課長が受領し、伝達された気象等の注意報、警報及び特別警報によ

りとるべき措置として指示された事項について、職員及び住民に対し、伝達及び通報を行

うものとする。 

勤務時間外に、気象等の注意報、警報及び特別警報を受領した宿日直者または職員は、

直ちに総務企画部長又は危機管理防災課長に報告するとともに、その指示を受け、あらか

じめ決められた関係職員に連絡を行うものとする。 

関係職員は、指示事項を迅速に伝達するため、周知方法の確認や市防災行政無線の操作

方法等について、事前に確認を行うものとする。 

なお、特別警報については、市長、災害対策本部員及び全職員へ情報を伝達するととも

に、あらゆる情報伝達手段を用いて市民へ伝達を行うものとする。 



第３章 災害応急対策計画 

 

 - 81 - 

     ア 住民への周知方法 

・市防災行政無線及び戸別受信機 

・自主防災組織連絡責任者への連絡 

・広報車（市広報車及び消防車両） 

・電話、携帯無線及び戸別に呼びかけ 

・サイレン又はチャイム 

・熊本県防災情報メールサービス 

・エリアメール（NTTdocomo）、緊急速報メール（au,SoftBank）、防災速報アプリ（Yahoo!） 

・市ホームページ 

・市ホームページ携帯モバイルサイト 

・Ｌアラート 

・市公式ライン 

      イ 関係機関への周知方法 

・市防災行政無線 

・電話 

・伝令 

・ＦＡＸ 

      ウ 庁内における措置 

・庁内放送及びｄｅｓｋｎｅｔ’ｓ（庁内ＬＡＮ） 

・熊本県防災情報メールサービス 

・出先機関については、市防災行政無線又は電話 

・出先機関の受領伝達の責任者は、各施設長とする。 

    ③ 市長は、予警報伝達責任者を定め、気象等の注意報、警報等の伝達を迅速に行うものと 

する。 

ア 予警報伝達責任者は、危機管理防災課長とする。 

イ 危機管理防災課長不在の場合は、危機管理防災課防災対策係とする。 

    ④ 市長、危機管理防災課長及び危機管理防災課防災対策係は、熊本地方気象台から特別警

報が通報されたときは、必要に応じて、熊本地方気象台等に対し、電話等で通報の内容や

最新の気象関係情報について確認を行うものとする。 

４ 異常現象発見時における措置 

 （１）住民に対し、災害が発生するおそれがある異常な気象等を発見した場合は、市役所、消防本

部又は警察署に通報するよう周知するものとする。 

（２）定義 

    ここにいう異常現象とは、県地域防災計画に掲げる自然現象をいう。 
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気象に関する

事    項 
著しく異常な気象状況 強い竜巻、強い降ひょう等 

地象に関する

事    項 

火山関係 

噴火現象 噴火及び爆発による降灰砂等 

噴火以外の

火山性異常

現象 

火山が原因と考えられる地震等 

火山が原因と考えられる地割れ、山崩れ等

地表の変化 

地震関係 群発地震 数日間に渡り頻発する有感地震 

土砂災害 

関係 
土石流等 

・山鳴りや異常な音がする。 

・雨が降っているのに川の水が急に減る。 

・地面にひび割れができる。 

・がけから小石が落ちてくる。 

・がけから水が湧き出してくる。 

水象に関する

事    項 

河川関係 浸水等 水路の溢れ、堤防の亀裂等 

潮位及び波浪 － 異常な潮位及び異常な波浪 

（３）異常現象を発見した場合における通報は、次により、迅速に通報するよう周知を図るものと

する。 

① 系統 

 

 

 

 

 

                        

 

 

 

 

 

（４）市長は、異常現象発見の通報を受けたときは、直ちに関係機関に連絡し、必要な措置を講じ

るとともに消防本部等を通じ住民に周知させるものとする。 

 

 

 

 

 

 

発見者 

消防本部 

警察署 

水俣市 

熊本地方気象台 

災害に関係することが予測される近隣市町 

芦北地域振興局 

    総務部 

    土木部 

県庁 危機管理防災課 

   河川課 

   土木部 

   砂防課 
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【表４－１】注意報、警報及び特別警報(津波警報等を除く) 伝達系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

熊本地方気象台 

放送機関 
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避難支援等関係者 
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消
防
本
部 
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【表４－２】津波警報等伝達系統 
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【表４－３】火災気象通報及び火災警報伝達系統 
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住         民 

一
斉
指
令 

水 

俣 

警 

察 

署 
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【表４－４】地震・津波に関する情報伝達系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

熊本地方気象台 

放送機関 

ＮＨＫ 

ＴＫＵ 

ＲＫＫ 

ＫＫＴ 

ＫＡＢ 

県危機管理防災課 

 

県
警
察
本
部 

芦
北
地
域
振
興
局 

水
俣
警
察
署 

水 俣 市 

総務企画部危機管理防災課 

住   民 

関
係
機
関 

ウ
ェ
ザ
ー
ニ
ュ
ー
ズ 

消
防
本
部 

気象庁 
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第５節 災害通信計画（危機管理防災課、関係各課） 

 

 災害が発生するおそれがある場合又は災害が発生した場合における災害予警報の伝達、被害状況等

の情報収集、その他応急措置等についての通信施設利用は、次により行うものとする。 

 

１ 災害予警報の伝達に関する利用施設 

（１）加入電話 

（２）県防災行政無線 

（３）市防災行政無線 

（４）防災専用パソコン 

（５）各報道機関 

（６）各協力団体 

２ 被害状況等の収集 

（１）各地区における被害状況について、現地から市又は市災害対策本部への報告は、加入電話又

は市防災行政無線（移動系無線機）によるものとする。 

（２）市長から、芦北地域振興局、その他の県の出先機関への報告は、県防災行政無線、加入電話

又は電報によるものとする。 

（３）通信網が混乱した場合は、日本赤十字社熊本無線救護隊の協力を得て行う。 

３ 前記以外の通信設備の利用 

（１）前記１、２による通信設備の利用が不能になった場合は、次の専用電話、無線機等を利用す

るものとする。 

① 警察通信設備 

    ② 鉄道関係通信設備 

    ③ 電力会社関係通信設備 

    ④ 国土交通省関係通信設備 

    ⑤ 個人所有の無線通信設備 

４ 全ての通信設備が途絶した場合の措置 

使者をもって対応する。 

 

 

＊市防災行政無線用自動応答装置 

（無線操作時に録音） 

℡ ６２－６２２２ 
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第６節 情報収集及び被害報告取扱計画（危機管理防災課、関係各課） 

 

 災害対策基本法及び他の法令の規定に基づく災害情報収集、一般被害状況報告及び部門別被害状況

報告（以下｢被害報告｣という。）の取扱いについては、次のとおりとする。 

 

１ 定義 

この取扱要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

（１）災害とは、暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波、その他の異常な自然現象、大規模

な火事若しくは爆発、大規模な事故等の原因により生ずる被害をいう。 

（２）被害の判定基準は次のとおりとする。 

区     分 判 断 基 準 及 び 用 語 の 説 明 

人 

 

的 

 

被 

 

害 

死 者 
当該災害が原因で死亡し、死体を確認した者又は死体を確認できないが死亡した

ことが確実な者 

行方不明 当該災害が原因で所在不明となり、かつ、死亡の疑いがある者。 

重 傷 
災害のために負傷し、医師の治療を受け、又は受ける必要がある者のうち、１ヶ

月以上治療を要する見込みがある者 

軽 傷 

災害のために負傷し、医師の治療を受け、又は受ける必要がある者のうち、１ヶ

月未満で治療できる見込みがある者 

住 

 

家 

 

の 

 

被 

 

害 

住 家 現実に居住のため使用している建物をいい、社会通念上の住家を問わない。 

戸 数 
独立して家庭生活を営むことができるように建築された建物又は完全に区画さ

れた建物の一部を戸の単位とする。 

世 帯 
生計を一にしている実際の生活単位をいう。例えば、同一家屋内の親子夫婦であ

っても生活の実態が別々であれば２世帯となる。 

住家全壊 

（全焼・全流

出） 

※被害認定

区分「全壊」 

住家がその住居のための基本的機能を喪失したもの、すなわち住家全部が倒壊、

流失、埋没、焼失したもの、又は住家の損壊が甚だしく、補修により元通りに再使

用することが困難なもので、具体的には住家の損壊、焼失若しくは流出した部分の

床面積がその住家の延床面積の７０％以上に達した程度のもの、または住家の主要

な構成要素に経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合

が５０％以上に達した程度のもの。住家被害認定調査時は、「全壊」で判定する。

（平成 13年 8月 28 日府政防第 518 号災害の被害認定について参照） 

住家半壊 

（半焼） 

※被害認定

区分 

「大規模半

壊」 

「中規模半

壊」 

「半壊」 

住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち住家の倒壊が甚だ

しいが、補修すれば元通りに使用できる程度のもので、具体的には、損壊部分がそ

の住家の延床面積の２０％以上７０％未満のもの、又は住家の主要な構成要素の経

済的被害を住家全体の延床面積に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が２

０％以上５０％未満のものとする。また、被害認定基準では「住家半壊」の基準の

うち、大規模半壊、中規模半壊を除いた、損懐割合が延べ床面積２０％以上３０％

未満のものまたは、損害割合が２０％以上３０％未満のものを「半壊」として認定

する。 

（平成 13年 8月 28 日府政防第 518 号災害の被害認定について参照） 



第３章 災害応急対策計画 

 

 - 89 - 

 

区    分 判 断 基 準 及 び 用 語 の 説 明 

住 

 

家 

 

の 

 

被 

 

害 

大規模半壊 

※被害認定

区分 

「大規模半

壊」 

居住する住宅が半壊し、基礎、基礎ぐい、壁、柱等であって耐力構造上主要な部

分として政令で定めるものの補修を含む大規模な補修を行わなければ当該住宅に

居住することが困難であると認められる世帯で、具体的には、被害認定基準による

「住家半壊」の基準のうち、損壊部分が延べ床面積の５０％以上７０％未満または、

損害割合が４０％以上５０％未満を「大規模半壊」として認定する。 

（平成 22年 9月 3 日府政防第 608 号被災者生活再建支援法施行令の一部を改正

する政令の施行について参照） 

中規模半壊 

※被害認定

区分 

「中規模半

壊」 

居住する住宅が半壊し、居室の壁、床又は天井のいずれかの室内に面する部分の

過半の補修を当該住宅に室内に面する部分の過半の補修を含む相当規模の補修を

行わなければ当該住宅に居住することが困難であると認められる世帯で、具体的に

は被害認定基準による「住家半壊」の基準のうち、損壊部分が延べ床面積３０％以

上５０％未満または３０％以上４０％未満を「中規模半壊」として判定する。 

（令和2年12月4日府政防1746号 被災者生活再建支援法施行令の一部を改正

する法律の施行について参照） 

準半壊 

※被害認定

区分 

「準半壊」 

住家が半壊又は、半壊に準ずる程度に被害を受けたもので、具体的には損壊部分

が延べ床面積の１０％以上２０％未満または、損害割合が１０％以上 ２０％未満

を「準半壊」として認定する。 

（内閣府「災害救助事務取扱要領」令和 2年 5月 参照） 

準半壊に至

らない（一部

損壊） 

※被害認定

区分 

「準半壊に

至らない（一

部損壊）」 

 

被害が準半壊に至らないもの。 

床上浸水 
住家の床以上に浸水したもの及び全壊あるいは半壊には該当しないが、土砂、木

材等の堆積のため一時的に居住することができないもの 

床下浸水 住家の床上浸水に至らないもの 

一部破損 

全壊（全焼、流失、埋没を含む）、半壊（半焼、流失、埋没を含む）、床上浸水及

び床下浸水に該当しないもので、建物の一部が破損したものとするが、窓ガラス等

が数枚破損した程度の軽微な被害は除く。 

非

住

家

の

被

害 

公共建物 

例えば、市役所庁舎、公立保育所、公民館等の公用又は公共用に供する建物で、

全壊又は半壊したもの 

その他 
公共建物以外の倉庫、土蔵、車庫等の建物で全壊又は半壊したもの 
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区     分 判 断 基 準 及 び 用 語 の 説 明 

り

災

者

等 

り災世帯 

災害により全壊、大規模半壊、半壊、一部損壊、床上浸水又は床下浸水の被害を

受け、通常の生活を維持できなくなった生計を一にしている世帯。例えば、寄宿舎、

下宿及びその他これに類する施設に宿泊する者で、共同生活を営んでいる者につい

てはこれを一世帯として扱うものとする。ただし、同一家屋の親子夫婦であっても、

生活が別々であれば分けて扱うものとする。 

り災者 り災世帯の構成員 

文

教

施

設

等 

公立学校 

施設 

地方公共団体の設置する幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特

別支援学校、大学及び高等専門学校の使用施設（共同利用施設を含む。）のうち、

建物、工作物、土地又は設備に被害を受けた施設 

社会教育 

施設 

 学校の教育課程として行われる教育活動を除く主として青少年及び成人に対し

て行われる組織的な教育活動（体育及びレクリエーションの活動を含む。）を行う

ための施設であって、公民館、図書館、博物館、スポーツ施設、文化施設、青年の

家及びその他の必要な施設 

文化財 
 文化財保護法第２条に定める文化財のうち、有形文化財、民俗文化財、記念物及

び伝統的建造物群 

 

農 

 

林 

 

水 

 

産 

 

業 

 

施 

 

設 

田の流失 

埋没 

田の耕土、畦畔が流失したもの、又は砂利等のたい積のため、耕作が不能になっ

たもの 

他の冠水  作物の上部先端が見えないほど、水中に没したもの 

畑の流失・埋

没及び畑の

冠水 

田の例に準じて取扱う。 

 

 

 

農業用施設 

農地の利用又は保全上必要な公共的施設で次のものとする。 

1.かんがい排水施設 

 2.農業用道路 

 3.農地又は農作物の災害を防止するため必要な施設 

林業用施設 

 隣地の利用又は保全上必要な公共的施設で次のものとする。 

 1.林地荒廃防止施設（地方公共団体又はその機関の維持管理に属するものを除

く。） 

 2.林道 

漁業用施設 

 漁場の利用又は保全上必要な公共的施設で次のものとする。 

 1.沿岸漁場整備開発施設 

 2.漁港施設 
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区     分 判 断 基 準 及 び 用 語 の 説 明 

 
共同利用 

施設 

 農業協同組合、農業協同組合連合会、森林組合、生産森林組合、森林組合連合会、

水産業協同組合及び同連合会の所有する倉庫、加工施設、協同作業場並びにその他

の農林水産業の共同利用に供する施設 

公 

 

共 

 

土 

 

木 

 

施 

 

設 

河川 

 河川法が適用さる河川及び準用される河川又はこれらのものの維持管理上必要

な堤防、護岸、水制、床止、その他の施設及び沿岸を保全するために防護すること

を必要とする河岸 

海岸 
 国土を保全するために防護することを必要とする海岸又はこれに設置する堤防、

護岸、突堤及びその他海岸を防護するための施設  

砂防 
砂防法第１条に規定する砂防設備及び同法第３条の規定によって同法が準用され

る砂防のための施設  

林地荒廃 

防止施設 

山林砂防施設（立木を除く。）及び海岸砂防施設（防潮堤を含み、立木を除く。） 

地すべり 

防止施設 

地すべり等防止法第２条第３項に規定する地すべり防止施設  

急傾斜地崩

壊防止施設 

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第２条第２項に規定する急傾斜地

崩壊防止施設  

道路 道路法第２条第１項に規定する道路のうち、橋りょうを除いたもの 

橋りょう 道路と連結するために河川、運河等の上に架設された橋  

港湾 
港湾法第２条第５項に規定する水域施設、外かく施設、けい溜施設又は港湾の利用

及び管理上重要な臨港交通施設  

漁港 

漁港漁場整備法第２条第３号に規定する基本施設及び漁港の利用及び管理上重要

な輸送施設  

下水道 

施設 

下水道法第２条第３号に規定する公共下水道、同条第４号に規定する流域下水道及

び同条第５号に規定する都市下水路  

集落排水 

施設 

農業集落排水施設、漁業集落排水施設及び林業集落排水施設 

衛

生

施

設 

 

 

医療施設 病院、診療所及び助産所  

その他 

各種医療関係者養成機関、衛生検査所、歯科技工所、施術所、保健センター、火葬

場、と畜場等  
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区     分 判 断 基 準 及 び 用 語 の 説 明 

環

境

施

設 

水道施設 
人の飲用に適する水として供給する施設であって、水道のための取水施設、貯水施

設、導水施設、浄水施設、送水施設及び配水施設  

水質特定 

施設 

排水施設 

対象事業場 

水質汚濁防止法第２条第２項に規定する特定施設、熊本県生活環境の保全に関する

条例第28条第２号に規定する排水施設及び熊本県地下水保全条例第７条第２号に

規定する対象事業場で、災害によって人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるお

それがあるもの  

廃棄物処理

施設 

ごみ処理、し尿処理施設及び産業廃棄物処理施設  

社

会

福

祉

施

設 

老人福祉 

施設 

養護老人ホーム、軽費老人ホーム、老人福祉センター及び生活支援ハウス（高齢者

生活福祉センター） 

児童福祉 

施設 

助産施設、乳児院、母子生活支援施設、保育所、児童厚生施設、児童養護施設、知

的障害児施設、知的障害児通園施設、盲ろうあ児施設、肢体不自由児施設、重症心

身障害児施設、情緒障害児短期治療施設、児童自立支援施設及び児童家庭支援セン

ター 

心身障害者

福祉施設 

肢体不自由者更正施設、身体障害者療護施設、身体障害者福祉ホーム、身体障害者

授産施設、身体障害者福祉工場、補装具製作施設、点字図書館、聴覚障害者情報提

供施設、身体障害者福祉センター、知的障害者更正施設、知的障害者授産施設、知

的障害者通勤寮及び障害者支援施設 

 

介護保険施

設 

介護保険法に規定する介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）、介護老人保健施

設及び介護療養型医療施設 

都

市

施

設 

公園等 
都市計画法第１１条第１項第２号に規定する公園、緑地、広場、墓園、その他の施

設 

その他 
街路、都市排水施設、防空壕、推積土砂排除事業等の要件を具備したもの 

公営住宅 
公営住宅法により、地方公共団体が国の補助を受けて建設し、その住民に賃貸する

ための住宅及びその付帯施設 

農

業

関

係

被

害 

農作物等 米、麦、雑こく類、野菜、果樹、工芸作物、飼料作物、花卉、桑、茶等 

樹体 果樹、茶樹、桑樹等の樹体 

家畜等 牛、馬、豚、鶏等の家畜及び畜産物 

在庫品 

農業協同組合及び農業協同組合連合会が所有又は管理する物（生産資材、食料品、

消費生活物資等） 
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区     分 判 断 基 準 及 び 用 語 の 説 明 

 
非共同利用

施設 

個人所有の倉庫、畜舎、ビニールハウス等の農業用施設 

林

業

関

係

被

害 

山地崩壊 土砂の崩落又は地すべりにより山地が崩壊したもの 

造林地等 人工造林地における造林木及び天然木（利用伐期齢級未満のもの） 

林産施設 
木材倉庫、貯木場、集運材施設、炭がま、木炭倉庫、しいたけ育成施設、特殊林産

物倉庫、しいたけほだ木等 

苗畑等 幼苗、山行苗の苗木及び苗畑やその付属施設 

林産物 立木（利用伐期齢級以上のもの）、素材、製材、竹材、たけのこ、しいたけ等 

在庫品 
森林組合、森林組合連合組合会及び木・製材業者の所有又は管理する物（木材、薪

炭、特殊林産物） 

水

産

業

関

係

被

害 

水産物 漁獲物、養殖物、加工品等。 

漁船 

漁業に従事する船舶、漁場から漁獲物等を運搬する船舶、漁業に関する試験、調査、

指導若しくは練習に従事する船舶又は漁業の取締に従事する船舶であって漁ろう

設備を有するもの 

漁具 大型定置網、小型定置網、さし網、はえなわ、たこつぼ、えり、やな等 

養殖施設 のり、かき、真珠、ほたて貝、はまち、たい等の魚介類の養殖施設 

漁場 漁業法第６条に規定する漁業権の設定されている漁場 

在庫品 漁業協同組合の所有又は管理する物 

商

工

業

関

係

被

害 

商業 商品を売って利益を得ることを目的とする事業であって卸業、小売業、仲立ち業等 

工業 
原料を加工して有用物とする事業 

 

観光施設 
観光旅行者の利用に供される施設であって、宿泊施設及びその附属施設、遊園地、

動物園、スキー場及びその他の遊戯、観賞又は運動のための施設 

船舶 

(漁船を除

く) 

ろかいのみをもって運動する舟以外の舟で船体が没し、航行不能になったもの及び

流失し、所在が不明になったもの並びに修理しなければ航行できない程度の被害を

受けたもの 

火災発生 地震又は火山噴火の場合のみに発生した火災  

そ

の

他

の

被

害 

鉄道不通 汽車、電車等の運行が不能となった程度の被害を受けたもの  

交通止め 冠水、崩土等により交通止めとなった道路  

がけ崩れ 

道路、人家又はその他の施設に影響を及ぼす山崩れ、土石流、地すべり及びがけ崩

れとし、農林水産業施設、公共土木施設、農業関係被害及び林業関係被害欄に掲上

したものを除いたもの  

電話 災害により通信不能となった電話の回線数  
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区     分 判 断 基 準 及 び 用 語 の 説 明 

そ

の

他

の

被

害 

電気 災害により停電した戸数のうち最も多く停電した時点における戸数 

ガス 
一般ガス事業又は簡易ガス事業（主にＬＰガス）で供給停止となっている戸数のう

ち最も多く供給停止となった時点における戸数  

水道 
上水道又は簡易水道で断水している戸数のうち最も多く断水した時点における戸

数  

ブロック塀

等 

倒壊したブロック塀又は石塀の箇所数  

（注） 

① 住家被害戸数については、「独立して家庭生活を営むことができるように建築された建物又

は完全に区画された建物の一部」を戸の単位として算出するものとする。 

② 損壊とは、住家が災害により損傷、劣化、傾斜等何らかの変化を生じることにより、補修

しなければ元の機能を復元し得ない状況に至ったものをいう。 

③ 主要な構成要素とは、住家の構成要素のうち造作を除いたものであって、住家の一部とし

て固定された設備を含む。 

２ 被害情報収集及び報告要領 

市長は、管内の被害情報等を収集し、県その他関係機関に通報又は報告を行うものとする。 

なお、県への報告は芦北地域振興局総務部総務振興課を経由して行い、県からの指示は芦北地域

振興局を経由して市に伝達されるものとする。 

県に報告することができない場合は、直接国に対して行うものとし、通信が回復次第速やかに県

に報告するものとする。 

また、地震が発生し、水俣市において震度４以上を記録した場合は、県を通じて消防庁に報告す

るものとする。（平成２４年５月３１日付け消防応第１１１号による） 

（１）市（災害対策本部設置後を含む）の情報収集及び報告要領 

    ① 市長は、防災行政無線、消防無線等を活用し、住民、自治会、自主防災組織、事業所等

からの情報を基に、被害状況や孤立する地域の情報等の早期把握に努め、必要に応じて、

調査対策班等を現地へ派遣し、被害状況の把握を行う。 

    ② 災害対策（警戒）本部は、調査に必要な人員の確保を行い、情報に応じた現地調査を命

じる。 

第１号配備体制、第２号配備体制及び第３号配備体制についた職員のうち、当番課長か

ら、現地調査を命じられた者は、速やかに災害現場を確認するとともに、特に人命の危険

に係る情報を優先し、迅速に当番課長に報告するものとする。 

      災害及び被害の情報収集等に従事する者の安全確保については特に留意し、平時から安

全確保の方法等について検討及び対策を進めるものとする。 
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    ③ 報告の時期は、基本的に１時間ごとに行うものとし、新たな災害情報、重要な情報等は、

その都度報告するものとする。 

    ④ 担当課長及び班長は、本章「第２節 災害対策本部等」の災害対策本部組織図を基に、

上位命令権者及び災害対策本部に報告するものとする。 

    ⑤ 災害情報及び被害状況は、別に定める様式で報告するものとする。（様式第１号） 

（２）収集すべき災害情報の内容 

    ① 人的被害状況（死傷者数、行方不明者数、生き埋めの可能性がある救出現場の数等） 

    ② 住家被害状況（全壊、半壊、床上浸水等） 

    ③ 津波及び高潮被害状況（人的被害状況、住家の被害状況） 

      ※ 水害による②③の被害については、水が引いたあとの調査となることがほとんどで 

       あるため、通報家屋のみではなく周辺の家屋への聞き込みを行い、浸水がどこまで及 

んだのかを調査する必要がある。 

    ④ 土砂災害状況（人的、住家、公共施設被害を伴うもの） 

    ⑤ 出火状況又は出火件数 

    ⑥ 二次災害危険箇所（土砂災害危険箇所、高圧ガス漏えい事故等） 

    ⑦ 輸送関連施設被害状況（道路、港湾、漁港等） 

    ⑧ ライフライン施設の被害（電気、電話、ガス、水道、下水道） 

    ⑨ 避難状況、避難所開設状況 

    ⑩ 孤立地域の発生状況 

    ⑪ その他市の業務継続に必要な情報 

※これらの情報について、未確認の情報であっても、その旨を添えて報告することが望ましい。

（速報と確定報の区別をはっきりする。） 

（３）災害時における非常電話による優先利用を図るため、「災害時優先電話」の指定を受けておく

ものとし、これらの番号は公開しないものとする。 

   ６３－１１１０、６３－１１１１、６３－１１１２、６３－１１１３、(FAX)６２－０６１１ 

   ０９０－５０８４－０１７１、０８０－１７９１－０３１３ 

（４）安否確認及び市民等からの問合せ対応 

  市は、消防本部、消防団、警察署、自主防災組織、自治会、避難所施設管理者、医療機関等

と連携し、救出・救助等人命に関わるような災害直後の緊急性の高い応急措置に支障を及ぼさ

ない範囲で、可能な限り市民の安否確認を実施するものとする。 

なお、市民の安否について、照会があったときも、緊急性の高い応急措置に支障を及ぼさな

い範囲で、被災者等の権利利益を不当に侵害することのないよう、安否情報を回答するよう努

めるものとする。 

 （５）避難行動要支援者の安否確認 

    避難行動要支援者の安否確認は、避難行動要支援者支援班が避難支援者等関係者の協力を得

て実施し、安否確認に当たっては、危険箇所に在住しながら避難が遅れている者がいないかの
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把握を最優先に行う。 

（６）県への災害報告の要領 

    ① 被害を発見したときは、災害情報（様式１号）をその都度芦北地域振興局長へ報告する

ものとする。 

    ② 災害による被害状況、応急措置状況等（様式２号－１）を一定時間（毎日９時３０分ま

で及び１４時３０分までの２回）に、芦北地域振興局長に報告するものとする。 

    ③ 各部門別の被害状況については、管内の確実な被害状況等を取りまとめの上、県等の出

先機関に報告するものとする。 

    ④ 同一災害による被害状況報告については、被害調査及び応急対策が終了した後、１０日

以内に（様式２号）をもって芦北地域振興局長に報告するものとする。 

    ⑤ 毎年１月１日から１２月３１日までの災害による被害状況（災害年報、様式５号）を４

月１日現在で明らかになったものを４月５日までに芦北地域振興局長に報告するものとす

る。 

３ 報告等の種別 

災害の報告は、災害情報、被害状況報告、被害状況確定報告、住民避難等報告及び災害年報とし、

報告の区分は、次のとおりとする。  

報告区分 報告責任者 報告様式 摘       要 

(１) 

災 害 情 報 水 俣 市 長 様 式 １ 号 

災害を覚知したときは、災害の状況及び災害に

対してとるべき措置についてその都度報告する

こと。 

(２) 

被 害 状 況 報 告 

（ 速 報 ） 
水 俣 市 長 様式２号－１ 

災害により発生した被害状況及び応急措置状況

を一定期間おき報告するものとする。 

(３) 

被 害 状 況 報 告 

（ 確 定 ） 

同一の災害に対する被害調査が終了したとき又

は応急対策が終了した日から１０日以内に文書

をもって報告すること。 

（４） 

各部門別被害状

況報告 

（速報・確定） 

各 部 門 別 

担当部（局）

長（熊本県） 

各部門の報告

取り扱い要領

による様式と

する。 

災害により発生した被害状況及び応急措置状況

を各部門別に一定時間おき報告すること。 

(５) 

住民避難等報告書 
水 俣 市 長 様 式 ４ 号 

住民の避難状況を一定期間置いて報告するもの

とする。 

(６) 

災 害 年 報 水 俣 市 長 様 式 ５ 号 

毎年１月１日から１２月３１日までの被害状況

について４月１日現在で明らかになったものを

４月５日までに報告する。 
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４ 被害等の報告系統 

  被害等の報告系統は、次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                （震度４以上の地震） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各部門別の被害報告系統及び様式については、熊本県地域防災計画（資料編）「第４ 被害報告」参

照のこと。 

県 警 本 部 

水俣警察署 

各駐在所派出所 

県 本 部 （ 危 機 管 理 防 災 課 ） 

芦 北 地 方 本 部 

（芦北地域振興局総務部） 

芦 北 地 方 本 部 

（芦北地域振興局土木部） 

消 防 本 部 水 俣 市 

各区自治会長 

（自主防災組織等） 

住  民 

消 防 庁 
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様式１号 

災       害       情       報 

災害の種別  災害発生日時  

災害発生場所  (グリッド番号) 

発信機関  受信機関  

発信者  受信者  

発  信  時  刻 月   日   時   分 

受 
 

信 
 

事 
 

項 

 

 

 

 

 

 

 

 

処 
 

理 
 

事 
 

項 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注意） 

 災害情報は、次の事項に留意して報告し、又は報告を受けること。 

１ 人的被害については、その被害の概要、（発生日時、場所、被害の原因・状況・消防機関等の出動等）を記載すると

ともに、死者・行方不明者・重傷者・軽傷者等人的被害を受けた個人ごとにそれぞれ住所、氏名、年齢及び性別を記

載のこと。 

２ 住家被害については、その被害の概要（発生日時、場所、被害の原因・状況・消防機関の出動等）を記載するとと

もに、被害棟数、世帯数、人数を記載すること。 

３ 道路の規制状況については、規制の場所、被害の原因を記載すること。 

４ 河川、海岸、溜池の護岸堤防、ダム等その他公共施設の危険状況・防災活動状況。 

５ 住民の避難について、自主避難・避難勧告等の別、地区名、世帯数、人員、避難場所及び避難の原因等について記

載すること。 

 



第３章 災害応急対策計画 

 

 - 99 - 

様式２号－１          被害状況報告 

災害名   市町村名  

 報告者名  

                                                月 日 時 分現在 

         市町村名 

区   分 
 摘     要 

1 
人 

的 

被 

害 

死者 人   

2 行方不明者 人   

3 重傷者 人   

4 軽傷者 人   

5 分類未確定 人   

6 

住 
 

家 
 

被 
 

害 

全壊 

棟   

7 世帯   

8 人   

9 

半壊 

棟   

10 世帯   

11 人   

12 

床上浸水 

棟   

13 世帯   

14 人   

15 

床下浸水 

棟   

16 世帯   

17 人   

18 

一部破損 

棟   

19 世帯   

20 人   

21 

分 類 未 確 定 

棟   

22 世帯   

23 人   

24 非
住
家 

公共建物 棟   

25 その他 棟   

26 分類未確定 棟   

27 り災世帯数 世帯   

28 り災者数 人   

29 災 害 警 戒 本 部 等 設 置 日 時 
  

  

30 災 害 警 戒 本 部 等 廃 止 日 時 
  

  

31 災 害 対 策 本 部 等 設 置 日 時 
  

  

32 災 害 対 策 本 部 等 廃 止 日 時 
  

  

33 消防職員出動延人数   

34 消防団員出動延人数   
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         市町村名 

区   分 
 摘     要 

35 首長の安否 
確認済 【留意事項】 

・今回様式改正により新たに改正（追加）した区分№

35～49 について、該当する方を〇で囲ってください。 

・補足、追加事項については、摘要欄にご記入をお願

いします。 

未確認 

36 職員の参集状況 
充足 

不足 

37 本庁舎の使用の可否 可 ・ 否 

38 
電
力
の
確
保
状
況 

本庁 
通電 

停電 

39 支所等 
通電 

停電 

40 水
の
確
保
状
況 

職員用 
充足 

不足 

41 住民用 
充足 

不足 

42 
食
料
の
確
保
状
況 

職員用 
充足 

不足 

43 住民用 
充足 

不足 

44 孤立地域の有無 
有 

無 

45 

通
信
手
段
の
被
災
状
況 

電 話 
異常なし 

不通 

46 ＦＡＸ 
異常なし 

不通 

47 インターネット 
異常なし 

不通 

48 防災行政無線 
異常なし 

不通 

49 防災情報ネットワーク 
異常なし 

不通 



 

1
0

1
 

様式４号 

住 民 避 難 等 報 告 書 

 

 

 

 

※種別欄には、避難勧告（勧告）、避難指示（指示）、警戒区域設定（設定）、自主避難（自主）のいずれかを記載すること。 

解除日時・帰宅日時は、最終結果報告の中で記載するものとする。 

 

 

市町村名（担当者名）   

報告日・時間   

地区名 種別 原因 
避難所名 

避難場所名 
世帯数 人数 

左のうち 

車中避難者数 
避難、勧告等日時 帰宅、解除等日時 
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災 害 年 報 

様式５号                                水俣市 

区 分 
災 害 名       計 

発 生 年 月 日       

人

的

被

害 

死 者 人       

行 方 不 明 人       

重 傷 者 人       

軽 傷 者 人       

住

家

被

害 

全 壊 

棟       

世 帯       

人       

半 壊 

棟       

世 帯       

人       

床 上 浸 水 

棟       

世 帯       

人       

床 下 浸 水 

棟       

世 帯       

人       

一 部 損 壊 

棟       

世 帯       

人       

非住家 
公 共 建 物 棟       

そ の 他 棟       

り 災 世 帯 数 世 帯       

り 災 者 数 人       

県 地 域 災 害 

対 策 本 部 

設 置 月 日 月 日 月 日 月 日 月 日 月 日 

解 散 月 日 月 日 月 日 月 日 月 日 月 日 

災 害 対 策 本 部 設 置 市 町 村 団体 団体 団体 団体 団体 団体 

災 害 救 助 法 適 用 市 町 村 団体 団体 団体 団体 団体 団体 

消 防 職 員 出 動 延 人 数       

消 防 団 員 出 動 述 人 数       
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第７節 広報計画（市長公室） 

 

 市内の災害時における情報、被害状況等を報道機関及び住民に周知徹底し、被害の軽減と住民の安

全を図るものとする。 

 また、時間の経過とともに刻一刻と変化する被災者のニーズを先取して、きめ細やかに必要な情報

の発信に努めるものとする。 

 

１ 実施機関（関係機関） 

災害対策基本法に定められている災害応急対策責任者（災害対策基本法第５０条、第５１条）は、

それぞれの分担事務又は業務について、広報活動に努めるものとする。 

２ 実施機関相互の連絡（関係機関） 

 各実施機関は相互に情報の通報及び交換を行うよう努めるものとする。 

３ 市における広報活動 

（１）情報収集要領 

    原則として本章第５節「災害通信計画」及び本章第６節「情報収集及び被害報告取扱計画」

により、情報収集を行う。 

（２）情報の発表と広報活動 

① 収集した被害情報及び被災者・避難者に関する対策等について、報道機関や広報紙等を

活用し、適切に市民に周知を図る。 

② 広報活動の資料及び記録として災害写真の撮影、被災現場等の取材を行う。この場合、

広報活動に従事する者の安全確保には十分留意する。 

③ 市防災行政無線及び広報車の活用により、被災地域における応急対策等について周知徹

底を図る。 

④ 市ホームページ、広報紙、市公式ライン、チラシ、ポスター等をもって広く周知を図る。 

⑤ 防災行政無線、インターネット、熊本県防災情報メールサービス、市広報車及び消防団

車両により、被害状況等の情報提供を行う。 

（３）広報内容 

    ① 地震情報（震度情報等の内容） 

    ② 災害対応情報（災害対策本部の設置等） 

    ③ 被害の状況（被害の場所、規模、状況等） 

    ④ 避難情報（自主避難を促す注意喚起及び避難指示）、避難所利用状況 

    ⑤ 道路、河川等の被害情報（交通規制等） 

    ⑥ 電気、水道等の被害状況（停電、断水等） 

    ⑦ 医療救護所の開設状況（設置場所等） 

    ⑧ 給食給水実施状況 

    ⑨ 二次被害を含む被害の防止に関すること 
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    ⑩ 一般市民に対するボランティア要請 

    ⑪ その他必要に応じた事項 

４ 災害情報等の伝達手段の多重化・多様化 

  市は、住民、要配慮者利用施設等の施設管理者等に対して、警報等が確実に伝わるよう、関係業

者の協力を得つつ、防災行政無線（戸別受信機を含む。）、全国瞬時警報システム（Ｊアラート）、災

害情報共有システム（Ｌアラート）、テレビ、ラジオ、携帯電話（緊急速報メール機能を含む。）、ワ

ンセグ、市公式ライン等を用いた伝達手段の多重化、多様化を図るものとする。 

５ 報道機関への対応 

市は、大規模災害時に、災害対策本部員が災害対応に専念できるよう、一元的に報道機関への対

応を行う窓口の設置及び情報提供のあり方（発表時間、回数、提供方法等）を検討する。 
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第８節 事前措置計画  

（土木課、都市計画課、農林水産課、上下水道局、危機管理防災課） 

 

１ 事前措置の方式の基準 

災害対策基本法第５９条により、市長は、災害の発生を防御し、又は災害の拡大を防止するため

適切な措置を次の方法により行うものとする。 

（１）事前措置の対象物 

   ① がけ崩れのおそれのある土地 

    ② 貯木場の材木 

    ③ 風害を起こすおそれのある広告物、煙突等 

    ④ 農業用ため池及び水門 

    ⑤ その他市長が認めるもの 

 （２）事前措置の内容 

    ① 防火対象物等についての改修等 

    ② 水防上の危険箇所について管理者（国、県）への連絡 

    ③ 対象物の除去 

 （３）措置方式 

    ① 対象物の占有者、所有者及び管理者への指示 

    ② 警察署長への要求 

２ 事前措置の始期、終期の基準 

 （１）災害が発生するおそれがあり、市長が必要と認めたとき。（始期） 

 （２）災害を拡大させるおそれがあり、市長が必要と認めたとき。（始期） 

 （３）災害の発生のおそれがなくなったとき、又は拡大のおそれがなくなったとき。（終期） 

３ 公用負担 

   災害対策基本法第６４条、災害対策基本法施行令第２４条から第２７条の規定による応急公用

負担等は、第４章「水防計画」に準じて実施するものとする。 
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第９節 避難計画（危機管理防災課） 

  

 この計画は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、人の生命又は身体を災害か

ら保護し、危険な状態にある住民等を安全な場所に避難させることを目的とする。 

 

１ 実施責任者 

  災害から住民の生命又は身体を保護するため避難の指示等の実施責任者は、次のとおりとする。 

 （１）市長 

    市長は、人命を保護し、災害の拡大を防止するため、特に避難の必要があると認めたときは、

その地域の居住者、滞在者及びその他の者に対し「立ち退きの指示」ができる。 

なお、危険が急迫し、緊急を要する場合で、市長が立ち退きの指示ができないときは、現場

付近にいる消防本部職員、消防団員及び市職員は、市長の権限を代行することができる。ただ

し、この場合、速やかに市長に報告し、以後の指示を受けるものとする。 

 （２）警察官等 

    警察官又は海上保安官の避難指示は、原則として市長が「立ち退きの指示」ができないと認

める場合に行うものとする。 

また、市長から要求があったときに、災害対策基本法第６１条の規定に基づく「立ち退きの

指示」を行う。ただし、危険が急迫し、緊急を要する場合は、警察官職務執行法第４条第１項

に基づき措置をするものとする。 

２ 避難等の基準 

避難等の基準は、災害の種類及び地域性により異なるが、おおむね次のとおりとする。 

実施責任者は、「市民が適切な避難行動をとれるよう全力で支援する」との考え方のもと、避難等

のタイミングを失わせぬよう関係機関と連携を取りながら監視体制を強化し、被害の予測及び災害

発生の兆候の発見に努めるものとする。 

この際、内閣府（中央防災会議）の「避難情報に関するガイドライン」を活用し、市民がとるべ

き行動を直感的に理解し、主体的な避難行動が行えるよう、警戒レベルを併用した防災情報をわか

りやすく提供する。 

（１）避難行動等を支援する防災情報の提供 

    防災気象情報、住民がとるべき行動、住民に行動を促す情報等との関係は次表のとおり。 

    特に、警戒レベル３では危険な場所から高齢者等は避難（高齢者等避難）、レベル４では危険 

な場所から全員避難（避難指示）を促し、避難のタイミングを周知する。 
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防災気象情報、住民がとるべき行動、住民に行動を促す情報等との関係 

 

 

警戒レベル 
住 民 が 

と る べ き 行 動 

住 民 に 行 動 を 

促 す 情 報 

住民が自ら行動をとる際の判断に参考となる情報 

（警戒レベル相当情報） 

避 難 情 報 等 

洪水に関する情報 
土砂災害に 

関する情報 
水 位 情 報 が 

あ る 場 合 

水 位 情 報 が 

な い 場 合 

警戒レベル 

５ 

命の危険 

直ちに安全確保 

緊急安全確保 

※１必ず発令される

ものではない。 

氾濫発生情報 

〔洪水に関する

危険度分布：黒

（氾濫している

可能性）〕 

大雨特別警報（浸

水害） 

〔洪水に関する

危険度分布：黒

（災害切迫）〕 

大雨特別警報（土

砂災害） 

〔土砂災害危険度

分布：黒（災害切

迫）〕 

警戒レベル 

４ 

危険な場所から

全員避難 

避難指示 

※２従来の避難勧告

のタイミングで発令 

氾濫危険情報 

〔洪水に関する

危険度分布：紫

（氾濫危険水位

超過相当）〕 

〔洪水に関する

危険度分布：紫

（危険）〕 

土砂災害警戒情報 

〔土砂災害危険度

分布：紫（危険）〕 

 

警戒レベル 

３ 

危険な場所から

高齢者等は避難 

高齢者等避難 氾濫警戒情報 

〔洪水に関する

危険度分布：赤

（避難判断水位

超過相当）〕 

洪水警報 

〔洪水に関する

危険度分布：赤

（警戒）〕 

大雨警報（土砂災

害） 

〔土砂災害危険度

分布：赤（警戒）〕 

警戒レベル 

２ 

自らの避難行動

を確認する。 

・洪水注意報 

・大雨注意報 

・高潮注意報 

氾濫注意情報 

〔洪水に関する

危険度分布：黄

（氾濫注意水位

超過）〕 

〔洪水に関する

危険度分布：黄

（注意）〕 

〔土砂災害危険度

分布：黄（注意）〕 

警戒レベル 

１ 

災害への心構え

を高める。 

早期注意情報    
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（２）市民の自主避難 

   実施責任者は、災害が発生するおそれのある防災気象情報、または、防災気象情報と併用し

た警戒レベル相当情報が発表された場合、市民に対して自主避難を促す注意喚起を広報するも

のとする。また、災害が発生するおそれのある地域の住民は、被害を未然に防ぐため「自分の

命は自らが守る」との考え方のもと、率先的に自主避難する。 

    この場合の避難所は、各地域（自主防災組織）で定めた避難所とする。ただし、台風の接近

等が予想される場合においては、自主防災組織の活動が充実するまでの経過措置として、市の

管理する避難所の一部を開設することができる。 

（３）警戒レベル３ 高齢者等避難 

   市長は、避難に時間を要する「避難行動要支援者」の危険な場所からの避難を促すために、

避難指示に先だって高齢者等避難を発令する。 

   基準については、【別表 避難情報等の発令基準】のとおり 

（４）警戒レベル４ 避難指示（災害対策基本法第６０条） 

  市長は、災害が発生するおそれがある場合において、人の生命又は身体を災害から保護し、

その他災害の拡大を防止するため、特に必要があると認めるときは、必要と認める地域の居住

者、滞在者及びその他の者に対し、避難のための立ち退きを勧告する。 

ただし、強制的に排除することはできない。 

    基準については、【別表 避難情報等の発令基準】のとおり     

（５）【別表 避難情報等の発令基準】を参考にする際の注意事項 

  市長は、発令に当たっては、今後の被害の拡大等のおそれを十分に配慮し、数値情報のみで

なく、実際の災害発生状況等を踏まえて総合的に状況を判断し、適時適切に決定しなければな

らない。この際、「空振り」をおそれ、決定を躊躇してはならない。 

（６）避難情報等の発令 

市民の命を守るという観点で、災害のどのような事象が命を脅かす危険性を持つことになる

のかを認識し、避難情報等の発令に当たっては、警戒レベルを併用し、直感的かつ容易に理解

できる文言を用いるとともに、次に掲げる事項をできる限り明確にして住民の避難行動を促す

ようにするものとする。 

① 災害種別ごとに脅威がある場所を特定する。 

② それぞれの脅威に対して、どのような避難行動を取れば良いかを明確にする。 

③ どのタイミングで避難行動を取ることが望ましいかを明確にする。 

なお、避難情報等の発表に当たっては、国の指定地方行政機関及び県に対し避難情報等の対

象地域、発表時期等について助言を求めることができる。これらの機関は、リアルタイムのデ

ータを保有しており、地域における各種災害の専門的知見を有していることから、災害発生の

危険性が高まった場合等は躊躇することなく助言を求めるものとする。 
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情報の種類 確認先 

水 害 
熊本県（危機管理防災課、河川課） 

芦北地域振興局（総務振興課、工務課） 

土砂災害 

国土交通省砂防所管事務所 

熊本県（危機管理防災課、砂防課） 

芦北地域振興局（総務振興課、工務課） 

津波・高潮 
熊本県（危機管理防災課、河川課） 

芦北地域振興局（総務振興課、工務課） 

防災気象情報 熊本地方気象台 

（７）避難情報等の解除に当たっては、十分に安全性の確認に努めるとともに、必要に応じて国の

指定地方行政機関、県、専門家等の意見を求めるものとする。 

３ 警戒区域の設定等（強制力、罰則規定あり。） 

（１）警戒区域の設定 

災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、市民の生命又は身体に対す 

る危険を防止するため、特に必要があると認めるときは、市長は警戒区域を設定し、災害応急

対策に従事する者以外の者に対して、当該区域への立入りを制限し、若しくは禁止し、又は当

該区域からの退去を命ずることができる。 

（２）設定権者 

① 市長若しくはその委任を受けて市長の職権を行う市職員 

② ①に規定する者が現場にいないとき、又は要求があったときは、警察官又は海上保安官 

    ③ ①、②に規定する者がその場にいないとき、自衛隊法第８３条に規定する災害派遣を命

ぜられた部隊等の自衛官 
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【別表 避難情報等の発令基準】 

１ 避難情報等の発令の考え方 

（１）避難情報等の発令にあたっては、気象庁から段階的に発表される防災気象情報や熊本地方気象

台ホームページ、熊本県統合型防災情報システム、熊本県防災情報共有システム、ウェザーニュ

ーズの防災雨量情報、職員や消防団等による巡視・巡回報告、市民の通報等を活用するとともに、

特に、立ち退き避難が困難となる夜間から翌日早朝にかけての予測を重視し、気象庁の会見、熊

本県及び熊本地方気象台の防災予報官の助言等を含め、総合的に判断し発令する。 

   状況判断において活用すべき主な情報は以下の通り。 

     ① 熊本地方気象台ホームページ 

      ア 気象警報・注意報（図表形式） 

      イ 大雨・洪水警報の危険度分布 

       ・ 大雨警報（土砂災害）の危険度分布 

・ 大雨警報（浸水害）の危険度分布 

・ 洪水警報の危険度分布 

      ウ 土砂災害警戒情報 

     ② 熊本県統合型防災情報システム及び熊本県防災情報共有システム 

      ア 土砂災害危険度情報 

       ・ 土砂災害警戒判定メッシュ 

       ・ スネーク曲線 

      イ 河川水位情報 

       ・ 河川水位現況表 

     ③ ウェザーニューズ水防対策支援サービス 

      ア 防災雨量情報 

      イ ＷＮＩ独自情報 

       ・ ＷＮＩ満潮・干潮情報 

       ・ ＷＮＩ台風情報 

       ・ レーダーキャスト 

（２）避難情報等の発令は、市長（災害対策本部長）の決定をもって発令する。ただし、近年は、こ

れまでに経験したことのない大規模災害の発生が予期され、『空振りを恐れず、明るいうちの早め

の避難を住民に呼びかけること』が益々重要となったことをうけ、災害対策（警戒）本部の設置

や、臨時の庁議を開催しないままでの早めの自主避難の呼びかけや、避難所開設の意思決定が必

要になる場合も考えられる。このような災害対策（警戒）本部の設置前、又は、臨時の庁議の未

開催時の対応については、「３ 災害対策本部の設置以前における対応」のとおりとする。 
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２ 発令区分及び判断基準 

発令区分 判断基準 

警
戒
レ
ベ
ル
３ 

高
齢
者
等
避
難 

土
砂
災
害 

① 大雨警報（土砂災害）が発表され、かつ、土砂災害危険度分布で、【警戒（赤色）】

が出現した場合 

② 上記のほか、市長が必要と認める場合 

河
川
氾
濫
・
浸
水 

① 河川（水俣川、湯出川、久木野川）の河川水位情報が避難判断水位超過相当にな

った場合（河川水位に関しては、第４章 水防計画を参照） 

② 河川水位情報が氾濫注意水位を超えた状態で、次のア～ウのいずれかにより、急

激な水位上昇のおそれがある場合 

 ア 河川上流の水位が急激な上昇を示している場合 

 イ 洪水に関する危険度分布で「警戒」（赤色）が出現した場合 

 ウ その後も、強い降雨が見込まれる場合 

③ 堤防に、軽微な漏水・浸食等が発見された場合 

④ 上記のほか、市長が必要と認める場合 

台 

風 

① 暴風警報発表、又は、暴風警報が夜間から明け方に発表されるおそれがある場合 

② ２４時間以内に暴風域に入るおそれがある場合、又は暴風に近い強風域（例：天

草近海で２０～２５ｍ／ｓの強風）の接近が予想される場合 

③ 夜間から明け方にかけて、強い降雨を伴った台風の接近・通過が予想できる場合 

④ 上記のほか、市長が必要と認める場合 

高 

潮 

① 高潮注意報の発表において、警報に切り替える可能性が高い旨に言及された場合 

② 高潮注意報が発表されている状況において、台風の暴風域が本市にかかると予想

され、又は本市に接近することが見込まれる場合 

③ 伊勢湾台風級（中心気圧９３０ｈＰａ以下又は最大風速５０ｍ／ｓ以上）の台風

が発生し、九州上陸２４時間以上前に、高潮警報（レベル４相当）、又は、高潮特別

警報（レベル４相当）の発表の可能性がある旨、気象庁等より周知された場合 

④ 上記のほか、市長が必要と認める場合 
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発令区分 判断基準 

警
戒
レ
ベ
ル
４ 

避
難
指
示 

土
砂
災
害 

① 土砂災害警戒情報が発表された場合 

② 土砂災害危険度分布で、【危険（紫色）】が出現した場合 

③ 崖等で小石がぱらぱらと落ちる、山の斜面に亀裂がはいる、山の斜面から水がふ

きだす、山（地）鳴りがする、川に流木が混じりはじめる、河川水位の急激な変化

（急に増える、又は、急に下がる）、湧き水が異常に濁ったりする等の前兆現象が発

見された場合 

④ 上記のほか、市長が必要と認める場合 

河
川
氾
濫
・
浸
水 

① 河川（水俣川、湯出川、久木野川）の河川水位情報が氾濫危険水位超過相当にな

った場合（河川水位に関しては、第４章 水防計画を参照） 

② 河川水位情報が避難判断水位を超えた状態で、次のア～ウのいずれかにより、急

激な水位上昇のおそれがある場合 

 ア 河川上流の水位が急激な上昇を示している場合 

 イ 洪水に関する危険度分布で「危険」（紫色）が出現した場合 

 ウ その後も、強い降雨が見込まれる場合 

③ 堤防からの異常な漏水・浸食等が発見された場合 

④ 上記のほか、市長が必要と認める場合 

台 

風 

① １２時間以内に暴風域に入るおそれがあり、夜間から明け方にかけて、暴風警報

又は暴風特別警報が発表され、暴風による被害が予想される場合 

② 上記のほか、市長が必要と認める場合 

高 

潮 

① 高潮警報、又は、高潮特別警報が発表され、高潮による被害が予想される場合 

② 高潮注意報が発表されている状況において、今後、警報に切り替える可能性が高

く、かつ、暴風警報又は暴風特別警報が発表された場合 

③ 高潮注意報が発表されている状況において、夜間から翌日早朝までに警報に切り

替える可能性が高いと予想される場合 

④ 上記のほか、市長が必要と認める場合 

地
震 

① 津波注意報、又は、津波警報が発表された場合 

② 本市の観測点で、震度５弱以上を観測した場合（全避難所の開設基準） 

③ 小規模な火災が発生し、大規模火災に発展するおそれがあると予想される場合 

④ 上記のほか、市長が必要と認める場合 
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発令区分 判断基準 

警
戒
レ
ベ
ル
５
（
注
） 

緊
急
安
全
確
保 

土砂災害 

① 大雨特別警報（土砂災害）が発表された場合 

② 土砂災害危険度分布で、【災害切迫（黒色）】が出現した場合 

③ 土砂災害が発生した場合 

河川氾濫・浸水 

① 大雨特別警報（浸水害）が発表された場合 

② 洪水に関する危険度分布【災害切迫」（黒色）】が出現した場合 

③ 決壊や越水・溢水が発生した場合 

④ 氾濫発生情報により把握できた場合 

台 風 人的被害を伴う建物等の倒壊が発生した場合 

高 潮 
① 海岸堤防等が倒壊した場合 

② 異常な越波・越流が発生した場合 

地震・津波 
① 地震・津波による被害が把握できた場合 

② 大規模火災（大火）が発生した場合 

 （注）警戒レベル５ 緊急安全確保 

周知することが可能な場合に発令するものであり、必ず発令されるものではない。 

３ 災害対策本部の設置以前における対応（下図修正） 
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４ 避難指示等の発表エリアについて 

    避難指示等を発表する際は、雨量等を参考に、避難指示等の発表エリアを決定する。 

    避難指示等の目安となる雨量計・エリアについては次のとおり。 

雨量計 設置場所 避難指示等の対象となる自治会 

気象台アメダス 南福寺（親水公園内） ２・３・４・５・６・１９・２０・２１区

（左岸地区） 

熊 本 県 深 川 深川（桜野橋） ９・１０・１１・１２・１３・１４区 

（東部地区） 

熊 本 県 水 俣 久木野（有木） ２３・２４・２５・２６区（久木野地区） 

熊 本 県 大 関 山 芦北古石（大川と隣接） ２３・２５区 

熊 本 県 矢 筈 岳 湯出（頭石） １５区 

市 役 所 陣内（市役所） １・７・８・２２区（右岸地区） 

市 宝 川 内 宝川内（たから館） ９・１０・１１区 

市 湯 出 湯出（湯の鶴温泉保健センター） １５・１６区（湯出地区） 

国 交 省 袋 袋（国道３号線沿い） １７・１８区（袋地区） 

    ※ 市役所仮庁舎には雨量計なし。 

 

 

 県矢筈岳 

避難指示等区分図 
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５ 避難指示等の伝達方法等 

 （１）住民及び避難支援等関係者への周知、関係機関への通報 

    ① 警察署、消防本部、消防団、自治会長、自主防災組織等に連絡し、住民への周知につい

て協力を求める。また、民生委員、避難行動要支援者施設等へは避難行動要支援者支援班

から伝達を行う。 

    ② 市防災行政無線による伝達（サイレン等による放送） 

    ③ 広報車（市広報車及び消防車両）による巡回 

    ④ 電話、直接訪問等による伝達 

    ⑤ 熊本県防災情報メールによる伝達 

    ⑥ エリアメール（NTTdocomo） 

緊急速報メール（au,SoftBank） 

防災速報アプリ（Yahoo!）による伝達 

    ⑦ 報道機関を通じての伝達周知 

    ⑧ 市ホームページによる伝達 

    ⑨ 市ホームページ携帯モバイルサイトによる伝達 

    ⑩ Ｌアラート 

    ⑪ 市公式ライン 

 （２）伝達内容 

    伝達する内容は、次のとおりとする。 

    ① 避難情報発令の理由 

    ② 通行できない道路等の状況等  

    ③ その他注意すべき事項 

６ 避難者の誘導 

避難者の誘導は、災害という特殊条件のもとに行われるものであるため、誘導責任者（自主防災

組織誘導班の班長等で、地域のことを熟知し、避難誘導の総括を行う者）は、安全かつ迅速に実施

しなければならない。なお、避難経路等は、平素から住民相互で確認すべきものであるため、住民

及び自主防災組織と協力して、周知に努めるものとする。 

 （１）避難行動要支援者の避難 

    避難行動要支援者班は、高齢者、障がい者、乳幼児等の避難行動要支援者に関する避難につ

いて、水俣市避難行動要支援者避難支援計画及び避難支援計画個別計画に基づき、社会福祉協

議会、消防団、自主防災組織、地区住民等の協力を得て行い、福祉避難所の設置、避難収容施

設及び搬送車両を確保するものとする。 

また、社会福祉施設等へ避難行動要支援者の受入れや移動支援など協力を求めるものとし、

施設への収容等で費用負担が発生する場合は本人の了解を得て行うものとする。 

    避難行動要支援者が生活する地域が、道路等の遮断により孤立した場合には、本人及び当該

地域住民に対し、状況を説明の上、近くの安全な場所に搬送するよう協力を求めるものとする。 

《伝達例文》 

「東部地区に、警戒レベル４ 避難指示を発表し

ます。東部地区では、豪雨により土砂災害発生の

危険性が非常に高くなっています。 

９・１０・１１・１２・１３・１４区の方は、

最寄りの避難所等へ避難してください。 

なお、桜野橋は、河川水位が増加しているため、

通行できません。毛布・当面の食料等は各自持参

してください。」 
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（２）避難行動要支援者名簿の提供 

市は、避難行動要支援者名簿登載者の生命又は身体を保護するため必要があると判断した場

合は、その同意の有無にかかわらず、安否確認や避難支援に活用すべく、名簿情報を提供する。 

    名簿提供の際は、利用後の個人情報流出等がないよう個人情報の管理について、提供先への

説明に努めるものとする。 

 （３）秩序維持及び避難順位 

    避難に際して各誘導者は、現場の状況によりできるだけ混乱を避け、避難行動の秩序を維持

できるよう努めなければならない。 

急迫した状況で住民を搬送せざるをえない場合は、次の順位により避難を実施する。 

① 病人及び病弱者 

② 乳幼児、児童、乳児等を伴った母親 

    ③ 高齢者及び女性 

 （４）移動方法 

    ① 移動は原則として徒歩によるものとするが、車両が通行でき、安全が確保できると見込

まれる場合には、車両の使用ができるものとする。 

    ② 避難経路及び迂回道路については、地区内の道路、その他地理的状況、災害情報等によ

り状況に応じ判断し、迅速かつ混乱のないよう対処するものとする。 

    ③ 避難時における交通規制について、市長の指示により警察に対し応援を要請するものと

する。 

（５）避難所の収容人数が限界に近づく場合の対応 

    避難所の収容人数の限界から避難者を受け入れることができず、他の避難所への再移動を余

儀なくされる事態や、避難所担当職員等と避難者間との混乱を防止するため、避難所の状況を

逐次把握し、限界に近づく前に防災行政無線等で避難所の状況を周知する。 

７ 避難所の開設及び収容 

  避難所の開設、収容等の基準は次のとおりとする。 

また、災害救助法の適用を受ける場合は、その基準によるものとする。 

なお、避難所への収容においては、避難行動要支援者の特性に可能な限り配慮するものとし、場

合によっては、社会福祉施設や病院等への収容についても検討を行うものとする。 

（１）自主避難の場合 

地域で管理する避難所は、地区住民及び自主防災組織の判断により開設し、被害を受けるお

それのある者を収容する。ただし、台風の接近等が予想される場合において、被害が予想され

る場合には、市の管理する避難所の一部を開設することができる。 

※ なお、この措置は、臨時的な措置であって、本来地域で担うべき部分であり、将来的に

は地域で管理する避難所への収容を図るものとする。 

 （２）避難情報発令の場合 

市が管理する避難所へは、あらかじめ定められた避難所担当職員を避難所に配置し、被害を
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受けた者、被害を受けるおそれのある者等を収容するものとする。 

 （３）避難所 

学校、公民館等の公共施設、旅館、倉庫、寺院等の既存の建物を応急的に整理して、使用す

るものとする。これらがない地域や充足できない場合には、状況に応じ、民家等を確保し避難

所とするものとする。 

 （４）市は、避難所を設置したとき、次の事項を把握し、県に報告しなければならない。 

    ① 避難所開設の日時及び場所 

    ② 開設数及び収容人員 

    ③ 開設予定期間 

 （５）避難所を開設又は閉所する場合、避難所担当職員及び地域住民は、市に報告しなければなら

ない。  

８ 車中避難者を含む指定避難所以外の避難者への対応 

市は、避難所外避難者（車中泊）の点在を減じるため、避難者自らが避難状況を報告する仕組み

づくりや、自治会、自主防災組織、消防団、防災士、ＮＰＯやボランティア等と連携して、車中避

難者を含む指定避難所以外の被災者の情報を把握し、必要に応じて避難所への誘導を行うものとす

る。併せて、やむを得ず避難所に滞在することができない被災者に対しても、自治会、自主防災組

織、消防団、防災士、ＮＰＯやボランティア等と連携して食料等必要な物資の配布に努めるととも

に、保健師等による巡回健康相談の実施等保健医療サービスの提供、インターネットやラジオなど

による正確な情報の伝達等を行い、その生活環境の確保が図られるよう努めるものとする。 

９ 外国人に対する対策 

被災地に生活基盤を持ち、避難生活や生活再建に関する情報を必要とする在日外国人と、早期帰

国等に向けた交通情報を必要とする訪日外国人は行動特性や情報ニーズが異なることを踏まえ、そ

れぞれに応じた迅速かつ的確な情報伝達の環境整備や、円滑な避難誘導体制の構築に努めるなど、

災害の発生時に、外国人にも十分配慮する。 

10 防火対象物における避難対策等 

学校、病院、工場、事業所等防火対象物の防火管理者は、消防法に基づき災害時の避難対策を講

じるものとする。特に、学校等においては、教育委員会と連携を図りながら、情報の伝達収集、避

難の指示、避難の誘導及び連絡体制について整備を行う。 

11 広域一時滞在 

市長は、災害の規模、避難者の収容状況、避難の長期化等に伴い、市外への広域的な避難、避難

所及び建設型仮設住宅への収容が必要であると判断した場合において、県内他市町村への収容につ

いては市町村に直接協議し、他県の市町村への受入れについては熊本県に対し、当該他県との協議

を求めるものとする。 

この場合、市外に避難した被災者に対しても、必要な情報、支援及びサービスを迅速かつ確実に

受けることができる体制を図ることとする。 

※ 避難所の開設・運営については、「避難所開設・運営マニュアル」に別途定める。 
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第１０節 急傾斜地等崩壊危険区域の警戒避難体制に関する計画 

（危機管理防災課、土木課、消防本部） 

   

  急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年７月１日法律第５７号）第３条の規

定に基づき、急傾斜地等崩壊危険区域として指定された区域、土石流危険渓流、その他これらの区

域に準ずる危険箇所（以下、「危険区域」という。）に係る警戒及び避難体制の整備に関する計画で

ある。 

 

１ 警戒体制 

危険区域内に災害の発生するおそれのある異常な気象等により、必要と認めた場合、警戒体制を

とり、必要に応じて災害対策本部を設置する。 

 （１）危険区域箇所に対する警戒及び巡視 

 （２）災害対策基本法第５６条に基づく、気象情報、警報等の広報及び伝達 

 （３）必要により、災害情報及び自主避難を促す避難情報等の伝達 

 （４）その他、市長が必要と認める警戒体制をとる。 

２ 危険区域における情報の収集 

 （１）災害対策本部長（市長）は、災害が発生するおそれがあると認めるときは、消防班（消防本

部）を派遣し、情報の収集を行うもとする。 

 （２）情報収集の内容は、危険区域及びその付近における災害発生のおそれがある異常現象(湧水、

亀裂、竹木の傾倒、人家の損壊状況等）、住民及び滞在者の数とする。 

３ 避難対象地区等 

本章第９節「避難計画｣及び資料編Ｐ１５～（「５危険箇所等」）による。 

 

※ 土砂災害警戒情報が発表された場合等の詳細な対応については、「風水害・土石流災害対策マニュ

アル」及び「土砂災害警戒情報・土砂災害危険度情報対応マニュアル」に別途定める。  
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第１１節 土砂災害警戒区域等の警戒避難体制に関する計画 

（危機管理防災課、土木課、消防本部） 

 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年５月８日法律第５

７号）第７条の規定に基づき、土砂災害警戒区域及び特別警戒区域に指定された区域に係る警戒及び

避難体制の整備に関する計画である。 

 

１ 警戒体制 

土砂災害警戒区域及び特別警戒区域に災害の発生するおそれのある異常な気象等により、必要と

認めた場合、警戒体制をとり、必要に応じて災害対策本部を設置する。 

（１）土砂災害警戒区域及び特別警戒区域に対する警戒及び巡視 

（２）災害対策基本法第５６条に基づき、気象情報、警報等の広報及び伝達 

（３）必要により、災害情報、自主避難を促す避難情報等の伝達 

（４）その他、市長が必要と認める警戒体制をとる。 

２ 危険区域における情報の収集 

（１）災害対策本部長（市長）は、災害が発生するおそれがあると認めるときは、消防班（消防本

部）を派遣し、情報の収集を行うもとする。 

（２）情報収集の内容は、危険区域及びその付近における災害発生のおそれがある異常現象（湧水、

亀裂、竹木の傾倒、人家の損壊状況等）住民及び滞在者の数とする。 

３ 避難対象地区等 

本章第９節「避難計画」及び資料編Ｐ１５～（「５危険箇所等」）による。 

 

※ 土砂災害警戒情報が発表された場合等の詳細な対応については、「風水害・土石流災害対策マニュ

アル」及び「土砂災害警戒情報・土砂災害危険度情報対応マニュアル」に別途定める。  
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第１２節 高潮災害対策計画（危機管理防災課、土木課、いきいき健康課、福祉課） 

 

 本計画は本市沿岸地域において、平常時あるいは高潮が発生する、あるいは発生のおそれのある時

に実施する高潮対策について策定し、これを推進することにより、沿岸地域住民の生命、身体及び財

産を高潮による災害から守ることを目的とする。 

 

１ 高潮被害に係る防災気象情報の収集 

防災気象情報は、県防災行政無線、県防災情報ネットワークシステム、Ｊ－ＡＬＥＲＴ、ＮＴＴ

のＦＡＸ、気象情報システム、ＮＨＫ等の放送等入手可能なあらゆる方法を通じて収集する。また、

過去の高潮災害の聞き取り調査を行うほか、高潮に関する古記録を収集し、標示する等、防災意識

の啓発を行う。 

２ 住民への伝達手段の確立 

高潮による人的被害を軽減するためには『避難』が極めて重要であることから、避難対象地域の

住民に対する危険度の周知や防災行政無線等による伝達手段の充実を図る。災害の危険がある場合

には、防災行政無線等を使い、沿岸地域住民、消防団、自主防災組織、自治会長及び自治協力員へ

迅速に伝達し、警戒及び早めの避難を促すものとする。避難行動要支援者施設等については、より

確実に情報が伝達されるよう連絡体制の整備を図るものとする。 

３ 防災関係機関の体制整備 

高潮に係る防災気象情報等に応じて、職員が迅速かつ的確に対応できるようにするための動員基

準は次のとおりとする。 

 （１）災害対策本部等の設置基準 

    本章第３節「職員動員計画」による。 

（２）職員動員の伝達 

    防災関係職員への動員指示は、各課の動員連絡網（加入電話、携帯電話及び携帯メール）、熊

本県情報共有システム、熊本県防災情報メールサービス及び防災行政無線を通じて伝達するも

のとする。 

    また、警戒担当職員は、警報が発表された場合には、伝達がない場合でも自主的に参集する

ものとする。 

 （３）防災関係機関との連絡調整 

    災害対応（避難、水門の開閉、雨水ポンプ場の起動、医療救護等）を円滑に行うために、防

災関係機関との連携に努めるものとする。 

４ 高潮警戒パトロール体制の整備 

高潮は、地形の影響を強く受けるため、場所によっては潮位が異常に高くなることがある。警戒

パトロール体制については、各担当消防団が、対象地域の海岸における高潮の特性を把握しておき、

住民からの通報受理体制の整備、警戒パトロール箇所やルートの選定、警戒パトロールの配備基準

及び連絡通信手段の整備を図るものとする。 
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高潮警戒、避難対象地区は、おおむね次によるが、必要に応じて地域を拡大する。 

対象地域 担当消防団 一時避難場所 

湯の児から大迫の沿岸地域 第１分団第 ８部 高台等 

湯の児及び西湯の児 第２分団第２１部 明水園、高台等 

白浜町、桜ヶ丘の沿岸地域 第２分団第２２部 もやい館、武道館、高台等 

築地地域 第２分団第 ３部 
武道館及び公民館分館（旧勤労青

少年ホーム） 

丸島港、梅戸港周辺地域 第３分団第 ４部 第二小学校、高台等 

水俣港埋立地周辺 第４分団第２０部 第二小学校、高台等 

湯堂港、茂道港周辺 第４分団第１７部 総合体育館南部館、高台等 

５ 避難体制の整備 

高潮警報の伝達を受けた場合は、状況に応じて避難指示等を行うものとする。また、避難活動が

円滑に行えるよう、住民等への伝達手段を整備する。避難勧告等を行う場合の基準（対象地区に応

じた避難方針）、避難誘導体制の整備（避難行動要支援者を配慮）、避難場所、避難標識等の整備を

推進し、避難について住民等への事前周知を行うものとする。 

避難誘導には、防災関係機関のみの避難誘導には限界があるので、自主防災組織等による地域ぐ

るみの避難体制、搬送車両、通信手段、食糧等の備えを整備していく必要がある。 

６ 被害が発生した場合の対策 

被害が発生した場合に的確な救助活動が行えるよう、必要な資機材の確保、整備、応援体制の整

備及び医療救護体制の整備を行うものとする。 

 （１）必要な資機材の確保及び整備 

    高潮による被災直後においては、次のような対策を直ちに行えるよう、資機材の整備を図る

ものとする。 

    ① 災害の情報収集及び伝達 

    ② 救助、救急及び捜索活動 

    ③ 医療救護  

④ 緊急輸送路の確保 

⑤ 輸送手段の確保 

   ⑥ 避難所の設置運営 

 （２）近隣地方公共団体の応援体制の整備 

    相互応援協定等の整備及び見直しを図るものとする。 

 （３）医療救護体制の整備 

    本章第２１節「医療及び助産計画」に定める医療救護体制に準じ実施するものとする。 

 

※ 高潮災害に関する詳細な対応については、「風水害・土砂災害対策マニュアル」に別途定める。 
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第１３節 除雪計画 （危機管理防災課） 

  

１ 除雪対策の組織 

異常降雪により、積雪が１ｍ以上（高地）に達したときは、災害対策本部の該当する各部におい

て次の要領により除雪対策本部を設置する。 

  

 

 

 

 

 

 

２ 配備体制 

積雪による災害の発生のおそれがあるときは、市長の指示に基づき、次の配備体制をもって警戒

に当たるものとする。（地区班長は消防団部長をもって充てる） 

 （１）情報連絡（大雪警報発表後） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）配備の内容 

    ① 各配備地点における積雪が３０㎝を超える場合、当該地区の消防団員は地区班長の指揮

に基づいて待機するものとする。 

    ② 市長は、地区班長からの要請に従って職員を派遣するため、大雪警報が発令されたとき

は、次の者を待機及び資機材の準備を行うものとする。 

      ア 除雪対策部に属する職員 

      イ 自動車（四輪駆動車） 

      ウ 除雪器具等 

除雪対策本部 

（副市長） 

情報・企画隊 

（災害対策部） 

除 雪 隊 

（産業建設対策部） 

補 給 隊 

（総務対策部、市民対策部） 

危機管理防災課 

久

木

野

地

区

班

長 

東

部

地

区

班

長 

湯

出

地

区

班

長 

野
川
長
崎
地
区
班
長 

石

神

地

区

班

長 

袋

岡

山

地

区

班

長 

（
第
７
分
団
23
部
長
） 

（
第
６
分
団
12
部
長
） 

（
第
５
分
団
15
部
長
） 

（
第
５
分
団
16
部
長
） 

（
第
１
分
団
８
部
長
） 

（
第
１
分
団
17
部
長
） 

消 防 団 長 
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第１４節 災害救助法の適用計画（福祉課、関係各課） 

 

災害が発生した場合において、災害の規模によって災害救助法が適用されるが、適用要領はおおむ

ね次のとおりである。 

 

１ 災害救助法の適用 

 （１）災害救助法の適用基準 

    災害救助法の適用基準は、災害救助法施行令第１条の定めにより、本市では次のいずれかの

場合に適用される。 

① ５０世帯以上の住家が滅失したとき。 

    ② 熊本県内で住家が１，５００世帯以上滅失した場合で、本市において２５世帯以上が滅

失したとき。 

    ③ 熊本県内で住家が滅失した世帯の数が７，０００世帯以上であって、本市で救助を必要

とするとき。 

④ 道路等の寸断で隔絶された地域で災害が発生したものである等、被災者の救護を著しく

困難とする特別の事情がある場合で、多数の世帯の住家が滅失したものであること。 

⑤ 多数の者が生命若しくは身体に被害を受け、又は受けるおそれが生じた場合であること。 

（２）被災世帯の算定基準 

    住家が滅失した世帯の数の算定に当たっては、住家が半壊、半焼する等著しく損傷した世帯

は２世帯をもって、住家が床上浸水、土砂のたい積等により一時的に居住することができない

状態となった世帯は３世帯をもって、それぞれ住家の滅失した１世帯とみなす。 

 （３）災害救助法の適用手続き 

    災害に際し、（１）災害救助法の適用基準のいずれかに該当し、又は該当する見込みがあると

きは、市長は、芦北地域振興局長を経由して、直ちにその旨を知事に報告しなければならない。 

２ 実施体制  

災害救助法に基づく各種救助に関しては市長が実施することとなる。 
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３ 熊本県が委任する救助の種類、対象、方法及び期間 

救助の

種類 
救助の対象 救助の方法 救助の期間 

避 難 所

の 設 置

（ 地 域

振興課） 

(1)避難所に収容する者は、災

害により現に被害を受け、

又は被害を受けるおそれの

ある者。 

(1)避難所は、学校、公民館、福祉センター

等の公共施設等の既存建物を応急的に整

備して使用する。これらがない場合又は

これらで充足できない場合は、その他の

既存の建物を、既存の建物が得難い場合

は、野外に仮設物又は天幕等を設置して

避難所とする。既存の建物を利用する場

合、耐震、耐火及び鉄筋構造の建物を優

先し、できる限りバリアフリー化された

施設を利用し、そうでない施設では、障

がい者用トイレ及びスロープの設置に努

める。 

(2)高齢者、障がい者等であって避難所での

生活において特別な配慮を必要とする者

を収容する場合には、福祉避難所を設置

する。 

(3)避難所を設置したときは、被災者に周知

徹底し避難誘導を行う。 

(4)避難所を設置したときは、直ちに熊本県

知事に次の事項を報告しなければならな

い。 

①避難所開設の日時及び場所 

②箇所数及び収容人員 

③開設予定期間 

 

原則として

最大限 7 日

以 内 ( た だ

し、内閣総理

大臣の承認

により期間

の延長有り） 

 

建 設 型

仮 設 住

宅（都市

計画課） 

(1)住家が全焼、全壊又は流失

し、現に居住する住家がな

い者で、自らの資力をもっ

て、住宅を確保することが

できない者。 

(2)入居の単位は、り災者 1 世

帯 1 戸とする。 

(1)設置場所は、県又は市町村の公有地を選

定する。ただし、これにより難い場合は、

り災者又はその他の私有地を選定する。 

(2)建設型仮設住宅の規模は、1 戸当たり

29.7 ㎡(9 坪)を基準とし、構造は、1 戸

建、長屋建若しくはアパート式のいずれ

かとする。 

(3)建設型仮設住宅を同一敷地内又は近接す

災害発生の

日から 20 日

以内着工 

供与期間 

当該工事が

完了した日

から 2 箇年

以内とする。 
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る敷地内に概ね 50 戸以上建設した場合

は、居住者の集会等に利用するための施

設を設置できる。 

(4)高齢者、障害者等であって日常の生活上

特別な配慮を要する者を数人以上収容

し、老人居宅介護事業等を利用しやすい

構造及び設備を有する施設(福祉仮設住

宅)を設置できる。 

(5)建設型仮設住宅に収容すべき入居者の選

考に当たっては、十分な調査に基づき、

必要に応じ、民生委員等の意見を徴する

等、り災者の資力その他生活条件等を調

査の上で決定する。 

 

 

住 宅 の

応 急 修

理（都市

計画課） 

(1)災害によって住家が半壊又

は半焼し、そのままでは当

面の日常生活を営むことが

できない者で、自らの資力

をもって応急修理をなすこ

とができない者 

(1)居室、炊事場、便所その他日常生活に欠

くことができない必要最小限度の応急的

修理とする。 

工事完了期

間 

災害発生の

日から 1 箇

月以内 

 

炊出し、

そ の 他

食 品 の

供給（給

食 セ ン

ター） 

(1)避難所に収容された者。 

(2)住家の被害が全焼、全壊流

失、半焼、半壊、床上浸水

等により、現に炊事ができ

ない者 

(3)その他給与が必要であると

認められた者 

 

(1)主食、缶パン、ビスケット等を配布する。

ただし、幼児はミルク等を配布する。 

(2)副食としては、漬物、佃煮、かんづめ等

で食器類を要しないもの。 

災害発生の

日から 7 日

以 内 ( た だ

し、内閣総理

大臣の承認

により期間

延長あり) 

 

飲 料 水

の 供 給

（ 上 下

水道局） 

(1)災害のため、現に飲料水を

得ることができない者(飲

料水及び炊事のための水で

あること。) 

(1)水の購入、給水器、浄水器等による飲料

水の供給、飲料水中に直接投入する薬品

（次亜塩素酸ナトリウム等）の交付等に

より行う。 

 

原則として

災害発生の

日から 7 日

間とする。

(ただし、内

閣総理大臣

の承認によ

り期間延長

あり) 
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被服、寝

具、その

他 及 び

生 活 必

需 品 の

給 与 又

は 貸 与

（ 福 祉

課） 

(1)災害により住家に被害(全

焼、全壊、流失、半焼、半

壊及び床上浸水)を受けた

者 

(2)被服、寝具及びその他生活

上必要な最小限度の家財を

喪失した者 

(3)被服、寝具及びその他生活

必需物資がないため、日常

生活を営むことが困難な者 

 

被災者の実情に応じ 

(1)被服、寝具及び身の回り品 

(2)日用品 

(3)炊事用具及び食器 

(4)光熱材料 

 

災害発生の

日から 10 日

以 内 ( た だ

し、内閣総理

大臣の承認

により期間

延長あり) 

 

 

 

 

 

医療（総

合 医 療

セ ン タ

ー 総 務

課） 

(1)医療を必要とする状態にも

かかわらず、災害のため医

療を受けられない者 

 (応急的処置) 

(1)原則として医療対策班によって行う。 

 

災害発生の

日から 14 日

以 内 ( た だ

し、内閣総理

大臣の承認

により期間

延長あり) 

 

助産（総

合 医 療

セ ン タ

ー 総 務

課） 

(1)災害のため助産医療を受け

られない者(死産及び流産

を含む。) 

 

(1)医療対策班によって行われることが望ま

しいが助産師によることもできる。 

 

分べんした

日から 7 日

以 内 ( た だ

し、内閣総理

大臣の承認

により期間

延長あり) 

 

救出（危

機 管 理

防災課） 

(1)災害のため、現に生命及び

身体が危険な状態にある者 

(2)災害のため、生死不明の状

態にある者で、諸般の情勢

から判断して、生存してい

ると推定される者 

 

(1)生命の保全を第一義とし、災害の状況に

応じて最も適確かつ迅速に実施できる方

法とする。 

 

災害発生の

日から 3 日

以 内 ( た だ

し、内閣総理

大臣の承認

により期間

延長あり) 
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死 体 の

捜索（危

機 管 理

防災課） 

(1)行方不明の状態にある者

で、周囲の状況により既に

死亡していると推定される

者 

ア 行方不明の状態になっ

てから相当の時間を経過

している場合 

イ 災害の規模がきわめて

広範囲にわたり、特定の避

難所等の地域以外は、壊滅

してしまったような場合。 

ウ 行方不明になった者が

重度の身体障がい者又は

重病人であった場合 

エ 災害発生後、きわめて短

期間のうちに引続き当該

地域に災害が発生したよ

うな場合 

(1)警察及び消防機関がその他機関等の協力

を得て行う。 

災害発生の

日から 10 日

以 内 ( た だ

し、内閣総理

大臣の承認

により期間

延長あり) 

埋葬（環

境課） 

(1)災害の混乱の際及び直前に

死亡した者に対して災害の

ため遺族が埋葬を行うこと

がきわめて困難な場合等に

応急的な埋葬を実施 

 

(1)埋葬は応急仮葬として行う。 

(2)救助の実施機関が現物給付（金銭的補助

ではなく実施機関が実施する。）すること

を原則とする。 

 

原則として

災害発生の

日から 10 日

以内 

死 体 の

処理（環

境課） 

(1)災害の際死亡した者につい

て、その遺族等が混乱期の

ため、死体の識別等のため

の洗浄、縫合、消毒の措置、

死体の一時保存又は検案を

行うことができない場合 

(2)通常死体の発見から、埋葬

に移る過程において行われ

る処理であり、埋葬を前提 

 

 

 

(1)救助の実施機関が現場給付（金銭的補助

ではなく実施機関が実施する）原則とし

て行う。 

(2)刑事訴訟法第 229 条及び死体取扱規則等

他の法令規定に基づいて実施する。 

 

災害発生の

日から 10 日

以内 
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学 用 品

の 給 与

（ 教 育

課） 

(1)住家の全壊(焼)、流失、半

壊(焼)又は床上浸水によ

り、学用品を喪失又はき損

し、就学上支障のある小学

校、中学校、高等学校、特

別支援学校等の児童及び生

徒 

学用品の品目 

(1)教科書及び教材 

(2)文房具 

(3)通学用品 

 

原則として

教科書及び

教材につい

ては災害発

生の日から 1

箇月以内 

文房具・通学

用品につい

ては15 日以

内 

障 害 物

の 除 去

（ 土 木

課） 

(1)当面の日常生活が営み得な

い状態にあること。 

(2)日常生活に欠くことのでき

ない場所に運び込まれた障

害物の除去に限ること。 

(3)自らの資力をもってして

は、障害物の除去ができな

い者であること。 

(4)住家は、半壊又は床上浸水

したものであること。 

(1)臨時職員等を動員して除去を実施する。 原則として

災害発生の

日から 10 日

以内 

 

 

 

輸 送 費

及 び 職

員 等 雇

上費（財

政課） 

(1)被災者の避難 

(2)医療及び助産 

(3)被災者の救出 

(4)飲料水の供給 

(5)死体の捜索 

(6)死体の処理 

(7)救済用物資の整理配分 

(1)当該地域における通常の実費 救助の実施

が認められ

る期間以内 
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第１５節 救助、救出及び行方不明者捜索計画 

（危機管理防災課、消防本部、消防団、警察署） 

 

１ 実施責任者（災害対策本部長） 

 （１）市長は、消防本部、消防団、水俣警察署、自衛隊及び地域住民と協力し、二次被害の危険性

を考慮し、安全性を確保したうえで、り災者の救助、救出及び行方不明者の捜索を実施するも

のとし、災害の現場にある者は、り災者の救出について市長等に協力するものとする。 

 （２）災害救助法に基づく救出要領 

    災害救助法が適用される場合には、本章第１４節「災害救助法の適用計画」に基づき実施す

るが、現場の状況に応じて対応を行うものとする。 

２ 救助、救出対象者  

り災者の救出は、災害の原因、種別又は住家の被害とは関係なく、次の状態にある者に対し、必

要に応じ実施するものとする。 

 （１）災害によって生命及び身体が危険な状態にあるもので、おおむね次の場合とする。 

    ① 火災の際に、火中に取り残された場合 

    ② 大地震、がけ（山）崩れ等のため、倒壊家屋の下敷きとなった場合 

    ③ 山腹崩壊、土石流等により、生き埋めとなった場合 

    ④ 水害の際に流出家屋とともに流される、孤立した地域等に取り残されたという場合 

 （２）災害のため行方不明の状態にあり、かつ、諸般の情勢から生存していると推定される者又は

生存しているかどうか明らかでない者 

 （３）救出作業班の組織編成 

    ① 救出作業は、消防本部及び消防団ごとに編成組織した救出作業班が当たる。 

班長は各部長をもって充てるものとし、部長不在の時は、当該分団長をもって充てる。 

    ② 災害救助法に基づく救出を実施するときは、各作業班は次の指揮命令系統下に編入され

るものとする。 

 

 

    ③ 現場にある住民は、救出作業に協力するものとし、班長の指示に従わなければならない。 

    ④ 班長は、随時、消防本部と連絡し、消防本部が必要と認めたときは、応援体制を強化す

るものとする。 

 （４）自主防災組織による救出 

    自主防災組織は、地域における被害状況を調査し、救出対象者の早期発見に努めるものとす

る。 

なお、救出対象者を発見した場合には、市、消防本部、水俣警察署等に連絡し、早期救出に

努めるとともに、二次被害を考慮し、救出者自身の安全も十分確保した上で救出作業に当たる

ものとする。 

災害対策本部 市民対策部 救出作業班 
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 （５）応援要請 

    市長は、救出の応援を受ける必要があるときは、芦北地域振興局及び自衛隊に対し応援を要

請するものとする。 

    なお、関係機関間の情報共有のため、定期的に調整会議を開催するものとする。 

 （６）県防災消防ヘリコプターの出動要請 

    市長は、交通遠隔地から緊急に傷病者の搬送を行う必要がある場合又は陸上から接近できな

いり災者の救出及び水難事故、山岳遭難における捜索若しくは救助に県防災消防ヘリコプター

の緊急運行が有効と認めるときは出動を要請する。 

    ① 出動要請 

    防災消防航空センター所長     電 話  ０９６-２８９-２２１２ 

                     ＦＡＸ  ０９６-２８９-２２７７ 

    ② 通常 

    防災消防航空センター       防災電話 ０４３-５２４-７８ 

                     ＦＡＸ    ８３-５２４-７９ 

                                          代表電話 ０９６-２８９-２２５５ 

３ 行方不明対象者   

災害等により、行方不明の状態にあり、かつ、諸般の事情から生存していると推定される者又は

生存しているかどうか明らかでない者を対象とする。 

 （１）行方不明者等の捜索 

    大規模地震等による行方不明者の捜索については、本章第６節「情報収集及び被害報告取扱

計画」に基づき情報収集に努めるとともに、親族（家族）からの届出等を十分に把握し、警察

機関、消防機関及び地域住民の協力を得て、迅速に行うものとする。 

 （２）行方不明者等の捜索のための連絡図は下記のとおりとする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （３）遺体の検死及び引渡 

    遺体の検死及び引渡については、本章第２３節「行方不明者等捜索及び遺体収容埋葬計画」

による。 

 

水俣警察署 

地
区
住
民 

行
方
不
明
者
関
係
者 消防本部 地元消防団 

分団長 

団
員
招
集 

【
組
織
捜
索
】 

出
動
要
請 

 

［
情
報
連
絡
］ 

［
状
況
報
告
］ 

[情報提供] 

[情報提供] 

通報 

（消防団長） 

出動命令 [情報提供] 

水俣市 

水俣市消防団 
出動要請 

[情報提供] 

［
情
報
提
供
］ 
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第１６節 食糧調達・供給計画（市民課、教育課） 

 

 り災者及び災害応急作業従事者に対して配給、給食を行うための食糧確保及びその他食品の給与に

ついては、次の要領に基づいて実施するものとする。 

 

１ 実施機関 

 （１）り災者、災害応急作業従事者等に対する食糧の供給は、市長が実施する。 

 （２）災害救助法が適用される場合には、本章第１４節「災害救助法の適用計画」に基づき市長が

実施する。 

２ 給与の対象 

 （１）避難所に収容中の者(避難指示を行った地域の避難所に限る) 

 （２）災害により、日常の食事に支障を生じると認めた者 

 （３）災害地における救助作業、急迫した災害の防止及び応急復旧作業に従事中の者 

３ 給与の内容 

給与は、対象者が直ちに食することができる現物によるものとする。基本的には米穀や味噌、醤

油等原材料を調達して炊き出すこととするが、状況によっては乾パン、食パン又は弁当等を、母乳

を受けられない乳児には、乳児用ミルク等を給してもよい。 

４ 給与の準備及び期間  

給与の準備及び期間は、熊本県災害救助法施行細則「災害救助法による救助の程度・方法及び期

間」のうち、「炊き出しその他による食品の給与」の規定を準用するものとする。 

５ 食糧の調達  

米穀及び乾パン類は、市内の米穀販売店又は熊本食糧事務所管轄の米穀卸売業者から購入するこ

ととし、状況によっては、熊本県知事に要請のうえ、政府倉庫から直接受け取ることとする。 

味噌、醤油、食パン、漬物、乾物類、製麺類及びその他は小売業者から購入する。 

６ 炊き出しの方法  

炊き出しは、婦人会、自治会、自主防災組織若しくは自衛隊の応援を求め、避難所又は配給先近

くの適当な場所で実施する。 

７ 輸送の方法  

応急食品の輸送が迅速・的確に行われるよう次の方法により、車両の確保を図るものとする。 

 （１）本章「第２６節 輸送計画」の定めるところにより確保する。 

 （２）供給業者において自ら行うものとする。 

 （３）輸送業者との契約により行うものとする。（輸送業は、資料編Ｐ６６「１８ 市内運送業者一

覧」記載のとおり） 

８ 応援要請  

市長は、市において食糧供給の実施が困難な場合は、近隣市町、県、国、災害時応援協定締結団

体及びその他関係機関の応援を得て実施するものとする。 
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第１７節 衣料生活必需品等物資の供給計画（福祉課） 

 

 災害によって、住家に被害を受け、日常生活に欠くことのできない衣料品及び生活必需品を喪失し、

若しくは損傷し、しかも災害時の混乱のため、これらの物資等を直ちに入手することが困難なり災者

に対して、物資を給与又は貸与するための計画を定める。 

 

１ 実施機関  

 （１）り災者に対する被服、寝具及びその他生活必需品（救助物資）の給与又は貸与は、市が実施

する。 

 （２）災害救助法が適用される場合には、本章第１４節「災害救助法の適用計画」に基づき、市が

実施する。 

２ 給与又は貸与を受ける者  

 （１）災害により、住家に被害（全壊、半壊及び床上浸水以上）を受けた者であること。 

 （２）災害により、被服、寝具及びその他生活上に必要最小限度の家財を失った者であること。 

 （３）災害により、被服、寝具及びその他生活必需物資がないために日常生活を営むことが困難な

者であること。 

３ 給与又は貸与の方法  

 （１）物資の購入及び配分計画の策定 

    ① り災者に対する救助物資は、市の備蓄物資、県の備蓄物資及び県が必要に応じて購入す

る調達物資並びに義援物資から、り災者に配給する。 

    ② 災害対策本部設置後の市民対策部は、市の災害対策報告書により、り災者の世帯構成人

員災害状況に基づいた「救助物資配分計画」を作成するものとする。 

    ③ 救援物資の配分については、公正を旨とし、災害救助法の運用方針に定めるところによ

る。 

    ④ 県から受領した救助物資は、厳重に保管し、配分計画表に基づいて発行する救助物資配

給証明書により、当該地区各自治会長及び自治協力員の協力を得て、り災者に配給する。 

    ⑤ 市民対策部及び各避難所で配給を行う際は、それぞれの帳簿により、救助物資配給の記

録を明確にしておくものとする。 

      ア 受払簿 

      イ 配給簿 

４ 救援物資の調達  

 （１）備蓄物資 

    県地域防災計画により、県健康福祉部において所管している。 

 （２）調達物資 

    災害の状況その他、緊急を要するときは、市長は次により調達するものとする。 

    ① 調達物資名 
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      り災者に必要な最小限の被服、寝具及び生活必需品とし、その品目はおおむね次のとお

りとする。 

なお、被災地で求められる物資は、時間の経過とともに変化することを踏まえ、時宜

を得た物資の調達に留意する。 

ア 寝具類(毛布等) 

イ 衣料(作業着、下着、靴下等) 

ウ 炊事用具(鍋、釜、やかん、包丁、缶切等) 

エ 食器類(箸、スプーン、皿、茶碗、紙コップ、哺乳瓶等) 

オ 日用雑貨品(石鹸、タオル、歯ブラシ、トイレットペーパー、ゴミ袋、洗剤、雨

具、ポリタンク、生理用品、紙おむつ等) 

カ 光熱材料(マッチ、懐中電灯、乾電池、卓上ガスコンロ等) 

キ 燃料（ＬＰガス、カセットガス、灯油等） 

ク その他(ビニールシート等) 

    ② 調達方法 

      災害の状況に応じて別に指定する業者や災害時応援協定締結事業者から救援物資配給計

画に基づいて、市長が発行する緊急救助物資配給証明書を提示して一括購入する。 

５ 救助物資の集積所 

 （１）総合体育館本館 

 （２）その他市長が必要と認める場所 

６ 救助物資の輸送 

  救助物資の輸送については、本章第２６節「輸送計画」によるものとする。 

７ 義援金の保管  

 （１）災害のため個人、法人その他の団体から市長に送付されたり災者に対する義援金及び義援物

資は、福祉課（市民対策部）で受け付け、保管する。義援金については、市歳入歳出外現金と

し、会計課で厳重に保管するものとする。 

 （２）義援金品の配分については、災害状況に応じて（仮）義援金配分委員会を組織し、当該委員

会において決定配分する。 

８ 応援要請 

市長は、市において衣料生活必需品等物資供給の実施が困難な場合は、近隣市町、県、国、災害

時応援協定締結団体及びその他関係機関の応援を得て実施するものとする。 
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第１８節 給水計画（上下水道局、環境課） 

  

 本計画は、災害により給水施設等の被災により、水源の汚染・枯渇や断水が発生し、飲料に適した

水を得ることができない場合に、飲料水を応急的に確保し、被災地域（市民）の日常生活の安定を図

ることを目的とする。 

 

１ 実施機関 

 （１）り災者に対する応急給水の実施は、市長の指示に基づいて上下水道局及び環境課が行う。 

 （２）災害救助法が適用される場合には、本章第１４節「災害救助法の適用計画」に基づき市長が

実施する。 

２ 補給水利の種別、所在及び水量  

 （１）災害時の飲料水供給は、上水道を使用する。 

 （２）補給水利の所在、水量は次のとおりである。 

水 源 地 所 在 地 取水可能量 

第 一 水 源 古城２丁目５-７７ ６，１５０㎥ 

第 二 水 源 中央公園１２ ６，０００㎥ 

第 三 水 源 大園町３丁目８-１８ ６，０００㎥ 

第 四 水 源 大園町３丁目８-１８ １，５００㎥ 

湯 の 児 水 源 浜字下外平４０７７-２地先 ５００㎥ 

湯 堂 水 源 袋字湯堂７９７-２１ １，０００㎥ 

神 の 川 水 源 袋字大原３８２１-２ ９０㎥ 

石 坂 川 水 源 石坂川字前平３０３-６ １１６㎥ 

ひ ご 山 水 源  市渡瀬字村上２９７－４ １１５㎥ 

鶴 水 源  久木野字野田１２３６ １４６㎥ 

有 木 水 源  古里字立山９２-１、９２-３ ６６㎥ 

合計取水可能量 ２１，６８３㎥ 

３ 給水方法及び給水量  

 （１）飲料水不足のり災地域に対しては、緊急給水計画を作成し、トラック仮設水槽等により給水

を行う。 

（２）給水車から給水する水は、水道法施行規則（厚生省令第４５号）の定める消毒及びその他衛

生上必要な措置を講じなければならない。 

 （３）り災者に対する基準給水量は一人一日２０Ｌとする。 

 （４）運搬給水に当たっては、救急病院や透析患者を収容した病院等への医療用水、救護所等への

給水を最優先で行うこととする。 
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４ 応急給水用薬品の準備   

 （１）給水用、水の消毒等のため、次の薬品を確保しておくものとする。 

  品  名 成 分 容 量 取扱責任者 

次亜塩素酸ナトリウム ＮａＣlＯ 3,400ｋｇ 水道技術管理者 

５ 隣接市町村相互の給水協定   

本市は、災害並びにその他の非常の場合に備えて、熊本県内市町村、出水市及び伊佐市と相互給

水協定を結んでいる。 

６ 給水施設の保全及び応急復旧 

 （１）水源地、配水池、ポンプ場施設及び水道管の応急復旧対策 

 （２）水道管の復旧資機材の調達及び整備 

７ 応急措置 

 （１）時間給水計画 

 （２）被害箇所の調査連絡 

８ 給水に関する広報 

  市は、応急給水の時間や場所、水道施設の被災状況、二次災害の危険性、応急給水及び応急復旧

状況、復旧予定時期、飲料水に関して保健衛生上留意すべき事項等について、ホームページ等によ

る適時、的確な情報提供を行うものとする。 
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第１９節 住宅応急対策計画（都市計画課） 

  

１ 建設型仮設住宅設置計画 

市は、災害により住家が全焼又は流出したときは、被害者ができるだけ自力で住宅を確保できる

ように、適切な指導を行うとともに、自己の資力では住宅を得ることができない者を収容するため、

県地域防災計画に定めるところによるほか、次の要領で応急の仮設住宅を設置する。 

 （１）資材の調達 

    ① 災害救助法適用による建設型仮設住宅資材払下げ申請を提出する。 

    ② 建設業者に一括請負させることができる。 

 （２）建設業者 

    労務及び資材の提供に関する建設業者との契約は、災害時の情勢に応じ、その都度締結する。 

 （３）建物の構造及び規模 

    ① 災害救助法適用に際し、設置する建設型仮設住宅１戸当たりの規模は、２９．７㎡（９

坪相当）を基準とし、構造は１戸建て、長屋建て又はアパート式のいずれかとする。 

    ② 高齢者、障がい者等であって、日常生活上特別な配慮を要する者を数人以上収容し、老

人居宅介護事業等を利用しやすい構造及び設備を有する施設（福祉仮設住宅）を設置でき

る。 

 （４）建設予定場所  

建設型仮設住宅の建設予定場所は、資料編Ｐ６９「２３応急仮設住宅建設候補地」記載のと

おりとする。 

ただし、仮設住宅の建設予定地の選定に当たっては、被災状況や地域の要望等を踏まえた上

で、その都度決定するものとする。 

 （５）設置予定数 

    建設型仮設住宅の設置予定数は、全焼、全壊及び流出総戸数のうち、自己の資力では住宅を

得ることができない者（り災者１世帯１戸）を対象に、災害救助法（全壊戸数の３割以内）の

定めるところによる。 

 （６）建設期間 

    災害発生日から遅くとも２０日以内に着工し、速やかに工事を完了しなければならない。 

 （７）入居の基準 

    住家が全焼、全壊、流出又は自己の資力では住宅を得ることのできない者を対象に、災害救

助法の定めるところによる。 

 （８）供与期間 

    当該建設工事が完了した日から２年以内とする。 

 （９）建設型仮設住宅の管理運営 

    市は、建設型仮設住宅について、入居者の募集・選定から、入居中の住宅の維持補修、退去

に至るまでの管理運営を行うものとする。その際、警察及び防犯ボランティア団体等と連携し
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て、建設型仮設住宅の防犯活動を推進するものとする。また、孤立化や引きこもり等を防止す

るための心のケア、入居者によるコミュニティの形成及び運営に努めるとともに、男女共同参

画などの多様な視点にも配慮するものとする。 

２ 住宅応急修理計画  

災害のため住家が損傷し、日常生活に欠くことができない部分の応急修理を自己の資力でなしえ

ない者を対象に、その部分の応急修理を実施する。なお、修理実施要領は災害救助法に基づき、そ

の都度決定する。 

３ 公営住宅の提供 

災害により住家が滅失した被災者が公営住宅への入居を希望した場合、公営住宅の入居（公営住

宅法に基づく特定入居又は地方自治法に基づく目的外使用許可）について最大限配慮する。 

４ 災害援護資金の貸付 

県内において災害救助法が適用された場合、住宅の再建資金については、災害援護貸付金を最大

限活用する。  

５ 野外収容施設の設置 

 （１）災害により現に被害を受け、又は受けるおそれのある者を収容するため、付近に適当な施設

が無いとき、又は収容施設があっても全員を収容し得ないときは、必要に応じ臨時に付近の適

当な場所にテント、その他の野外施設を設置するものとする。 

 （２）実施責任者 

    野外収容施設の設置は、市長が実施する。 

６ 借上型仮設住宅の提供 

ＪＮＣ株式会社と締結している「災害時における物資等の供給に関する協定」に基づき、社宅空

室の提供を行う。 

また、県及び市は、大規模災害等の発生時には、民間賃貸住宅の借上げによる建設型仮設住宅

の提供を行うものとする。発災直後から円滑な提供ができるよう、あらかじめ、必要な体制を整

備し、要領等を定めるとともに、平時から市や「災害時における民間賃貸住宅の提供に関する協

定」を締結する不動産関係団体との連携の強化を図るものとする。 

７ 建設業者等 

（１）建設業者一覧表は、資料編Ｐ６１（１４建設業者一覧）記載のとおりとする。 

（２）水俣市水道事業指定給水装置工事事業者一覧表は、資料編Ｐ６２（１５水道事業指定給水装

置工事事業者一覧）のとおりとする。 
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第２０節 被災建築物及び宅地の危険度判定計画（都市計画課） 

 

 大規模な地震等により被災した建築物及び宅地について、余震による建築物の倒壊、部材の落下等

から生じる二次災害等を防止し、市民の安全を確保するため、被災建築物の応急危険度判定体制及び

被災宅地の危険度判定体制の整備をするものとする。 

 

１ 人材の確保 

（１）県が実施する講習会等へ参加を行い、被災建築物応急危険度判定及び被災宅地危険度判定に

必要な人材の確保を図るものとする。 

（２）被災建築物応急危険度判定及び被災宅地危険度判定の技術を習得した技術者を被災建築物応

急危険度判定士及び被災宅地危険度判定士として登録し、緊急時に備えるものとする。 

    現在、被災建築物応急危険度判定士及び被災宅地危険度判定士として登録を行っているのは

以下のとおり。 

被災建築物応急危険度判定士 被災宅地危険度判定士 

民間 ２４名   市職員 ６名 民間 ５名   市職員 ６名 

２ 応急危険度判定 

（１）市長は、被災した建築物及び宅地について被災建築物応急危険度判定又は被災宅地危険度判

定を行うものとする。 

判定に当たって、人員が不足する場合は、県、建築士会等建築関係団体に協力を求めるもの

とする。 

３ 被災建築物危険度判定士の業務 

判定士は「被災建築物応急危険度判定マニュアル」に基づき、主として目視等によって被災建築

物を調査する。 

建築物の被災程度に応じて、「危険」、「要注意」及び「調査済」の３区分に判定し、建築物所有者

の注意を喚起できる場所に表示する。 

なお、表示方法等は以下のとおり。 

区  分 調査済 要注意 危 険 

表示方法 緑紙を張る 黄紙を張る 赤紙を張る 

表 示 物 
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４ 被災宅地危険度判定士の業務 

判定士は「被災宅地の調査・危険度判定マニュアル」に基づき、危険度判定を行う。 

宅地の被災程度に応じて、「危険宅地」、「要注意宅地」及び「調査済宅地」の３区分に判定し、判

定結果は、当該宅地の見やすい場所（擁壁、法面等）に判定ステッカーを表示する。 

区  分 調査済宅地 要注意宅地 危険宅地 

表示方法 
青のステッカーを表

示する 

黄のステッカーを表

示する 

赤のステッカーを表

示する 

表示ステッカー 
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第２１節 医療及び助産計画（総合医療センター総務課） 

 

 この計画は、災害時におけるり災地住民に応急的に医療を実施し、又は助産の処置を確保し、その

保護を図るものとする。 

  

１ 実施機関 

（１）り災者に対する医療及び助産の実施は、市長（災害対策本部長）が総合医療センター管理者

に要請し、総合医療センター災害対策本部において行うものとする。 

（２）総合医療センター災害対策本部の設置に伴い、総合医療センターは市内の他医療機関等と連

携を図り、り災者に対する医療及び助産を実施するものとする。 

災害救助法が適用される場合には、本章第１４節「災害救助法の適用計画」に基づき実施す

るものとする。 

２ 総合医療センター災害対策本部 

総合医療センター災害対策本部は、市災害対策本部の一環として、医療及び助産活動に当たるも

のとする。 

本部長は、院長とし、市長より要請があり、医療及び助産活動を行う必要を認めたとき、本部長

が総合医療センター災害対策本部を設置し、職員を出動させ、必要な準備を行わなければならない。 

総合医療センター災害対策本部に関する事務は、総合医療センター事務部が行うものとする。 

その他、総合医療センター災害対策本部に関することは、「水俣市病院事業 事業継続計画書」に

別途定める。 

３ 医療及び助産の対象者並びにその措置 

（１）対象者 

    医療及び助産の対象者は、医療を必要とする状態にあるにもかかわらず、災害のため医療を

受けられなくなった者及び分娩者で災害により助産医療を受けられなくなった者とする。 

災害時における医療及び助産の実施は、総合医療センターを基幹として、次により実施する。 

（２）医療対策班の編成 

   医療対策班は、総合医療センターの医師、看護師等で編成し、同病院を基幹として災害の実

態に応じ、他の医療機関にも協力を求め、医療及び助産を実施する。 

   医療対策班は、原則として市が設置する救護所において、次の医療救護活動を実施する。  

① トリアージ（負傷者を重症度、緊急度等で分類し、治療及び搬送の優先順位を付ける） 

② 傷病者に対する応急処置及び医療 

③ 傷病者の医療機関への転送の要否及び転送順位の決定 

④ 助産援護 
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（３）医療救護体制 

 

                     派遣要請・指示 

 

 

 

                   出動 

 

 

 

（４）実施病院名      

① 国保水俣市立総合医療センター 

    ② その他医療機関名 

      資料編Ｐ６５（１７医療機関一覧）記載のとおり。 

（５）医薬品等の確保 

    医療並びに助産に必要な医薬品及び衛生器材は、総合医療センター及び市内病医院並びに市

内薬局から調達するものとするが、災害の状況により市内で確保できない場合は、市長は県及

び近隣市町に協力を要請し調達する。 

（６）医療の応援要請 

   市長は、大規模災害、集団事故等が発生した場合、市内の医療機関では対策が困難と認める

場合は、県、水俣市芦北郡医師会、近隣の医療施設等に対して協力を要請するとともに、市町

村相互間の応援協定に基づき、近隣市町村に応援等を要請するものとする。 

   また、必要に応じ災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の派遣を県又は総合医療センターに要請

するものとする。 

（７）患者の移送 

   市長は、緊急に移送を必要とする患者が発生した場合は警察、消防機関等の協力を得て、移

送を行うものとする。 

陸路による移送が困難な場合は、本章第２６節「輸送計画」に定める海上輸送、空中輸送等

の適当な移送方法によって移送するものとする。 

（８）医療及び救護の実施記録 

    災害救助法による救助の実施について（昭和４０.５.１１社施第９９号厚生省社会局長から

各都道府県知事あて）第１０救助事務の処理に必要な帳簿書式に関する事項７～９に定めると

ころに準じ、次の記録を整備しなければならない。 

    ア 救護班活動状況（様式１２） 

    イ 病院診療所医療実施状況（様式１３） 

    ウ 助産台帳（様式１４） 

捜索・救助隊 

災害現場 救護所 救急車 

地元医師会、県等 

医療対策班 

水 俣 市 

総合医療センター 

医 療 機 関 

医 療 機 関 

医 療 機 関 
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（様式１２） 

救 護 班 活 動 状 況 

  救護班名：         救護班 班長：医師 氏名   

 

月 日 患者数 措置の概要 
死 体 

検案数 
修 繕 費 備考 

      

 （注意）「備考」欄に班の編成及び活動期間を記入すること。 

 

 

 

（様式１３） 

病 院 診 療 所 医 療 実 施 状 況 

                        市町村名   

 

診療 

機関名 
患者住所 患者氏名 診療期間  傷病名 

診療区分 
診療報酬 

点数 
金額 備考 

入院

日数 

通院

日数 
入院 通院 

           

 

 

 

（様式１４）       

助  産  台  帳 

                        市町村名   

 

分べん者 

住所・氏名 

分べん 

日 時 
助産機関名 

分べん 

期 間 
金額 備考 
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第２２節 保健衛生計画（環境課、いきいき健康課） 

  

 被災地、特に避難所においては、避難が長期に及ぶ場合もあり、生活環境の激変に伴い被災者が心

身双方の健康に不調を来す可能性が高いため、常に良好な衛生状態が保たれるように努めるとともに、

健康状態を十分把握し、必要に応じ救護所等の設置やこころのケアを含めた対策を行うものとする。 

特に、高齢者、障がい者、児童、妊産婦等要配慮者の心身双方の健康状態には特段の配慮を行い、

必要に応じ福祉施設等への入所、介護職員等の派遣、車椅子等の手配等を福祉事業者、ボランティア

団体等の協力を得つつ、計画的に実施するものとする。 

なお、感染症及び食中毒の発生予防のため、被災者へ注意喚起を行うものとする。 

 

１ 防疫計画 

  災害で被害を受けた地域、又は当該住民に対し「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に

関する法律」（平成 10 年法律第 114 号。以下「感染症法」という。）及び「災害防疫実施要綱」（昭

和 40 年 5 月 10 日衛発第 302 号厚生省公衆衛生局長通知）の定めるところにより、公衆衛生の立場

から感染症予防上必要な諸対策を実施し、感染症の発生予防及びまん延の防止を図るものとする。 

（１）実施責任者 

    ① 市長は、被害情報報告等に基づき、浸水等の被害が発生している場合は、その状況を熊

本県知事に報告し、消毒及び害虫の駆除が必要か指示を求める。 

② 市長は、知事の指示に従い又は必要と認めるときは、防疫上必要な措置をとるものとす

る。 

    ③ 環境対策班は、市長（災害対策本部長）の指示に従い、防疫を実施するものとする。 

（２）防疫班の編成 

    り災地等の消毒等を実施するため防疫班を編成する。 

防疫班は職員及び委託業者で編成する。 

（３）防疫実施の方法 

① 被災地等の消毒 

      防疫班は、班長の指示に従い、被害情報報告等に基づき防疫実施計画を作成し、被災地

のり災家屋、下水、井戸等並びに伝染病発生地域の患者家屋及び周辺地域について、消毒

を実施するものとする。 

実施に当たっては、感染症予防法施行規則第１４条から第１６条及び結核感染症課長通

知に定めるところによるものとする。 

浸水被害を受けた家屋の消毒については、防疫班で消毒液を必要に応じて購入し、浸水

家屋の所有者または居住者に配布、消毒を依頼する。浸水家屋への消毒液配布については

感染症法による知事の消毒指示を待たずに実施する。 

浸水家屋の「床下」の消毒については、知事の感染症法による消毒指示があった場合に

実施する。「床下」の消毒は技術と設備が必要であるため、専門業者に委託する。 
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② り災地等のねずみ族、昆虫等の駆除 

      防疫班は、班長の指示に従い、り災地のねずみ族、昆虫等の駆除を実施するものとする。 

実施に当たっては、感染症予防法第２８条第２項の規程により、知事が定める地域内で

知事の命令に基づき実施するものとする。 

 ③ 感染症患者の収容連絡 

   感染症患者を収容する必要があるときは、速やかに水俣保健所に連絡し、実施に当たら

せるものとする。 

    ④ 避難所の防疫指導 

      避難所が設置された場合、市長が指名した施設管理者を通じて、必要に応じ消毒剤の配

置等の防疫に当たらせるものとする。 

（４）防疫用資材の備蓄 

防疫活動のための防疫用機材及び防疫用薬剤は、資料編Ｐ４１（「６消防力の現況等」「（４）

防疫機材及び防疫用薬品）記載のとおり、環境課薬品倉庫に備蓄する。 

（５）車両の配備 

    輸送に必要な車両は、次の車両を持ってこれに充てる。 

   ① 環境課環境衛生室  軽ダンプ１台 

   ② 水俣保健所     普通自動車２台（内患者輸送車１台） 

③ 委託業者      軽ダンプ１台（シルバー人材センター等） 

２ 食品衛生の確保 

（１）食中毒の未然防止 

    市は、避難者等への食糧供給を行う場合、食中毒が発生しないよう食糧の輸送等において、

衛生確保を十分に行うものとする。 

（２）食中毒発生時の対応 

   市は、食中毒患者が発生した場合、県へ報告を行うものする。県は、必要な検査を行うとと

もに、食中毒の原因食品、原因施設設備等の調査を行い、被害拡大と再発防止に努めるものと

する。 

３ 健康管理 

（１）保健及び栄養指導 

    市は、被害が長期化する場合、避難所が多数設置されている場合等、避難所等を巡回して被

災者のニーズに対応した保健指導及び栄養指導を行うものとする。 

（２）エコノミークラス症候群の予防活動 

① 市は、発災直後にエコノミークラス症候群の発生やによる入院や死亡者が出る可能性が

高いことから、関係団体と連携して、いち早い血栓塞栓症予防の活動開始と受診の勧奨等

的確な対応を行うものとする。 

② 市は、避難者がエコノミークラス症候群に関する知識を持つための防災教育を進めると

ともに、発災時には報道機関と連携した、早期からの有効な広報の展開を図るものとする。 
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（３）誤嚥性肺炎予防のための口腔ケア・歯科保健指導 

① 市は、避難生活における口腔衛生の維持ができないことで誤嚥性肺炎による入院や死亡

者が出る可能性が高いことから、水俣市歯科医師会等と連携し、発災直後からの口腔ケア

や歯科保健活動等の的確な対応を行う。 

② 市は、避難者が誤嚥性肺炎予防のための口腔ケアの必要性に関する知識の普及・啓発を

進めるとともに、発災時には報道機関と連携した早期からの有効な広報の展開を図る。 

（４）感染症等予防活動 

市は、避難所等での集団生活では感染症が起こりやすいため、健康調査、感染予防の指導、

衛生材料（マスク、消毒液等）を配置する等感染症の予防のための対応を行う。 

（５）こころのケア対策 

市は、避難所において、市民の心的反応への対応ができるような対策をとり、必要に応じ、

保健所や県精神保健福祉センター等への応援を要請し、連携した対応を行う。 

４ 生活衛生の確保 

市は、避難者や断水等により自宅で入浴できない者の衛生状態を良好に保つため、公衆浴場業者

等と連携し、入浴サービスの提供に努める。 
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第２３節 行方不明者等捜索及び遺体収容埋葬計画（環境課） 

 

 災害により現に行方不明の状態にあり、かつ、周囲の状況から既に死亡していると推定される者の

捜索又は死亡者の遺体処理については、この計画によって市長が実施するものとする。 

 

１ 実施機関 

 （１）行方不明者等の捜索及び埋葬等は、市長の指示に従い、警察機関、消防機関及び地元住民の

協力を得て、二次被害の危険性を考慮し、安全性を確保したうえで、災害対策本部において行

う。 

 （２）災害救助法適用が適用される場合には、本章第１４節「災害救助法の適用計画」に基づき市

長が実施する。 

２ 作業班の組織及び編成 

 （１）単位組織 

班 別 班 長 班 員 消防団 応援警察官 

遺体捜索及び収容班 １人 ５人 １５人 １人 

遺体処理班 １人 ２人   

 （２）単位組織をもって１班を編成し、現場に応じて地元住民等の応援を要請できるものとする。 

３ 遺体の収容処理方法 

 （１）遺体収容 

    ア 遺体が発見された場合は、直ちに所轄警察署又は交番に連絡し、現場において警察の検

死を行い、判明した身元については直ちに遺族へ引き渡し、不明者については一時予定の

場所に収容する。 

    イ 遺体の収容場所については、状況に応じ、市長が指定した場所に設置する。 

      遺体が少数の場合は、付近の市関係施設又は公民館を安置所とし、多数の場合は、総合

体育館等の施設を利用する。 

（２）遺体の処理 

    ア 収容した遺体は、所定の時間安置し、引取人の申し出がなく、又は身元が判明しないと

きは仮埋葬に付する。 

    イ 遺体ごとにその所持品、衣類等を保存しておくものとする。 

（３）市内で発見された引取人がいない遺体又は身元不明の遺体は、市長に引き渡される。 

なお、引き渡される場合の戸籍法第９２条第１項の規定による警察署からの報告は、死亡

報告書に本籍等不明死体調査書を添付して行われる。 
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４ 遺体の火葬 

（１）市長は次により火葬の実施体制の確保を行うものとする。 

① 火葬場の被災状況の把握 

② 死亡者数の把握 

③ 火葬相談窓口の設置 

④ 遺体安置所の確保 

⑤ 作業要員の確保 

⑥ 火葬場への搬送経路及び搬送手段の確保 

⑦ 棺、遺体保存剤及び骨壺の調達 

⑧ 火葬場で使用するための火葬用燃料の確保 

 （２）火葬場等の状況 

    水俣芦北広域火葬場ななうら苑 葦北郡津奈木町千代７００番地 

    １日処理能力 ８体（成人） 
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第２４節 清掃計画（環境課） 

  

災害を受けた地域住民に対し、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）

の定めるところにより、汚物を衛生的に処理し、生活環境を清潔にすることで、公衆衛生の向上を図

るものとする。 

 

１ 実施機関 

 （１）法令に定めるもののほか、災害時における被災地の清掃については、市長の指示により災害

対策本部が設置する環境対策班において実施するものとする。 

 （２）被災の規模により、本市のみで処理不可能な場合は、水俣芦北広域行政事務組合、芦北地域

振興局保健福祉環境部（保健所℡６３－４１０４）及び他市町村に連絡し応援を求めるほか、

「災害時における廃棄物の処理等の支援活動に関する協定書」に基づき県環境生活部循環社会

推進課を通じて熊本県産業廃棄物協会へ要請し実施するものとする。 

２ 環境対策班の組織、編成 

 （１）ごみ処理班 

班 名 班 数 １班の要員 １台１回処理量 処理能力回数 

自動車班 ３班以上 ３人 １．５ｔ ４回～６回 

 （２）し尿処理班 

班名 班数 １班の要員 １台１回処理量 処理能力回数 

バキューム車班 ５班以上 ２人 １．８ｔ ４回～５回 

 （３）被災の規模により応援を必要とするときは、環境課長が状況に応じて措置を行うものとする。 

３ 清掃方法 

 （１）災害時におけるごみ収集は、次の要領に基づいて実施する。 

    ① 被災地域のごみ収集は、他に優先して実施するものとする。 

② 火災ごみが堆積した場合、消防本部から要請を受けたときは、他に優先して行うものと

する。 

③ 災害による特別清掃の実施が必要であると認めた地域のごみ収集は、他に優先して行う

ものとする。 

④ 収集されたごみは、環境クリーンセンター及び水俣芦北広域行政事務組合クリーンセン

ターにおいて処理する。 

⑤ ④の施設が使用不能の場合は、岡山不燃物埋立地において処理することができる。 

⑥ ①～④において、収集又は処理が人的及び量的に困難な場合は、災害時の協定に基づき

熊本県産業廃棄物協会へ要請を行う。 

⑦ 環境クリーンセンター及び水俣芦北広域行政事務組合クリーンセンターの位置及び能力

は次のとおりである。 

位  置 可燃物処理能力 

水俣市築地９－４０ １日 ４３ｔ／２４ｈ 

  



第３章 災害応急対策計画 

 

 - 149 - 

（２）災害時におけるし尿処理は、他に優先して収集する。 

    ① し尿処理の必要を認めた場合は、取扱業者に出動を要請し、汲取作業を実施する。 

    ② 収集したし尿は、通常と同様の処理を行う。 

４ 仮置場の選定 

  被災家屋等から排出される災害廃棄物や避難所ごみを一時的に集積及び被災した住民自ら持ち込

める場所として仮置場を設置する。（生活ごみの持ち込みは想定していない。） 

  発災後の被災状況を踏まえ、次のとおり市所有の土地等（グラウンド、公園）を優先的に使用す

ることとし、災害の規模、被災状況等に応じて国、県、民間所有地等を借上げ、随時設置するもの

とする。 

  災害廃棄物仮置場候補地 

 候補地の名称（施設名） 所在地 

① 市有地 

浄化センター敷地内（残土チェックピット他） 水俣市築地１１－５０ 

湯之児病院跡地 水俣市浜４０８０ 

旧砕石場跡地 水俣市浜 

旧水天荘跡地駐車場 水俣市浜 

② 国・県 
エコパーク水俣 水俣市汐見町 

水俣高校第２グラウンド 水俣市南福寺６－１ 

③ 民間所有地 
（株）ＪＮＣ（旧水俣電子跡地） 水俣市浜松町５７－６ 

民間所有の田畑 （別途連絡） 

  ※上表の仮置場候補地については、災害の発生状況等により優先順位を定めて選定するとともに、

自衛隊への派遣要請を行った場合の宿営地及びヘリポート等、他の用途への使用について支障が

生じないよう関係機関等と連絡調整を行う必要がある。 

  ※水俣高校第２グラウンドについては、地震・大規模火災時の避難場所に指定されていること及

び災害時のヘリコプター発着予定地（熊本県地域防災計画）のため、関係機関等との調整が必要

である。 
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第２５節 障害物除去計画（土木課、環境課） 

  

豪雨、河川等の溢水、がけ崩れ等による崩土石、落石、風倒木、竹木等の災害に関して発生した障

害物の除去等の方法を定め、り災者の保護を図るものとする。 

 

１ 事前措置 

 （１）崩土による土砂、竹木、落石等によって道路を閉塞することが予想される箇所については、

あらかじめ集積又は捨土場所を選定しておくものとする。 

 （２）障害物除去に必要な車両、重機械器具等を常に点検整備し、随時使用できるようにしておく

ものとする。 

２ 実施機関 

 （１）障害物の除去は、市長の指示により土木課、消防団等において実施するものとする。 

 （２）市長は、災害の規模に応じ、障害物除去作業を別に定めるところにより関係業者に請け負わ

せることができる。 

 （３）災害救助法が適用される場合には、本章第１４節「災害救助法の適用計画」に基づき市長が

実施する。 

３ 障害物の保管等の場所 

 （１）除去された障害物のうち、保管可能のものは、保管場所に一時保管するものとする。 

（２）保管場所は、あらかじめ定めた場所又は生命・財産に影響若しくは危険のない所で、その都

度、福祉環境部長が指定し、その旨を公示するものとする。 

４ 障害物の売却及び処分 

 （１）保管した工作物等が滅失し、又は破損するおそれがあるときは、その工作物を売却し代金を

保管するものとする。 

 （２）前記保管者が、当該工作物の保管に不相当な費用又は手数を要すると認めたときは、その工

作物を売却し、代金を保管するものとする。 

（３）売却の方法及び手続は、競争入札又は随意契約により行うものとする。 

（４）その他、法令等に特別の規定があるものについては、それぞれ当該法令等の定めるところに

よるものとする。 
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第２６節 輸送計画（市民課） 

  

災害時におけるり災者の救出、災害対応対策の実施に必要な人員、物資、資材等の緊急輸送力の確

保を図り、応急措置の万全を期するものとする。 

 

１ 実施機関 

実施機関は、災害対策基本法第５０条に規定する実施責任者(市長)とする。ただし、その災害の

状況に応じ輸送を営業とするもの又は自衛隊等に応援を要請して輸送の確保を図るものとする。 

２ 輸送力の確保 

所有する車両だけで輸送ができない場合は、必要に応じて借上げを行う等、輸送の円滑化を図る

ものとする。 

 （１）車両等の確保 

    ① 公共的団体の車両等 

    ② 輸送を業とする者の所有車両等 

    ③ その他（自家用車両等） 

 （２）鉄道、空中輸送等の確保 

    ① 鉄道輸送の要請 

      必要に応じ、九州旅客鉄道株式会社新水俣駅等に要請するものとする。 

    ② 空中輸送の要請 

      本章第３２節「自衛隊派遣要請計画」に定めるところによる。 

 （３）船舶の確保 

    ① 公共的団体の船舶 

    ② 海上輸送を業とする所有船舶等 

３ 輸送の方法 

  輸送の方法は、道路輸送、鉄道輸送、海上輸送、空中輸送及びその他陸上輸送とする。 

４ り災者の救助における輸送の範囲 

 （１）災害のため現に被害を受け、又は受けるおそれのある場合で、り災者を安全な場所に避難さ

せ、人命を保護する場合 

 （２）医療対策班では処理できない重症患者等で緊急医療措置を講じなければならない場合 

 （３）その他必要と認められる場合 

５ 道路輸送 

災害時における緊急輸送は道路輸送に重点を置き、各関係機関は迅速かつ的確に行われるよう努

めるものとし、必要に応じて、「災害発生時における物資等の緊急輸送に係る協定」に基づき、熊本

県トラック協会へ緊急輸送を要請する。 

なお、市内輸送業者は、資料編Ｐ６６（１８市内運送業者一覧）記載のとおりである。 
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６ 鉄道輸送 

道路輸送が困難を極め、又は不可能な場合で鉄道輸送による輸送が迅速かつ適切と判断される場

合に応急輸送の確保を図るものとする。 

７ 海上輸送 

本市内の島には住家は存在しないので、海上輸送は、船舶の海難及び沿岸住民の道路遮断に対し

て応急措置をとるものとし、主として八代海上保安署に船艇出動を要請するとともに、関係機関の

協力を得て応急輸送の確保を図るものとする。海上輸送業者は、資料編Ｐ６６「１９海上運送業者

一覧」記載のとおりである。 

８ 空中輸送 

 （１）ヘリコプター等による空中輸送は、海上及び陸上の各輸送によりがたく、かつ緊急を要する

ものと市長が認めたとき、「熊本県防災消防ヘリコプター応援協定」及び本章第「３２節 自衛

隊派遣要請計画｣に基づき実施するものとする。 

（ＴＥＬ：０９６-２８９-２２１２、ＦＡＸ：０９６-２８９-２２７７） 

 （２）ヘリポート予定場所は資料編Ｐ６７（２１災害時ヘリポート予定場所）記載のとおり。 

９ 輸送手続 

（１）輸送業者との別途契約によるもの 

 （２）市及び市内官公署によるもの 

 （３）その他民間人の協力によるもの 

 （４）(２)(３)による場合の燃料補給は、危機管理防災課で発行する給油券によって行うものとす

る。 

１０ 緊急輸送路 

大規模災害時に備え、輸送道路の確保の観点から以下のとおり緊急輸送道路として指定する。 

 （１）県が指定している第一次緊急輸送道路 

    県庁舎、地方生活圏中心都市の役場等、重要港湾、空港等の防災拠点を結ぶ道路 

     ・国道３号 

・国道２６８号 

 （２）市が指定している緊急輸送道路 

    県が指定している緊急輸送道路を補完する防災施設等を結ぶ道路 

     ・主要地方道路 人吉水俣線 

     ・主要地方道路 水俣田浦線 

     ・一般県道 水俣出水線 

     ・一般県道 湯出大口線 

     ・一般県道 越小場湯浦線 

     ・一般県道 深川津奈木線 

     ・一般県道 水俣港線 

     ・一般県道 水俣港大黒町線 
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第２７節 交通施設災害応急対策計画（土木課） 

 

 災害時における被災地域への緊急輸送及び一般交通の円滑を図るため、道路、その他交通施設の応

急措置、交通の規制等により、交通の確保を図るものとする。 

 

１ 道路、橋等の危険箇所の把握 

 （１）市の管理する道路の措置 

    ① 市長は、その管理に属する道路について、災害時における危険箇所をあらかじめ調査し

ておくとともに、災害が発生した場合には、調査対策班を編成し、当該道路の被害状況の

調査及びその応急措置を行うものとする。 

    ② 調査対策班の組織 

      産業建設対策部員をもって充てる。 

    ③ 調査対策班は、地元消防団、自治会長等と協力し、情報収集を行うとともに、市の管理

する道路について危険箇所を発見したときは、速やかに産業建設対策部長に次のことを報

告するものとする。 

      ア 路線名 

      イ 箇所(できる限りわかりやすく) 

      ウ 被害拡大の可能性の有無 

      エ 被災の状況 

 （２）国及び県が管理する道路についての措置 

    上述（１）のとおり、国道及び県道についても調査を行い、危険箇所を発見したときは、国

又は県に報告するものとする。 

    被害が甚大で市だけでは対応できない場合は、災害時応援協定に基づき、国土交通省九州地

方整備局及び県に協力を求めるものとする。 

２ 応急措置 

 （１）交通規制 

    危険が予想される道路、橋等については、警察署に連絡及び交通規制を要請し、交通の確保

を図るものとする。 

 （２）道路、橋等が災害により交通危険の場合は、迂回路の設定等応急措置を行う。 

 （３）「災害時における応援に関する協定書」に基づく建設業協会の応援 

    交通施設の応急確保について、「災害時における応援に関する協定書」に基づき、水俣市建設

業協会の緊急出動隊に応援を要請し、産業建設対策部の指揮のもと、迂回路等の応急措置を行

うものとする。 

３ 応急措置状況の周知 

交通規制や迂回路の設定等の応急措置を行った場合は、防災行政無線、市ホームページ等により、

住民へ周知を図るものとする。 
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第２８節 緊急通行車両計画（危機管理防災課） 

 

災害が発生し、又は災害が発生しようとしている場合において、災害応急対策に必要な人員、資機

材等を迅速かつ確実に輸送するため、緊急通行車両の運用、確認手続等を整備するものとする。 

 

１ 緊急通行車両の限定 

緊急通行車両において輸送する対象は、災害状況及び被災応急対策の進捗状況に応じて、おおむね

以下のとおりとする。 

（１）第一段階（災害発生初動期） 

① 救助・救急活動、医療活動の従事者、医薬品等人命救助に要する人員及び物資 

② 消防、水防活動等災害の拡大防止のための人員及び物資 

③ 交通規制に必要な人員及び物資 

④ 後方医療機関へ搬送する負傷者等 

⑤ 政府災害対策要員、地方公共団体災害対策要員、情報通信・電力・ガス・水道施設保安

要員等初動の応急対策に必要な要員及び物資 

⑥ 緊急通行に必要な輸送施設、輸送拠点の応急復旧及び緊急輸送道路確保のための人員及

び物資 

（２）第二段階(応急対策活動期) 

① 前記（１）の継続 

② 食糧、水等生命維持に必要な物資 

③ 傷病者及び被災者の被災地域外への輸送 

（３）第三段階(復旧活動期) 

① 前記（２）の継続 

② 災害復旧に必要な人員及び物資 

③ 生活必需品 

２ 緊急通行車両の確認 

市は、公安委員会が災害対策基本法第７６条に基づく通行の禁止又は制限を行った場合、緊急通行

が必要な車両の使用申請手続を行うものとする。 

 申請窓口等については、以下のとおり 

（１）申請窓口 

① 熊本県（知事） 知事公室危機管理防災課 

② 公安委員会   ア 県警察本部 交通部交通規制課 

イ 水俣警察署 地域・交通課 

（２）緊急通行車両の証明書及び標章の交付 

緊急通行車両の申請後は、知事及び公安委員会から証明書及び標章の交付を受けるものとす

る。 
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（３）緊急通行車両の事前届出 

    市は、災害応急対策に当たる車両等に対して、緊急車両としての円滑な手続が実施できるよ

うに、事前に緊急通行車両の届出を行っておくものとする。 

    ① 災害時において、災害対策基本法、大規模地震対策特別措置法及び原子力災害対策特別

措置法に規定する災害応急対策を実施する計画がある車両 

② 次に掲げる方法により、所有又は使用する車両 

ア 市が所有する車両 

イ 市が契約等により専用に使用する車両 

ウ 市が災害時に関係機関・団体等から調達する車両 

      エ 民間事業者等において所有する車両のうち、災害時応援協定などに基づき、災害発

生時に専ら使用される車両 

３ 災害時における車両の移動等 

（１）道路交通規制等 

公安委員会は、緊急通行車両以外の車両の通行禁止等を行うため必要があるときは、道路管理

者に対し、緊急通行車両の通行を確保するための区間の指定、放置車両、立ち往生車両等の移動

等について要請するものとする。 

（２）道路啓開等 

道路管理者は、放置車両等で道路を閉塞した場合には、緊急通行車両の通行を確保するため緊

急の必要があるときは、運転者等に対し車両の移動等の命令を行うものとする。 

運転者がいない場合、立ち往生し運転者で対応できない車両が発生した場合等においては、道

道管理者は、自ら車両の移動等を行うものとする。 
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第２９節 災害ボランティア計画（福祉課） 

 

災害ボランティアによる被災者への救援活動を、円滑かつ効果的に展開するための計画である。 

 

１ 災害ボランティアセンター 

（１）設置主体 

市及び市社会福祉協議会は、協定に基づき、災害状況に応じて災害ボランティアセンターを 

設置する。 

災害ボランティアセンターの設置場所は「もやい館」とするが、災害の状況等に応じて、市、

市社会福祉協議会及び関係機関と協議して設置場所を決定する。 

なお、広域単位での設置も考慮し、事前に近隣市町村、社会福祉協議会等との協力体制を構

築しておく。 

（２）役割と機能 

① 市及び県災害ボランティアセンターとの連絡調整 

② 地域のボランティア関係団体との情報交換、運営スタッフ等の派遣要請 

③ 活動用資材及び機材の調達（県ボランティアセンター、市等と連携） 

④ ボランティアニーズ及び被害状況の把握 

⑤ ボランティアの受入 

⑥ ボランティア保険の加入手続 

⑦ ボランティア希望者の配置等 

⑧ 救援物資の仕分け及び配布 

⑨ 現地での支援活動 

⑩ ボランティアの健康管理 

⑪ その他 

（３）市の対応 

① 連携会議の設置 

② 連絡調整 

③ 活動場所の提供 

④ 行政情報、災害情報（道路情報、地域の被害情報及び避難情報）等災害ボランティアセ

ンターとの適切な情報提供 

⑤ 災害ボランティア活動に関する広報 

⑥ ボランティアの活動環境整備 

（４）組織及び運営体制 

① 組織 

関係団体と協議の上、効率的かつ効果的な組織体制を整備する。 

② 運営体制 
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ボランティア関係団体及び県災害ボランティアセンターから派遣される運営スタッフ、

災害対応を専門とするＮＰＯ等が協働し、それぞれが持つ機能やネットワーク等が活かさ

れるような運営体制とする。 

（５）閉所の時期について 

災害ボランティアセンターの閉所に当たっては、被災地の自治会、関係機関、関係団体等と

慎重に合意形成を図りながら、被災地におけるボランティアに対するニーズの状況を総合的に

勘案したうえで閉所するものとする。 
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第３０節 労務供給計画 

（土木課、経済観光課、農林水産課、都市計画課、上下水道局、いきいき健康 

課、市民課、環境課、給食センター） 

  

災害における応急措置及び災害復旧作業を、迅速かつ適切に実施するため必要な労務者の確保につ

いて労務供給計画を次のとおり定めるものとする。 

 

１ 動員等の順序 

 （１）民間団体(奉仕団)の動員 

    災害応急措置の実施に当たり、大量の労務を必要とし、作業内容が明確で単純軽易なものに

ついて、市長は次の民間団体に対して協力を求めるものとする。 

   ○民間団体の状況 

    水俣市地域婦人会（水俣日赤奉仕団）   

    農協婦人部               

 （２）労務者の雇上 

    市長は、災害応急措置の実施に当たり、労務者を必要とするときは、水俣公共職業安定所長

及び芦北地方災害対策本部長（芦北地域振興局長）に対し、要請するものとする。 

    要請に当たっては、次に掲げる事項を文書又は口頭（電話）で示して行うものとする。 

    ① 職業別及び所要労働者数 

    ② 作業場及び作業内容 

    ③ 労働条件 

    ④ 宿泊施設の状況 

    ⑤ その他必要事項 

２ 応援要請 

 （１）民間団体に協力を要請しようとするときは、相互応援協定等に基づき、市民対策部において

次の事項を明確にして、当該地域及び隣接の団体の長に対して応援を要請するものとする。 

    ① 応援を必要とする理由 

    ② 従事場所 

    ③ 作業内容 

    ④ 人員 

    ⑤ 従事期間 

    ⑥ 集合場所 

３ 民間団体応援隊の編成及び活動 

 （１）応援隊の編成 

    災害の規模に応じて、現地において組織し、産業建設対策部長又は市民対策部長の指示に従

うものとする。 
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 （２）活動内容 

    応援隊の災害応急措置に係る活動内容は、主に次のとおりとする。 

    ① り災者の救助作業及び災害応急復旧作業 

    ② 災害直後の炊き出し作業 

 （３）民間団体への応援連絡は、市民対策部において行う。 

 （４）応援隊の長は、その活動記録を作成し市民対策部を通じて、災害対策本部に提出するものと

する。 

４ 緊急時の従事命令 

市長は、災害対策基本法第６５条第１項の規定に基づき、災害応急措置を実施するため、緊急の

必要がある場合は、市内の住民又は当該応急措置を実施すべき現場にある者に対し、従事命令を発

するものとする。 

５ 特殊技術者等に対する従事命令 

災害対策基本法第７１条第２項の規定に基づく知事の委任があった場合は、市長は通知された期

間、当該事務を行われなければならない。 
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第３１節 文教対策計画（教育課） 

  

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合は、災害対策基本法及びその他の法令に基づき、児

童生徒等の生命及び身体の安全を保持し、文教施設を災害から保護して教育行政の確保を図るもので

ある。 

なお、市内の各小中学校における個々の災害計画については、法令又は規則に基づき、別途校長が

計画を定めるものとする。ただし、各市内小中学校は、各地域の避難所となっているので、本計画と

の整合性を図るよう努めなければならない。 

 

１ 実施責任者 

（１）市立小中学校の文教施設の災害応急措置は、市長が行うものとする。 

（２）市立小中学校の児童及び生徒に対する災害応急教育対策は、市教育委員会が行うものとする

が、災害救助法が適用された場合、又は市が災害応急対策を実施することが困難な場合は、県、

又は県教育委員会は、必要関係機関の協力を求めるものとする。 

 （３）私立学校等(幼稚園等)の文教施設の災害応急措置及び児童生徒の災害教育対策は、当該施設

の管理者が行うものとするが、必要があるときは市の関係機関とともに協力するものとする。 

（４）県立学校の生徒に対する災害応急教育対策は、知事又は県教育委員会が行うものであるが、

要請があったときは協力するものとする。 

２ 文教施設の応急対策  

市長は、災害の状況により、教育関係機関と連絡をとり、災害の状況を的確に掌握し、災害の程

度に応じて適切な指示を行い、応急措置を速やかに実施し、災害時における応急教育に支障のない

よう措置するものとする。 

３ 応急教育実施の予定場所 

 （１）教育委員会は、災害発生のおそれがあり、又は災害が発生し、次に掲げる事態に至ったとき

は、あらかじめ定めた場所若しくは被害の状況に応じて適当な場所を定め、応急教育を実施す

るものとする。 

    ① 学校施設がり災し、教室等が使用不能になったとき。 

② 災害が発生し、応急復旧の見込みがないとき。 

    ③ 交通途絶により、通学困難なり災児童及び生徒が多数あるとき。 

    ④ 災害により学校を開放することが困難なとき。 

    ⑤ その他応急措置が必要と認められるとき。 

 （２）応急教育の実施予定場所 

    ① 被害を免れた隣接地域の学校施設、公民館及び公共の施設 

    ② 応急教育実施に適した民間施設 

    ③ 近接市町の小中学校施設への委託等 
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４ 応急教育の方法 

（１）教育実施者の確保等 

    市教育委員会は、県教育委員会及び芦北教育事務所と緊密な連絡をとり、応急教育実施のた

め支障をきたすことのないよう、必要に応じ、県教育委員会に対し教職員の応援を求めるなど、

教育上の混乱が生じないよう教育実施者の確保に努めるものとする。なお、教育実施者が不足

する場合は、他管内の教育実施者を動員するものとする。 

また、被災した児童生徒や教職員の心身の状況を把握し、必要に応じ、心のケア行う専門職

員の配置ついて、県教育委員会へ応援を求めるものとする。 

 （２）教材、学用品等の調達及び配給の方法 

    ① 教材、学用品等の被害を受けた場合は、所定の様式に従って、県教育委員会に報告する

（災害救助法が適用された場合は市長を経由して報告する）とともに、市長にも被害状況

を通報するものとする。 

    ② 県教育委員会が教材、学用品等のあっ旋及び調達をする一方、地元の特約教科書販売店

及び学用品文具店の協力を求めるものとする。 

５ 学校給食等の措置 

災害により学校給食の施設、設備、物資等に被害を生じた場合は、市長は県教育委員会に報告し、

指示を仰ぐ一方、災害の状況により直ちに対策措置を講ずるものとする。 

また、教育委員会は、速やかに被害物資の状況を県教育委員会に報告し、被害物資の処分方法及

び供給方法について指示を求めるものとする。 

６ 災害救助法による学用品の支給 

災害により住家に被害を受け、学用品を喪失又は損傷し、就学上支障のある小中学校の児童及び

生徒に対しては、必要最小限の学用品を給与し、教育活動の確保を図るものとする。 

 （１）支給対象者 

    災害によって住家に全壊、半壊、全焼、半焼、床上浸水等の被害を受けた小中学校の児童及

び生徒とする。 

 （２）支給品目 

    教科書、教材、文房具、通学用品等とする。 

 （３）調査及び報告 

    教育班（教育総務課）は、災害の程度により、学校長に対し、被害状況の取りまとめを依頼

し、結果を県教育委員会及び救助班（福祉課）に報告するものとし、報告を受けた救助班（福

祉課）は、災害救助法に係る手続きを行う。 

 （４）支給方法 

   教科書等の支給は、学校長と協議の上、教育班（教育総務課）が実施する。 

（５）支給期間 

    教科書及び教材については、災害発生の日から１ヶ月以内、文房具、通学用品等については

１５日以内とする。 
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第３２節 自衛隊派遣要請計画（危機管理防災課） 

  

本計画は、天変地異その他の災害に対し、人命又は財産保護のため、自衛隊法第８３条の規程に基

づく自衛隊の派遣要請に関する必要な事項を定め、自衛隊の効率的な災害派遣を期するものである。 

 

１ 災害派遣要請基準 

市長は、天変地異その他の災害に際して、人命又は財産の保護のため、必要があると認める場合

には、災害派遣の要請を知事に要求することができる。 

ただし、通信の途絶等により知事に要求できない場合は、自衛隊に通知を行うことが出来る。 

（１）災害派遣要請（要求）における考慮すべき三要件 

  ア 緊急性 

     さし迫った緊急性があるとき。 

イ 非代替性 

     自衛隊の部隊が派遣される以外にほかの適切な手段がないとき。 

ウ 公共性 

     公共の秩序を維持するために、人命又は財産を社会的に保護しなければならない必要性が

あるとき。 

（２）災害派遣要請の要求 

    ① 市長は、知事に対し、自衛隊の災害派遣要請をするよう要求することができる。 

    ② 知事に災害派遣要請を要求するときは、次の事項を明らかにするものとする。 

      ア 災害の状況及び派遣を必要とする事由 

      イ 派遣を希望する期間 

      ウ 派遣を希望する人員、車両、船舶、航空機、資材等の概数 

      エ 派遣を希望する区域及び活動内容 

      オ その他参考となる事項 

連絡手段、連絡場所、連絡責任者、部隊の集結地、集結地に至る経路上の目標物等 

（３）自衛隊の自主派遣 

    例外的な措置として、大規模な災害が発生した場合に、情報収集のための部隊派遣、通信の

途絶等により連絡が不可能な場合の人命救助のための部隊の派遣等、特に急を要し、要請を待

ついとまがないと認められる場合には、要請を待たないで派遣される場合がある。 

 

※ 市が、自衛隊の派遣を要求する前の段階において、ライフライン関係企業が、応急活動を行うに

当たって自衛隊の応援を必要とする場合がある。この場合、ライフライン関係企業から市長に要請

があった場合には、できる限り県知事へ自衛隊の派遣を要求するものとする。 
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【災害派遣要請（要求）の流れ】 

 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 派遣部隊等の受け入れ措置 

 （１）市災害対策本部と自衛隊派遣部隊との情報共有及び調整 

   市災害対策本部、警察、消防等の防災機関は、派遣された自衛隊の活動が円滑に行われるよ

う、各種情報を迅速かつ的確に把握し、自衛隊指揮官と相互に絶えず情報交換を行い、情報の

共有を図ること。 

   ① 市職員の派遣 

     自衛隊の要求により、市職員の派遣要請等があった場合には、市職員を自衛隊の主要活

動地点へ派遣し、市防災行政無線移動系携帯型無線機の貸与を行う等、可能な限り、迅速

な措置を行わなければならない。 

   ② 他機関との調整 

     自衛隊の活動と他機関との活動が重複しないよう、必要な調整を行う。 

     調整に当たっては、それぞれの機関の力が最大限に発揮されるよう配慮する。 

（２）活動拠点の提供 

① 指揮所、宿泊施設及び野営施設の提供 

提供施設については、災害の種別及び避難住民の状況にもよるが、総合体育館（本館）、

武道館、エコパーク水俣等、一定の面積を有し、指揮所スペースの確保ができ、駐車場が

広い施設を優先的に確保する。 

② ヘリポートの提供 

ヘリの派遣要請を行う場合は、要請手続の際に、使用可能なヘリポート名、着陸地点の

風向及び風速等を、あらかじめ熊本県（危機管理防災課）に連絡を行うこと。 

また、近隣住民へ周知し、安全を確保するとともに、発煙筒等をたいて着陸前に風向を

示しておくこと。 

      派遣部隊の任務以外に一般復旧計画は別途依頼すること。 

陸 上 自 衛 隊 第 ８ 師 団 長 

（北熊本駐屯地） 

海 上 自 衛 隊 佐 世 保 地 方 総 監 

（佐世保基地） 

航空自衛隊西部航空方面隊司令官 

（春日基地） 

要求 要請 

第十管区海上保安本部長 

熊本空港事務所長 

部隊派遣 派遣部隊長 

市 長 熊本県知事 

（芦北地域振興局） 

（知事に要求できない場合：直接通知） 

要請 

（北熊本駐屯地） 

通知 通知 災害派遣命令 
陸上自衛隊 

西部方面特科連隊第１大隊長 
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 （３）資機材の提供等 

応急措置に必要な資機材等については、自衛隊指揮官と協議して決めること。 

 （４）経費の負担 

自衛隊派遣による経費の負担については県地域防災計画によること。 

３ 自衛隊に要請する活動内容 

災害派遣要請において、自衛隊に期待する主要な活動内容は次の事項とする。 

 （１）人命救助：行方不明者の捜索、被災者の救出及び救助 

 （２）消火活動：林野火災等に対し、航空機による消火 

 （３）水防活動：土のう作成、運搬及び積み込み 

 （４）宿泊活動：テントを使用した宿泊施設の設置 

 （５）給水活動：水タンク車及び水トレーラによる給水 

 （６）給食活動：給食車による炊飯(温食) 

 （７）入浴活動：公園、グラウンド等の野外における応急風呂の開設 

 （８）医療及び防疫：応急救護、除染車等による地域の防疫 

 （９）緊急物資等の輸送：車輌及びヘリコプターによる物資の輸送 

 （10）道路の応急啓開：応急土木工事及び土砂崩れに対する工事等 

４ 災害派遣要請窓口 

機関名 連絡窓口 電話番号 

熊本県 危機管理防災課 ０９６-３３３-２１１５ 

陸上自衛隊 

第８師団司令部 

（北熊本駐屯地） 

０９６-３４３-３１４１  

（内線３２３４） 

夜 間（内線３２９９） 

西部方面特科連隊 

第１大隊第３係 

（北熊本駐屯地） 

０９６—３４３—３１４１  

（内線３６４７） 

夜 間（内線３６４６） 

ＦＡＸ（内線３６０７） 

海上自衛隊 
佐世保地方総監部 

（佐世保基地） 

０９５６-２３-７１１１ 

   （内線３２２５） 

夜 間（内線３２２２） 

航空自衛隊 
西部航空方面隊司令部 

（春日基地） 

０９２-５８１-４０３１ 

   （内線２３３４） 

夜 間（内線２８５０） 
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５ 災害派遣要請（要求）の一例 

 

水災対第〇号 

                           令和〇〇年〇〇月〇〇日 

   熊本県知事 〇〇 〇〇 様 

                                              

水俣市長 〇〇 〇〇     

 

   自衛隊の災害派遣の要請について（要求） 

  このことについて、災害対策基本法第６８条の２第１項の規定に基づき、下記のとおり、自衛隊の派遣 

要請を求めます。 

記 

１ 災害の状況及び派遣を必要とする事由 

（１）人的被害 

   令和〇〇年○○月○○日からの豪雨により、○○日午前○〇時〇〇分、○○地区での土石流等によ

り、〇名の行方不明者が発生している。水俣消防署、消防団等〇〇名が捜索・救助活動にあたってい

るものの本市の対応能力を超え、迅速な人命救助が必要である。（緊急性） 

（２）物的被害 

   水道送水管損壊により、〇〇病院、○○避難所等への断水が発生し、道路寸断のため給水車等も出

動できず、入院患者、高齢者等への早急な給水が必要である。（非代替性）（公共性） 

２ 派遣を希望する期間 

  令和○○年○○月○○日 午前○○時○○分から復旧に向けた本市機能が回復するまでの間 

３ 希望する部隊規模 

  人命救助、医療・給水支援に必要な人員、車両（重機、給水車等）、航空機等を希望 

４ 派遣を希望する区域及び活動内容 

（１）活動区域 

   土石流災害現場、〇〇病院、〇〇地区、〇〇地区・・・の避難所 

（２）活動内容 

   行方不明者の捜索・救助活動、医療支援、給水支援 

５ その他 

（１）派遣部隊の集結目標 

   水俣市総合体育館（ＵＴＭ座標：・・・・・・） 

（２）ヘリ着陸点 

   〇〇小学校グランド（ＵＴＭ座標：・・・・・・） 

（３）連絡調整者 

   水俣市役所危機管理防災課 役職 〇〇 〇〇  電話：０９６６－６１－１６０４ 
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第３３節 海上災害対策計画（危機管理防災課、経済観光課、農林水産課、消防本部） 

  

本計画は、船舶の海難による油の流出、大規模な海上火災、大量の放射性物質の放出、船舶及び航

空機の遭難による多数の人命の損失並びにその他異常な自然現象による海上災害が発生し、又は発生

するおそれのある場合、海難救助、被害の拡大の防止及び災害の未然防止等応急措置を実施し、海上

における住民の生命、身体及び財産を保護するとともに、社会秩序の維持に当たるものとする。 

 

１ 各関係機関の措置 

海上災害が発生した場合、八代海上保安署、県、県警察、水俣市及び消防本部は、連携して応急

対策を実施するとともに、その他の関係団体の協力を求めるものとする。 

 （１）八代海上保安署の措置 

① 予防対策 

      ア 防災協力体制に関すること。 

      イ 海上災害の予防計画に関すること。 

      ウ 防災施設、防災資機材等の把握及び整備に関すること。 

      エ 海難防止の指導及び啓発に関すること。 

      オ 防災関係資料の収集に関すること。 

      カ 海上防災の研修及び訓練指導に関すること。 

      キ その他所管事項に関すること。  

    ② 応急対策 

      ア 非常対策の確立 

       （ア）災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、海上保安庁長官及び管区海上

保安本部長が発令する非常配備並びに災害対策本部の設置に必要な対策の検討及

び情報の収集を行うとともに、所要の措置を講じ、併せて水俣市災害対策本部の

設置を推進する。 

       （イ）流出油により、著しい海洋の汚染があると認められるときは、海洋汚染及び海

上災害の防止に関する法律第４５条第２項の規定に基づき、その汚染の状況につ

いて、市長に通知する。 

       （ウ）熊本県排出防除協議会に出動を要請するとともに、熊本県災害対策本部との連

携を進めるものとする。 

          特に必要があると認めるときは、市長に対し、海防法第４１条の２の規定に基

づき、排出された油、有害物質、廃棄物、その他の除去等海洋汚染を防止するた

め必要な措置を講ずることを要請する。 

イ 海上災害に伴う救助活動のため、管区海上保安本部長が行う自衛隊の派遣要請に必

要な調査等を行う。 

      ウ 通信の確保 
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         通信施設の保全に努めるとともに、部内及び防災関係機関との相互の通信連絡の確

保に当たる。 

      エ 警報等の伝達 

         気象、津波、高潮、波浪に関する警報及び航路障害物、航路標識の異常等、航行船

舶の安全あるいは油及び放射性物質等危険物の流出による船舶、水産資源、海陸諸施

設、公衆衛生等に重大な影響を及ぼす事態を知った場合は、安全通信、航行警報、水

路情報、ラジオ、テレビ放送、巡視船艇による巡回及びその他有効な方法により船舶

及び関係者へ伝達通知するものとする。 

      オ 災害状況の把握、情報の収集等 

        航空機又は巡視艇を災害地に派遣し、災害状況を把握するとともに、情報を収集し、

その結果を分析評価して報告又は通報するものとする。 

      カ 救助活動 

       （ア）避難の援助及び指示 

          避難命令が発令された場合において、必要があるときは、避難者の誘導を行い、

海上輸送及び船舶に危険が生ずるおそれがある場合は、適当な場所への避難の指

導をするものとする。 

       （イ）遭難船等の救助 

遭難船等が発生した場合は、捜索及び救助に当たるものとする。 

       （ウ）水防活動 

         岸壁、護岸、堤防等の決壊に対する応急復旧材の海上輸送 

       （エ）消防活動 

          船舶等の火災の消火 

       （オ）人員及び救援物資の緊急輸送 

          救助活動に必要な人員、資機材、救援物資等の緊急輸送 

       （カ）物資の無償貸与及び譲与 

          要請により、又は必要と認める場合は、規定に基づき海上災害救助用物品のり

災者への無償貸与又は譲与を行うものとする。 

      キ 海上交通安全の確保 

        （ア）漂流物、沈殿物又はその他航路障がいの応急措置及び除去についての命令又は

勧告 

       （イ）水路の損壊及び水深に異常を生じた場合の応急調査及び警戒 

       （ウ）船舶交通の安全を確保するため、交通の制限又は禁止及び必要に応じ応急標識

等の措置 

      ク 危険物の保安措置 

         危険物の保安については、防災関係機関と密接な連絡をとり、必要に応じ次の措置

を講じるものとする。 
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（ア）海面に油、放射線物質等が流出した場合の付近の警戒、油の飛散、火災発生防

止等の措置 

（イ）状況に応じ船舶交通の制限又は禁止、進行の停止、航路変更等の指示 

（ウ）危険物積載船舶について、荷役の制限又は禁止及び移動若しくは航行の制限又

は禁止の措置 

      ケ 治安の維持 

         治安を維持するため、巡視船艇を災害地に派遣し、付近の警戒を強化するとともに、

各種事犯の発生状況の実態把握に努め、関係法令に基づく取締りを強化するものとす

る。 

      コ 広報 

        住民の不安の解消及び住民の安全に重点をおき、災害、治安、救助、復旧の状況、

応急措置方法等について必要があれば、防災関係機関と連絡調整の上、報道機関等を

通じて広報を行うものとする。 

③ 災害対策基本法に基づく応急業務 

      ア 異常現象発見者からの通報の受理及び処理(第５４条) 

イ 災害を拡大させるおそれのある設備又は物件に必要な措置の指示(第５９条) 

ウ 居住者、滞在者及びその他の者に対する避難のための立ち退きの指示(第６１条) 

エ 警戒計画区域の設定及び当該区域への立入制限又は禁止並びに退去の措置（第６３

条） 

オ 応急措置を実施するための工作物又は物件の使用、収用、除去及び保管に関する業

務(第６４条) 

カ 応急措置業務への従事命令（第６５条） 

キ 応急措置の実施及び防災関係機関に対する応急措置実施要請又は指示（第７７条） 

ク 応急措置の実施に必要な物資の保管、収用、保管場所への立入り検査及び必要な報告の

徴収（第７８条) 

（２）熊本県の措置 

    ① 情報の伝達及び応急対策の指示 

      関係沿岸市町村に対し、必要な海上災害情報を伝達し、応急対策を指示する。 

② 熊本県防災消防ヘリコプターの出動 

     (電話)０９６-２８９-２２１２ （ＦＡＸ）０９６-２８９-２２７７ 

      水難事故等において、現地消防力だけでは対応できないと認められるときは、捜索及び

救助活動に出動する。 

    ③ 自衛隊の派遣要請 

      人命救助、被害の拡大防止等、応急措置のために必要があると認められるときは、自衛

隊の派遣要請を行う。 

    ④ 関係沿岸への支援 
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      関係沿岸市が行う防除作業に対し、支援を行う。 

    ⑤ その他、関係機関に対する協力要請 

（３）県警察本部の措置 

    ① 海上における警戒及び警備 

      ア 警備艇、ヘリコプター等により遭難者等の捜索救助、遺体の収容、検死及び災害情

報の収集並びに伝達 

      イ 陸上交通途絶の場合における人員、物資等の輸送及び通信連絡の確保 

    ② 沿岸における警戒警備 

      ア 災害情報の収集、伝達及び被害実態の把握 

      イ 危険物の防除活動 

      ウ 立入禁止区域の警戒及び交通規制 

      エ 住民の避難指示及び誘導 

      オ 被災者の救出、負傷者等の救護 

      カ 犯罪の予防及び検挙 

      キ 危険箇所の警戒 

      ク 死体の見分、検死及び行方不明者の調査 

      ケ 広報活動 

      コ 通信の確保 

      サ 関係機関による災害救助及び復旧活動に対する協力 

（４）水俣市の措置 

    ① 人命の救出、救護及び捜索（熊本県海難救助隊水俣地区隊長（℡６３-３７８６)に応援

要請） 

    ② 初期消火及び延焼防止 

    ③ 沿岸住民に対する災害状況の周知徹底及び警戒 

      ア 被害の及ぶおそれのある沿岸住民に対する災害状況の周知 

      イ 火気使用の制限、禁止等、火災危険防止措置の広報及び警戒 

    ④ 沿岸住民に対する避難の指示 

    ⑤ 沿岸地先海面の警戒 

      流出油、火災、漂着等被害が沿岸に及ぶおそれのある地先及び海面への巡回監視 

    ⑥ 情報収集及び関係機関への情報伝達 

 （５）関係諸団体の協力措置 

油除剤、油拡散防止資機材等を保有する関係団体等は、海上保安部、県、市等から協力を求

められた場合は、必要な応急措置の実施に協力するよう努めるものとする。 
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第３４節 救援物資要請・受入・配分計画（危機管理防災課、市民課） 

 

 大規模災害時に各方面から被災者に寄せられる救援物資について、広域物資輸送集積拠点・物資集

積拠点の速やかな開設、避難所までの輸送体制の確保、確実、迅速かつ公平に被災者に配分し、被災

者の生活の安定を図る体制を整備するものとする。 

なお、市は、小口・混載の物資は原則受け入れない等、救援物資の受入れの取扱いを決定し、ホー

ムページ等による情報発信を行うものとする。 

 

１ 不足物資の把握 

市は、現地調査等により情報を収集して被害状況を把握するとともに、被災地で不足している物

資の種類、数量等を把握するものとする。不足物資の供給に関して、市のみで対応できない状況に

あれば、県に対して救援物資の支援要請を行うものとする。 

２ 物資の要請 

市が供給できる物資のみでは被災地に供給すべき物資が不足する場合、市は、県に不足物資の応

援要請を行うものとする。 

３ 受入・供給体制 

（１）物資集積拠点の選定 

市は、防災計画に定める避難所の位置を勘案のうえ、効率的に物資の受け入れ、輸送が行え

る場所を物資集積拠点として、あらかじめ選定しておくものとする。 

（２）受入・供給体制の整備 

市は、物資集積拠点に物資の集積を行う場合には、当該集積拠点ごとに管理責任者を配置し、

管理及び配分の万全を期するものとする。 

市は、それぞれに届けられた物資を、適切に受け入れ、管理し、仕分け等を行うとともに、

避難者に効率的に輸送するため、管理責任者として物流の実務者の配置や必要な人員の確保等、

物資の受入・供給体制の整備に関して、公益社団法人熊本県トラック協会と連携し実施するも

のとする。 


